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第２編 災害予防計画 

第１章 防災基盤の強化 

第１節  治水治山の対策  

市及び関係機関は、河川、ため池の決壊並びに山地崩壊等による災害を未然に防止し、治水、治山の

総合的対策を推進するため、危険箇所の実態を把握するとともに、必要な区域の指定等を行い、各年度

における計画的な災害防止事業を実施する。  

また、計画を上回る災害が発生しても、その効果が粘り強く発揮できるよう努めるとともに、災害防

止事業の実施時には、環境や景観へも配慮するものとする。 

さらに、水災については、複合的な災害にも多層的に備え、社会全体で被害を防止・軽減させるため

のハード・ソフト対策を総合的かつ一体的に推進することを目的として、国及び県が組織する「大規模

氾濫減災協議会」、「福岡県大規模氾濫減災協議会」等を活用し、国、県、市、河川管理者、水防管理

者に加え、公共交通事業者、メディア関係者、利水ダム管理者等の多様な関係者で、密接な連携体制を

構築するものとする。 

市は、治水・防災・まちづくり・建築を担当する各部局の連携の下、有識者の意見を踏まえ、豪雨、

洪水、高潮、土砂災害等に対するリスクの評価について検討するものとする。また、市は、前述の評価

を踏まえ、防災・減災目標を設定するよう努めるものとする。  

第１ 治水計画 

１ 河川対策 

① 洪水浸水想定区域等の把握及び住民等への周知  

ア 洪水浸水想定区域の指定  

洪水浸水想定区域は、河川管理者により、水防法に基づき指定した洪水予報を実施する河川

又は特別警戒水位（氾濫危険水位）を定めその水位に到達した旨の情報を提供する河川（水位

周知河川）について、想定し得る最大規模の降雨により、河川がはん濫した場合に浸水が想定

される区域を調査し、洪水浸水想定区域として指定し、指定の区域及び浸水した場合に想定さ

れる水深、浸水継続時間等が公表される。 

市は、洪水浸水想定区域の指定があったときは、地域防災計画において、少なくとも当該洪

水浸水想定区域ごとに、洪水予報等の伝達方法、指定緊急避難場所及び避難経路に関する事項、

洪水に係る避難訓練に関する事項、その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必

要な事項、要配慮者利用施設（主として高齢者、障害者、乳幼児等の要配慮者が利用する施設

をいう。以下同じ。）で洪水時に利用者の円滑かつ迅速な避難の確保が必要なもの又は大規模

工場等（大規模な工場その他地域の社会経済活動に重大な影響が生じる施設として市が条例で

定める用途及び規模に該当するものをいう。以下同じ。）の所有者又は管理者から申し出があ

った施設で洪水時に浸水の防止を図る必要があるものについて、これらの施設の名称及び所在

地について定めるものとする。名称及び所在地を定めた施設については、地域防災計画におい

て、当該施設の所有者又は管理者及び自衛水防組織の構成員に対する洪水予報等の伝達方法を

定める。 

イ 洪水浸水想定区域における避難措置の住民への周知  
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市は、洪水浸水想定区域の指定があったときは、地域防災計画において定めた洪水予報等の

伝達方法等、指定緊急避難場所及び避難経路に関する事項、洪水に係る避難訓練に関する事項

その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため必要な事項、並びに洪水浸水想定区域内

の要配慮者利用施設、大規模工場等の名称及び所在地について住民に周知させるため、これら

の事項を記載した印刷物（洪水ハザードマップ等）を作成し、住民説明会、避難訓練、防災学

習などの場において利用方法を説明するなど、継続的な住民への分かりやすい周知に努めると

ともに、その他の必要な措置を講じるものとする。その際、河川近傍や浸水深の大きい区域に

ついては「早期の立退き避難が必要な区域」として明示するとともに、避難時に活用する道路

において冠水が想定されていないか住民等に確認を促すよう努めるものとする。 

また、防災週間や防災関連行事等を通じ、住民に対し、水害時のシミュレーション結果等を

示しながら、「早期の立退き避難が必要な区域」からの迅速で確実な立退き避難を求めるとと

もに、浸水深、浸水継続時間等に応じて、食料、飲料水を備蓄すること、ライフライン途絶時

の対策をとること、保険･共済等の生活再建に向けた事前の備え等について、普及啓発を図る

ものとする。 

ウ 地域防災計画に名称及び所在地を定められた施設等の対応（施設の所有者・管理者）  

地域防災計画に名称及び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、関係

機関の協力を得て、防災体制に関する事項、避難誘導に関する事項、避難の確保を図るための

施設の整備に関する事項、防災教育・訓練に関する事項、自衛水防組織の業務に関する事項等

に関する計画の作成、当該計画に基づく自衛防災組織の設置に努めるものとし、作成した計画

及び自衛防災組織の構成員等について市長に報告するものとする。また、当該計画に基づき、

避難誘導等の訓練を実施し、その結果を市長に報告しなければならない。 

市は、要配慮者利用施設の避難確保に関する計画や避難訓練の実施状況等について、定期的

に確認するよう努めることとする。また、当該施設の所有者又は管理者に対して、必要に応じ

て、円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な助言等を行うものとする。 

地域防災計画に名称及び所在地を定められた大規模工場等の所有者又は管理者は、防災体制

に関する事項、浸水の防止のための活動に関する事項、防災教育・訓練に関する事項、自衛水

防組織の業務に関する事項等に関する計画の作成及び作成した計画に基づく自衛防災組織の

設置に努めるとともに、避難誘導等の訓練を実施するものとする。また、作成した計画及び自

衛防災組織の構成員等について市長に報告するものとする。 

２ ため池対策  

① ため池施設整備の実施方針 

ため池の決壊による災害を未然に防止するため、劣化状況評価などの結果を踏まえ、決壊した

場合の下流への影響度やその他の状況等を総合的に勘案して、農業用ため池の整備計画を作成し、

計画的にため池整備を行う。  

② 安全対策の指導及び防災情報連絡体制の整備  

人的被害を与える恐れのある防災重点農業用ため池は、緊急連絡体制の整備をする。また、県

から提供された浸水想定区域図を公表するとともに、ハザードマップの作成にあたっては、ワー

クショップを開催するなど十分に地域と連携のうえ作成し、公表する。おって、説明会や防災学

習の実施などの場などを通じて継続的な住民等への分かりやすい周知に努める。 

第２ 治山計画  

１ 治山対策 

県及び国と連携し、森林の保全と公益的機能の向上を図り、災害時においても安全な山を維持し

ていくための治山事業を実施していく。 

２ 造林対策 
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市は、県及び関係森林管理署（国有林）と連絡を密にし、森林の持つ公益的機能の維持向上を図

るため、適正な保育施業実施に務めるとともに、計画的造林実施を図る。 

 

第２節   土砂災害の防止  

市及び関係機関は、土砂災害を未然に防止するため、危険箇所の実態を調査し、危険な箇所における

災害防止策をハード・ソフト両面から実施する。  

特にソフト面では、県が土砂災害警戒区域等の指定をし、市はそれに基づき警戒避難体制の整備やハ

ザードマップの作成を行うなど、土砂災害の防止に努める。 

また、計画を上回る災害が発生しても、その効果が粘り強く発揮できるよう努めるとともに、災害防

止事業の実施時には、環境や景観へも配慮するものとする。 

市は、住民と連携し、土砂災害に関する異常な自然現象を察知した場合には、その情報を相互に伝達

する体制の整備に努めるものとする。  

第１ 土石流対策  

１ 土石流危険渓流 

この計画において「土石流危険渓流」とは、土石流の発生の危険性があり、人家(人家がない場

合でも官公署、学校、病院、駅、旅館等のある場所を含む)に被害を生じるおそれがあるとされ

た渓流をいう。 

２ 砂防指定地 

砂防指定地は、砂防法第２条により、「治水上砂防のため一定の行為を禁止若しくは制限すべ

き土地」について、土石流の発生を助長する行為を制限するために主務大臣が指定する。 

３ 現況 

土石流危険渓流及び砂防指定地は、第１編「総則」第４章「風水害履歴と被害想定」第２節「災

害危険指定箇所等」のとおりである。  

４ 対策 

① 行為の制限  

砂防指定地における工作物の新築,除去、土地の掘削,盛土,切土、土石の採取、竹木の伐採な

どの行為は「砂防法」第２条に基づき行為が制限される。  

② 防災知識の普及  

市及び関係機関は、関係住民に対し、日頃から下記事項をはじめとする防災知識の普及を図る

とともに、特に土石流による災害の発生する恐れのある時期（梅雨期・台風期）に先がけ又は全

国的に実施される土砂災害防止月間等において各種行事や防災訓練等の実施に務めるものとす

る。  

ア 土石流災害の特性  

イ 警戒避難すべき土石流の前兆現象  

（ア）立木の裂ける音が聞こえる場合や巨礫の流れが聞こえる場合  

（イ）渓流の流水が急激に濁りだした場合や流木等がまざり始めた場合  

（ウ）降雨が続いているにもかかわらず渓流の水位が急激に減少し始めた場合（上流に崩壊が

発生し、流れが止められている危険があるため） 

（エ）渓流の水位が降雨量の減少にもかかわらず低下しない場合  

（オ）渓流の付近の斜面において落石や斜面の崩壊が生じ始めた場合やその前兆が出始めた

場合 

ウ 災害時の心得  

（ア）気象予警報等の聴取方法  
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（イ）避難の時期、方法、場所  

（ウ）飲料水、非常食料の準備  

（エ）その他災害特性に応じた措置  

第２ 地すべり対策 

１ 地すべり防止区域 

地すべり防止区域は、「地すべり等防止法」第３条に基づき、地すべりによる災害を防止するた

め主務大臣が指定する。 

２ 現況  

市に地すべり防止区域に指定されている区域はない。 

３ 対策  

① 行為の制限  

地すべり防止区域内においては、地すべりの防止を阻害したり、助長し、もしくは誘発する原

因となる行為は、「地すべり等防止法」第１８条に基づき行為が制限される。  

第３ 急傾斜地崩壊対策 

１ 急傾斜地崩壊危険区域 

急傾斜地崩壊危険区域は、「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」第３条に基づき、

県が指定する。 

２ 災害危険区域の指定 

災害危険区域は、急傾斜地崩壊危険区域やその区域以外で急傾斜地の崩壊によって著しく危険の

及ぶ区域を建築基準法第３９条に基づき、県が指定する。 

３ 急傾斜地崩壊危険箇所  

急傾斜地崩壊危険箇所は、がけ崩れの発生するおそれのある箇所を、県が選定している。  

４ 現況 

市に急傾斜地崩壊危険区域及び災害危険区域として指定されている区域はない。また、急傾斜地

崩壊危険箇所として選定している区域は、第１編「総則」第４章「風水害履歴と被害想定」第２節

「災害危険指定箇所等」のとおりである。  

５ 対策 

① 行為の制限  

急傾斜地崩壊危険区域内においては、「がけ地」の崩壊を助長又は誘発する原因となる行為は、

法律に基づき規制し、「がけ地」の保全を図るとともに、居住用建物に関しては、建築基準法に

基づき建築制限を行う。 

② 急傾斜地崩壊防止工事  

急傾斜地法第９条により、土地の所有者等は、急傾斜地の崩壊が生じないように必要な措置を

講ずるよう努めなければならないとされている。ただし、土地所有者等が急傾斜地崩壊防止工事

を施工することが困難または不適当と認められる場合、法第１２条に基づき、緊急度の高い箇所

及び地域住民の協力が得られる箇所を県が施工する。 

 

第４ 土砂災害防止法の推進  

１ 土砂災害の定義  

「土砂災害」とは、急傾斜地の崩壊、土石流又は地すべりを発生原因として市民の生命又は身体

に生ずる被害をいう。 

「土砂災害警戒区域」とは、土砂災害が発生した場合に、住民等の生命又は身体に危害が生ずる

おそれがある区域で、警戒避難体制を整備する必要のある土地の区域をいう。 
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「土砂災害特別警戒区域」とは、警戒区域のうち、土砂災害が発生した場合に、建築物に損壊が

生じ、住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれがあると認められる区域で、一定の開発

行為の制限及び居室を有する建築物の構造の規制をすべき土地の区域をいう。   

① 土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域の指定  

土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域は、「土砂災害防止法」及び国土交通省が定める「土

砂災害の防止のための対策の推進に関する基本的な指針」に基づく基礎調査の実施及び市長の意

見を聴いて、土砂災害のおそれのある区域として県が指定する。  

土砂災害警戒区域等の指定を受けた場合は、地域防災計画において警戒区域ごとに情報伝達、

予警報の発令・伝達に関する事項、指定緊急避難場所及び避難経路に関する事項、土砂災害に係 

る避難訓練に関する事項、避難、救助その他必要な措置を講じるものとする。 

また、指定を受けた区域内に要配慮者利用施設で土砂災害のおそれがあるときに利用者の円滑

かつ迅速な避難の確保が必要な施設の名称及び所在地について定めるものとする。名称及び所在

地を定めた施設については、地域防災計画において、当該施設の所有者又は管理者に対する土砂

災害に関する情報等の伝達方法を定めるものとする。 

② 土砂災害警戒区域等の指定に係る必要事項の周知  

市長は、地域防災計画に基づき、土砂災害に関する情報の伝達方法、避難場所及び避難経路に

関する事項その他円滑な警戒避難を確保する上で必要な事項を記載した印刷物等（ハザードマッ

プ等）を作成し、住民説明会、避難訓練、防災学習などの場において利用方法を説明するなど、

継続的な住民への分かりやすい周知に努める。 

③  地域防災計画に名称及び所在地を定められた施設等の対応（施設の所有者・管理者）   

地域防災計画に名称及び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、関係機

関の協力を得て、防災体制に関する事項、避難誘導に関する事項、避難の確保を図るための施設

の整備に関する事項、防災教育・訓練に関する事項、自衛水防組織の業務に関する事項等に関す

る計画の作成、当該計画に基づく自衛防災組織の設置に努めるものとし、作成した計画及び自衛

防災組織の構成員等について市長に報告するものとする。また、当該計画に基づき、避難誘導等

の訓練を実施し、その結果を市長に報告しなければならない。 

市は、要配慮者利用施設の避難確保に関する計画や避難訓練の実施状況等について、定期的に

確認するよう努めることとする。また、当該施設の所有者又は管理者に対して、必要に応じて、

円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な助言等を行うものとする。 

地域防災計画に名称及び所在地を定められた大規模工場等の所有者又は管理者は、防災体制に

関する事項、浸水の防止のための活動に関する事項、防災教育・訓練に関する事項、自衛水防組

織の業務に関する事項等に関する計画の作成及び作成した計画に基づく自衛防災組織の設置に

努めるとともに、避難誘導等の訓練を実施するものとする。また、作成した計画及び自衛防災組

織の構成員等について市長に報告するものとする。 

２ 対策  

① 避難体制等の整備  

ア 自主防災組織の育成  

市は、災害情報の収集及び伝達、避難、救助等の活動が円滑かつ迅速に遂行されるよう、関

係住民の協力を得て、区域の区長等を責任者とする自主的な防災組織の育成に努める。  

イ 情報の収集及び伝達体制の整備  

（ア）情報の収集  

市及び関係機関は、日頃から、過去の経験をもとにどの程度以上の雨量があれば崩壊の

危険性があるかを的確に把握し、その資料を整備しておくとともに、気象予警報等情報の

収集に努める。  
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（イ）情報の伝達  

市は、土砂災害警戒区域等に対する気象予警報等情報の伝達が円滑に実施できるよう伝

達体制を整備するとともに、夜間の緊急な伝達方法も、十分に配慮しておく。  

第５ 山地災害対策  

１ 山地災害危険地の定義  

山地災害危険地とは、山地災害危険地区調査要領（平成１８年７月３日付け１８林野治第５２０

号林野庁長官通知）に基づく調査により、山腹の崩壊、地すべり、崩壊土砂流出の危険性があり、

人家又は公共施設に直接被害を与えるおそれがあるとされた地区で、第１編「総則」第４章「風水

害履歴と被害想定」第２節「災害危険指定箇所等」に掲げるものをいう。 

２ 対策  

① 山地災害危険地区の周知  

地域防災計画に山地災害危険地区を掲載し、地域住民への周知を図る。  

② 防災意識の普及  

山地災害が多くなる梅雨期の前に「山地災害防止キャンペーン」期間として、関係機関での山

地防災ポスターの掲示、パンフレットの配布及び市と関係機関による危険地区パトロールや施設

の点検などを実施し、地域住民の防災意識の普及に努める。  

③ 治山事業の実施  

集中豪雨等により山地災害が発生又は発生するおそれが高い箇所など山地災害の実態や緊急

性、必要性を踏まえ、順次、治山事業を実施していくものとする。   

 

第３節  高潮等の対策  

市及び関係機関は、県との連携の下に、高潮等による災害を防止するため、高潮対策事業、侵食対策

事業等の保全事業を実施する。その場合は、計画を上回る災害が発生しても、その効果が粘り強く発揮

できるよう努めるとともに、環境や景観へも配慮するものとする。  

第１ 実施計画  

１ 浸水想定区域等の把握及び住民等への周知  

① 浸水想定区域の指定  

市は、高潮浸水想定区域の指定のあったときは、地域防災計画において、少なくとも当該浸水

想定区域ごとに、高潮情報等の伝達方法、指定緊急避難場所及び避難経路に関する事項、高潮に

係る避難訓練に関する事項その他、高潮時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項

並びに要配慮者利用施設で高潮時に利用者の円滑かつ迅速な避難の確保が必要なもの又は大規

模工場等の所有者又は管理者から申し出があった施設で高潮時に浸水の防止を図る必要がある

ものについて、これらの施設の名称及び所在地について定めるものとする。名称及び所在地を定

めた施設については、地域防災計画において、当該施設の所有者又は管理者及び自衛水防組織の

構成員に対する高潮予報等の伝達方法を定めるものとする。 

② 浸水想定区域における避難措置等の住民への周知  

市長は、地域防災計画において定められた高潮予報等の伝達方法、指定緊急避難場所及び避難

経路に関する事項、高潮に係る避難訓練に関する事項その他高潮時の円滑かつ迅速な避難の確保

を図るため必要な事項、並びに高潮浸水想定区域内の要配慮者利用施設、大規模工場等の名称及

び所在地について住民に周知させるため、これらの事項を記載した印刷物（高潮ハザードマップ）

の配布その他の必要な措置を講じるものとする。 

③ 地域防災計画に名称及び所在地を定められた施設等の対応（施設の所有者・管理者）  
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本編第１章「防災基盤の強化」第１節「治水治山の対策」第１「治水計画」１「河川対策」①

浸水想定区域等の把握及び住民等への周知」ウに準ずる 

 

第４節   火災の予防  

市及び消防機関は、火災の防止に関し、基本的重要事項として、出火防止、初期消火の徹底、火災の

拡大防止等の多面的な対策を実施するものとする。  

第１ 消防力の強化  

１ 消防施設の強化  

消防機関は、「消防力の整備指針」に基づき消防施設の拡充強化を図るものとする。 

① 市街地においては、人口、気象条件に応じて、消防署を設置し、消防ポンプ自動車を配置する

ものとする。  

② 地域の実情に応じて、化学消防自動車、救急自動車及び消防艇等を配備するものとする。 

③ 初動及び活動体制を確保するため、消防機動力、無線通信情報システム及び個人装備等を進め

る。 

２ 消防水利の強化  

① 市は、「消防水利の基準」に基づき、消防水利の充実多様化に努めることとし、防火水槽の充

実を図る。  

今後、火災の延焼拡大の危険が高い地域や、消防活動が困難な地域等を中心に、防火水槽の整

備、ビルの保有水の活用、河川やプ－ル等の自然水利の開発や確保をより一層推進していくもの

とする。 

② 消防水利の不足又は道路事情により、消防活動が困難な地域に対しては、消防水利の増設及び

可搬式動力ポンプ等の整備を推進し、地域の消火体制の強化を図る。  

３ 消防施設等の保全  

火災の場合の消防活動、火災その他の災害の場合の行動を迅速に行うため、市及び消防機関は、

現有消防ポンプ自動車等の整備並びに性能点検を実施することにより、常にその性能の維持向上を

図り、有事の際の即応体制の確立を期するものとする。  

４ 総合的な消防計画の策定  

市及び消防機関は、消防機関の組織、消防隊の編成、運用及びその他活動体制等について、消防

計画を策定し、毎年検討を加え、必要に応じ修正するものとする。 

５ 避難道路周辺等の防護  

避難計画の実施にあたり、避難道路周辺等の防護に必要な消防体制を強化するため、施設、車両

及び防火水槽等を整備する。  

６ 消防団の体制整備  

消防団組織の整備と活動の充実のため、消防団員の処遇改善や教育訓練の充実を図るとともに、

防災資機材格納庫、可搬式動力ポンプ等の施設、装備及び活動資機材の充実、強化を図る。また、

消防団員の確保に当たっては、女性や大学生の入団促進など幅広い層へ働きかけるとともに、「消

防団協力事業所表示制度」等を活用して、事業所との連携体制を整備する。なお、消防団員の確保

については、基本団員（全ての活動に参加）の確保を基本とするが、基本団員の確保が困難な場合

は、特定の活動や大規模災害等に限定して参加する「機能別団員・分団制度」等について検討を行

う。 

７ 消防職団員の教育訓練  

消防職員及び消防団員の知識及び技能の向上を図るため、県消防学校及び消防大学校に必要に応

じ派遣するほか、一般教養訓練の計画を策定し、実施するものとする。 
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８ 市町村相互の応援体制の強化  

市及び消防機関は、災害時における消防活動の万全を期するため、消防相互応援協定に基づき消

防に関し相互に応援するよう努めるとともに、消防相互応援体制の整備を推進し、消防体制の確立

を図るものとする。  

第２ 火災予防対策  

１ 火災予防査察の強化  

粕屋北部消防本部は、消防法に規定する予防査察を、消防対象物の用途、地域などに応じ計画的

に実施し、常に当該区域内の消防対象物の状況を把握するとともに、火災発生の危険がある箇所の

発見に努め、予防対策の指導を強化する。  

２ 防火管理者制度の推進  

粕屋北部消防本部は、消防法第８条の規定により選任されている防火管理者に対し、防火対象物

に係る消防計画の作成、消防計画に基づく消火、通報及び避難訓練の実施、消防設備等の点検、火

気の使用等の監督、収容人員の管理、その他防火管理上必要な業務を適切に実施するよう指導し、

防火管理者制度の推進を図るものとする。  

３ 住民に対する啓発  

市及び消防機関は、災害発生時における住宅からの火災発生を未然に防止するため、住宅防火診

断等を通じ、災害発生時の火気使用設備・火気器具の適切な取り扱い、消火器の使用方法等につい

て啓発を行い、震災時における火災の防止と消火の徹底を図るとともに、住宅用防災機器（住警器）

の設置・普及促進に努める。  

なお、住宅火災による被災の危険性が高い寝たきり又は一人暮らしの高齢者、身体障害者等の住

宅を優先して住宅防火診断等を実施する。  

４ 車両火災予防の推進  

粕屋北部消防本部は、一般的予防対策として人命救助の方法、避難誘導、附近建物への延焼防止、

危険物対策、高圧電気設備に対する消火方法、関係機関との連絡等について計画を策定するものと

する。 

５ 火災予防運動の推進  

市及び消防機関は、以下のことについて、火災予防運動を推進するものとする。  

① 春秋火災予防運動の普及啓発  

② 報道機関による防火思想の普及  

③ 講習会、講演会等による一般啓発  

６ 民間防火組織の育成・強化  

地域社会においては、住民一人ひとりが常に防火防災に関心を持ち、日ごろから出火防止、避難、

応急救護などの知識を身につけておくことが必要である。 

そのため、市及び消防機関は、地域住民の防火防災意識の高揚及び知識の普及並びに地域防災力

の向上を図るため、民間の防火組織として、地域に密着した幼年消防クラブ、少年消防クラブ、女

性（婦人）防火クラブの組織づくりと育成強化に努める。 

 

第５節  都市構造の防災化  

市は、建築物の不燃化、都市空間の確保と整備、市街地整備事業等により過密化した都市環境の整備、

防災対策の改善を図るとともに、その中から事業の緊急性等を勘案し、広域避難地、避難路等の整備に

係るものを中核とした防災対策緊急事業計画を策定し、都市の防災化対策を推進する。 

市は、立地適正化計画によるまちづくりの推進にあたっては、災害リスクを十分考慮の上、居住誘導

区域を設定するとともに、同計画に都市の防災に関する機能の確保に関する指針を位置付けるものとす
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る。 

第１ 建築物不燃化の推進  

１ 計画方針  

都市計画法により防火、準防火地域を設定するとともに、建築基準法第２２条に基づき屋根の不

燃化及び外壁の延焼防止対策等を行う地域の指定を行い、都市の防災対策を推進する。  

２ 対策  

① 防火、準防火地域の指定  

商業地域及び近隣商業地域等については、防火地域又は準防火地域を定めるものとし、容積率

５００％以上の商業地域については原則として防火地域を定める。  

② 建築基準法第２２条に基づく指定区域の設定  

用途地域のうち、防火地域及び準防火地域に定められた地域以外の区域を、建築基準法第２２

条に基づき屋根の不燃化等を行う区域として指定する。  

③ 公営住宅の不燃化推進  

２方向避難の困難な既設住宅については、防災改修等の改善を進めるとともに、新築住宅につ

いても、不燃建築物とオープンスペースの一体的整備により防災空間の創出に努める。  

④ 住環境整備事業の推進  

市は、住環境整備事業を行うことにより、不良住宅が密集している地区を防災上有効な住環境

としての整備を推進する。  

第２ 防災空間の確保、整備、拡大  

都市公園の整備を進め、避難地の確保、火災の延焼防止、救護活動の円滑な実施を図るため、

災害時における避難地あるいは防火帯、応援隊集結地・野営地、ごみ・がれきの仮置場、ヘリコ

プター臨時発着場、応急仮設住宅建設地、災害用仮設トイレ設置場所等としての機能を有する都

市公園の整備について、積極的に推進する。 

第３ 市街地整備事業の推進 

市街地整備事業を推進し、建築物の不燃化、構造強化、共同化等を行うとともに、道路、公園、

広場等のオープンスペースを整備することにより、市街地の土地の合理的かつ健全な高度利用、

都市機能の更新をすすめ、都市の防災構造化を推進する。 

第４ 無電柱化事業の推進 

災害時の電力・通信等のライフラインの確保、電柱の倒壊による道路の寸断を防止し、道路の

防災機能向上を図るため、緊急輸送道路など防災上重要な道路について無電柱化の整備を推進す

る。 
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第６節  建築物及び文化財等の災害予防 

市は、所管施設について、災害時に被害の発生が予想される箇所に対する点検整備を強化するともに、

耐震性、耐火性を保つよう配慮するものとする。特に公立学校等の公共建築物については、不燃化を進

めるとともに、老朽施設の更新、補強を進めるものとする。 

また、民間の施設及び一般建築物等については、防災対策の重要性の周知徹底に努め、日常点検を指

導するものとする。  

第１ 建築物等の災害予防対策  

１ 建築物等に対する指導  

市は、老朽建築物について、構造、敷地、危険度等を調査し、保安上危険である又は衛生上有害

であると認められる場合には、補修等必要な措置の指導及び建築物の窓ガラス、外装材等の落下物

予防措置やブロック塀等の倒壊防止の指導を行う。 

市及び建築物の所有者等は、強風による屋根瓦の脱落・飛散防止を含む落下物の防災対策を図る

ものとする。 

２ 公共建築物の堅牢化  

避難収容施設等の拠点となる防災上重要な公共建築物等について、市は、震災対策における耐震

化を考慮し、所管施設のうち、当該施設の重要度を考慮して順次整備補強に努める。  

３ 工事中の建築物に対する指導  

落下物に対する防護、土留め工事、建方工事の崩壊防止等の工事現場の危険防止について関係機

関の指導により安全確保を図る。  

第２ 文化財災害予防対策  

市は、文化財を災害から保護するため、防災意識の高揚、防災施設の整備を図るものとする。  

１ 文化財に対する市民の防災意識の高揚と愛護精神の普及徹底を図るため、「文化財防火デー」

等を活用した広報活動を行う。  

２ 所有者等を対象とした文化財の防災に関する講習会等を実施する。  

３ 火災予防体制の確立等、次の事項に係る管理保護についての指導を行う。  

① 防火管理体制の整備  

② 環境の整備  

③ 火気の使用制限  

④ 火災危険箇所の早期発見と改善及び火災警戒の実施  

⑤ 自衛消防隊の組織の確立とその訓練  

⑥ 火災発生時にとるべき初期消火等の訓練の実施  

４ 防火施設等、次の事項の整備の推進とそれに対する助成措置を行う。  

① 消火施設  

② 警報設備  

③ その他の設備  

５ 倒壊等の防止対策及び落下物等による破損防止対策により、文化財の破損防止を図る。  

６ 各種文化財の点検整備を行う。  

 

第７節   一般通信施設、放送施設の災害予防  

通信事業者は、電気通信設備等に災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、当該施設

を災害から防除し、一般通信サービスを確保するための予防措置を講じる。 
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また、通信事業者は、通信設備の浸水防止対策、市の被害想定を考慮した基幹的設備の地理的分散、

応急復旧機材の配備、通信輻輳対策を推進するなど、電気通信設備の安全・信頼性強化に向けた取組み

を推進することに努めるものとする。  

第１ 国内通信施設災害予防対策（西日本電信電話株式会社）  

西日本電信電話株式会社九州支店は、防災業務計画、災害等対策規定に基づき具体的な措置を定め

て、災害等異常時の電気通信サービスの確保を図るため、電気通信設備について予防措置を講じ万全

を期するものとする。  

１ 災害予防対策  

① 電気通信設備等の高信頼化  

災害の発生を未然に防止するため、次のとおり電気通信設備及びその付帯設備（建物を含む）

防災設計を実施する。  

ア 豪雨、洪水等のおそれがある地域に設置されている電気通信設備等について、耐水構造化を

行う。  

イ 暴風又は豪雪のおそれがある地域に設置されている電気通信設備等について、耐風又は耐雪

構造化を行う。  

ウ 火災に備えて、主要な電気通信設備等について、耐火構造化を行う。  

② 電気通信システムの高信頼化  

災害が発生した場合において、通信を確保するため、次により通信網の整備を行う。  

ア 主要な伝送路を多ルート構成或いはループ構成とする。  

イ 通信ケーブルの地中化を推進する。  

ウ 主要な電気通信設備について、必要な予備電源を設置する。  

エ 重要加入者については、当該加入者との協議により加入者系伝送路の信頼性を確保するため、

２ルート化を推進する。  

オ 主要な中継交換機の分散設置をする。  

カ 大都市において、とう道（共同溝を含む）網を構築する。  

③ 災害時措置計画  

災害時等において、重要通信の確保を図るため、伝送措置、交換措置及び網措置に関する措置

計画を作成し、現行化を図る。  

④ 通信の利用制限  

大規模災害等が発生したとき又は、予知されたときは、これらの地域に対する重要通信を確保

するため、必要により一般の通話を制限する。  

２ 災害対策用機器及び車両の配備  

災害発生時において、通信を確保し又は災害を迅速に復旧するため、次に掲げる機器、機材及び

車両等を配備する。  

① 非常用衛星通信装置 

② 非常用無線装置  

③ 非常用交換装置  

④ 非常用伝送装置  

⑤ 非常用電源装置  

⑥ 移動電源車及び可搬形発電機  

⑦ 応急ケーブル  

⑧ その他の応急復旧用諸装置 

３ 災害対策用資機材の確保と整備  

① 災害対策用資機材の確保   
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災害応急対策及び災害復旧を実施するため、平常時から復旧用資材、器具、工具、消耗品の確

保に努める。  

② 災害対策用資機材の輸送  

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、災害対策用機器、資材及び物資等の

輸送を円滑に行うため、必要に応じ、あらかじめ輸送ルート、確保すべき車両、船舶、ヘリコプ

ター等の種類及び数量並びに社外に輸送を依頼する場合の連絡方法等の輸送計画を定めておく

とともに、輸送力の確保に努める。  

③ 災害対策用資機材の整備点検  

災害対策用資機材等は、常にその数量を把握しておくとともに、必要な整備点検を行い非常事

態に備える。  

④ 食料、医薬品等の生活必需品の備蓄  

西日本電信電話株式会社九州支店は、非常事態に備え食料、飲料水、医薬品、被服、生活用備

品等の保有量を定め、その確保を図る。  

⑤ 災害対策用資機材等の仮置場  

災害対策用資機材等の仮置場について、非常事態下の借用交渉の難航が予想されるため、あら

かじめ公共用地等の候補地について、地方防災会議の協力を得て、非常事態下の用地確保の円滑

化を図る。  

４ 防災訓練  

災害対策を円滑に推進するため、次に掲げる訓練を実施する。  

① 訓練の種類  

ア 災害予報及び警報の伝達  

イ 災害における通信疎通確保  

ウ 各種災害対策用機器の操作  

エ 電気通信設備等の災害応急復旧  

② 訓練の方法  

ア 会社規模における総合訓練  

イ 各自治体主催の総合防災訓練  

ウ 他防災機関における総合訓練  

５ 防災に関する防災機関との協調  

防災業務が円滑効率的に行われるよう、平素から関係防災機関と密接な連絡を行う。  

① 西日本電信電話株式会社九州支店は、古賀市防災会議及び関係防災機関と防災計画に関して連

絡調整を図る。  

② 平常時は、西日本電信電話株式会社九州支店は古賀市防災会議と、また災害時には古賀市災害

対策本部と緊密な連携を保ち、防災業務計画の円滑・適切な遂行に努める。  

③ ライフライン業者との協調  

 電力・燃料・水道・輸送等のライフライン事業者と協調し防災対策に努める具体的には、商用

電源の供給、自家発電用エンジンの燃料及び冷却水等の確保並びに緊急輸送の協力体制を整備し

ておく。 

④ 事前伐採等 

市及び通信事業者は、倒木等により通信網に支障が生じることへの対策として、地域性を踏ま

えつつ、事前伐採等による予防保全や災害時の復旧作業の迅速化に向けた、相互の連携の拡大に

努めるものとする。 

第２ 放送施設災害予防対策（日本放送協会）  

日本放送協会福岡放送局は非常災害が発生し、又は発生するおそれのある場合における放送電波の
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確保を図るため、日本放送協会災害対策規程（同災害対策実施細目）を定め、放送設備、局舎設備等

について各種予防措置を講じ、災害報道の確保に万全を期する。  

１ 現況  

① テレビジョン放送網  

ア 総合テレビ  

イ 教育テレビ  

ウ 衛星第一テレビ  

エ 衛星第二テレビ  

オ 衛星ハイビジョンテレビ   

② ラジオ放送網  

ア 第１放送  

イ 第２放送  

③ ＦＭ放送網  

ＦＭ放送  

２ 対策  

① 平常時の措置  

ア 非常用資機材、消耗品等の定量常備  

イ 無線中断状態の把握  

ウ 移動無線機等の伝ぱん試験の実施  

エ 仮演奏所、仮放送所用場所の調査選定  

オ ＮＴＴとの日常折衝による緊急時の回線確保  

② 警戒時の措置  

ア 電源設備  

（ア）自家発電装置の点検、燃料及び冷却水の確保  

（イ）電力会社への受電確保要請  

（ウ）蓄電池の点検、充電  

イ 給排水設備  

（ア）給排水、消火ポンプ等の点検、整備  

（イ）構外設備の補強、緊急資材の配置  

（ウ）保有水の把握、管理  

ウ 中継・連絡回線  

（ア）ＮＴＴへの回線確保及び代用線の要請  

（イ）非常用受信機の点検、整備  

（ウ）自営無線回線の点検、他社回線の利用打合せ  

（エ）衛星放送設備の点検、整備  

エ 放送設備、空中線関係  

（ア）非常用放送装置の点検、整備  

（イ）通信衛星副局設備の点検  

（ウ）送受信空中線の点検、補強  

（エ）資材の確保及び予備空中線材料の整備  

 

第８節  電気施設、ガス施設の災害予防 

電気、ガス、石油・石油ガスは日常生活及び産業活動上欠くことのできないものであり、万一、災害
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によりこれらの施設設備が被害を受けた場合、住民の避難、救命・救助、安否確認等の応急対策活動な

どに支障をきたすとともに避難生活環境の悪化等をもたらすことから、その供給は緊急性を要するため、

電気、ガス事業者はこれらの供給を円滑に実施するため浸水防止対策等の措置を講ずる。 

また、施設の機能の確保等を講ずるに当たっては、大規模な風水害が発生した場合の被害想定を行い、

想定結果に基づいた主要設備の風水害に対する安全性の確保、災害後の復旧体制の整備、資機材の備蓄

等を行うものとする。  

第１ 電気施設災害予防対策（九州電力株式会社、九州電力送配電株式会社）  

台風等の非常災害時の電力施設の災害を防止し、また発生した被害を早期に復旧するため、災害発

生原因の除去と耐災環境の整備に常に努力を傾注する。  

１ 防災体制  

本店、支店・支社及び現業機関等は、防災業務計画に基づき非常災害時の具体的措置を定めるも

のとする。  

２ 電力設備の災害予防措置に関する事項  

① 水害対策  

ア 水力発電設備  

過去に発生した災害及び被害の実情、河床上昇等を加味した水位予想に各事業所の特異性を

考慮し、防水壁の設置、排水ポンプの設置、機器のかさ上げ、ダム通信確保のための設備の設

置及び建物の密閉化（窓の密閉化、ケーブルダクトの閉鎖等）等を実施する。  

特に、洪水に対する被害防止に重点を置き、次の箇所について点検・整備を実施する。  

（ア）ダム、取水口の諸設備及び調整池、貯水池の上下流護岸  

（イ）導水路と渓流との交叉地点及びその周辺地形との関係  

（ウ）護岸、水制工、山留壁  

（エ）土捨場  

（オ）水位計  

イ 送電設備  

（ア）架空電線路の土砂崩れ、洗堀などが起こるおそれのある箇所のル－ト変更、よう壁、石

積み強化等を実施する。  

（イ）地中電線路ケ－ブルヘッドの位置の適正化等による防水対策を実施する。  

ウ 変電設備  

浸冠水のおそれのある箇所は、床面のかさ上げ及び窓の改造、出入口の角落とし、防水扉の

取付け、ケーブルダクト密閉化等を行うが、建物の構造上、上記防水対策の不可能な箇所では

屋内機器のかさ上げを実施する。  

また、屋外機器は基本的にかさ上げを行うが、かさ上げ困難なものは、防水耐水構造化又は

防水壁等を組み合わせて対処する。  

② 風害対策  

「建築基準法」「電気設備に関する技術基準」等による風害対策を十分考慮するとともに、既

設設備の弱体箇所は補強等により対処する。  

③ 塩害対策  

塩害の著しい地域は、次のような諸対策を実施する。  

ア 火力発電設備  

活線がいし洗浄装置を設置するとともに、屋外諸機器のうち特に必要な箇所にはシリコン塗

布等を施し対処する。  

イ 送電設備  

耐塩がいし又はがいし増結で対処するとともに、必要に応じがいし清掃を実施する。  
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ウ 変電設備  

活線がいし洗浄装置を設置し、台風期の前後にがいし洗浄を行うとともに、特に必要な箇所

は、耐塩がいしを使用し、塩害防止に努める。   

エ 配電設備  

耐塩用がいし、耐塩用ブッシング付変圧器及び耐塩用開閉器等を使用して対処する。  

 

④ 高潮対策  

火力発電所における高潮対策は、設備ごとに予防計画目標を設定し、必要箇所に角落しあるい

は、防潮壁等適切な対策を行いこれに対処する。  

水害についても必要に応じ、これに準じて行う。  

⑤ 雪害対策  

雪害の著しい地域は、次のような諸対策を実施する。  

ア 送電設備  

鉄塔電気設備の技術基準に基づき設計するとともにオフセットを設け、電線には難着雪リン

グを取り付けるなどの対策を行う。  

また、気象通報等により雪害を予知した場合は、系統切替えにより災害の防止又は拡大防止

に努める。  

イ 配電設備  

配電線の太線化、縁回し線の支持がいし増加、支線の強化等を行うとともに、降雪期前に樹

木の伐採を行う。  

⑥ 雷害対策  

ア 送電設備  

架空地線の設置、避雷装置の取付け、接地抵抗の低減を行うとともに、ア－マロッドの取り

付け等を行う。  

また、気象通報等により雷害予知した場合は、系統切替え等により災害の防止又は拡大防止

に努める。  

イ 変電設備  

電気設備の技術基準による雷害対策のほか、必要な箇所に耐雷遮へいの強化を行う。 

また、重要系統の保護継電装置を強化する。  

ウ 配電設備  

襲雷頻度の高い地域においては、アレスタ－等の避雷装置を取り付け対処する。  

⑦ 地盤沈下対策  

地盤沈下遅滞及び将来沈下が予想される地域に構造物を設ける場合には、将来沈下量を推定し

設計する。将来の沈下量は既住の実績、土質試験の結果、地下水位、構造物の重量などに基づい

て算定する。  

⑧ 土砂崩れ対策  

土砂崩れ対策は、地形、地質などを考慮して、状況により、よう壁、石積み、排水溝などの対

策を実施する。  

また、災害期前後には、巡視点検の強化、社外モニターの活用などにより被害の未然防止に努

める。  

なお、土砂採取、土地造成などの人為的誘因による土砂崩れを防止するため、平素から関係業

者へのＰＲを徹底する。  

⑨ 通信連絡施設及び設備  

災害時の情報連絡、指示、報告等のため、必要に応じ次の諸施設及び設備の強化、整備を図る。 
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ア 無線伝送設備  

（ア）マイクロ波無線等の固定無線設備  

（イ）移動無線設備  

（ウ）衛星通信設備  

 

イ 有線伝送設備  

（ア）通信ケ－ブル  

（イ）電力線搬送設備  

（ウ）通信線搬送設備  

（エ）光搬送設備  

ウ 交換設備  

エ 通信用電源設備  

３ 電気工作物の巡視、点検、調査等  

電気工作物を常に法令に定める技術基準に適合するように保持し、更に事故の未然防止を図るた

め、定期的に電気工作物の巡視点検（災害発生のおそれがある場合には特別の巡視）並びに自家用

顧客を除く一般需要家の電気工作物の調査等を行い、感電事故の防止を図るほか、漏電等により出

火にいたる原因の早期発見とその改修に努める。  

４ 資機材の整備、点検  

① 資機材の確保  

本店、本店直轄機関及び現業機関等は、災害に備え、平常時から復旧用資材、工具、消耗品等

の確保に努める。  

② 資機材の輸送  

本店、本店直轄機関及び現業機関等は、災害対策用資機材の輸送計画を樹立しておくとともに、

車両、船艇、ヘリコプター等の輸送力の確保に努める。  

③ 資機材の広域運営  

災害時の不足資機材の調達を迅速、容易にするため災害対策用資機材の規格の統一を電力会社

間で進めるほか、他電力会社及び電源開発株式会社と非常災害対策用資機材の相互融通体制を整

えておく。  

５ 防災訓練  

本店、本店直轄機関及び現業機関等は、災害対策を円滑に推進するため年１回以上防災訓練を実

施し、非常事態にこの計画が有効に機能することを確認する。  

また、国及び地方自治体等が実施する防災訓練には積極的に参加する。  

６ 広報活動  

① 電気事故防止ＰＲ  

災害による断線、電柱の倒壊、折損等による公衆感電事故や電気火災を未然に防止するため、

一般公衆に対し次の事項を中心に広報活動を行う。  

ア 無断昇柱、無断工事をしないこと  

イ 電柱の倒壊折損、電線の断線垂下等設備の異常を発見した場合は、速やかに当社事業所に通

報すること 

ウ 断線垂下している電線には絶対触らないこと  

エ 浸水、雨漏りなどにより冠水した屋内配線、電気器具等は危険なため使用しないこと  

オ 屋外に避難するときは、安全器又はブレーカーを必ず切ること  

カ 電気器具を再使用するときは、ガス漏れや器具の安全を確認すること  



風水害 第２編 第１章－17 

 

キ その他事故防止のため留意する事項  

② 停電関連  

病院等重要施設については、災害による長時間停電に起因する二次災害を未然に防止するため、

自家発電設備の設置を要請する。  

７ 防災関係機関との連携  

① 市及び電気事業者等は、大規模な災害発生のおそれがある場合、それぞれが所有する電源車、

発電機等の現在時点の配備状況等を確認の上、リスト化するよう努めるものとする。 

② 市及び電気事業者は、倒木等により電力供給網に支障が生じることへの対策として、地域性を

踏まえつつ、事前伐採等による予防保全や災害時の復旧作業の迅速化に向けた、相互の連携の拡

大に努めるものとする。なお、事前伐採等の実施に当たっては、市町村との協力に努めるものと

する。  

 

第２ 都市ガス施設災害予防対策（西部瓦斯株式会社）  

風水害等災害による都市ガス施設の被害及び二次災害の発生を防止し、また発生した被害を早期に

復旧するため、ガスの製造・供給にかかる設備、体制及び運用について、総合的な災害防止対策を推

進する。  

１ 防災体制  

本社及び各製造所（供給所含む）、導管を管理する事業所において、「防災業務計画」などによ

り、非常体制の具体的措置を定める。  

非常事態の情勢 非常体制の区分 

被害又は被害予想が軽度又は局地の場合  第１非常体制 

被害又は被害予想が中程度の場合  第２非常体制 

被害又は被害予想がはなはだしい場合  第３非常体制 

広域、大規模な災害が発生した場合  総合非常体制 

 

２ 予防に関する事項  

① ガス製造設備  

ア 設備の設置及び維持管理  

護岸施設、ガス発生・精製設備、原料貯蔵設備及びガスホルダー等はガス工作物の設計指針

等に基づいて設計・施工を行うとともに、防油・防液堤、防火設備、保安電力設備等の整備を

図る。 

また、製造設備については、災害事例等の最新情報・知見を基に重要度の高い設備の安全性

を確認し、必要に応じて設備の増強を行うとともに、各施設の緊急遮断設備等防災設備の整備、

強化の充実を図る。 

なお、台風、火災、地盤沈下等の災害に対する予防対策として、それぞれ保安規程に基づき

維持管理を行い、所要の機能を維持するものとする。  

イ 防火管理  

各製造所等は、保安規程に基づき、保安統括者を選任して次の予防点検を実施するものとす

る。 

（ア）毎年、危険物設備関係及びガス製造設備関係防火対象物並びに消火設備につき調査し、

リスト及び配置図を作成するものとする。  

（イ）保安統括者は、建物・建築物、火気使用場所、危険物関係施設、電気・機械設備、消火

設備、警報設備、避難・救助設備、作業以外の火気等の事項について、予防点検を実施す

るものとする。  
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② ガス供給設備  

ア 導管及び付属設備の設置及び維持管理  

新設設備はガス工作物の技術上の基準に基づいた設計・施工を行う。また、既設設備はその

重要度を考慮し、計画的に取り替え又は補強等の必要に応じた対策を講じる。  

イ 導管網のブロック化  

ガス工作物の被害による二次災害の防止と被害の著しい地域へのガス供給を停止するため

の単位ブロック、統合ブロック、並びに、復旧活動を円滑に推進するための復旧ブロック等の、

災害発生直後から復旧完了まで安全・的確に作業を遂行するためのガス導管の面的整備を推進

する。  

ウ 圧力監視システム  

災害発生時にガスの供給圧力や流量等を災害対策本部で迅速に集中監視するためのシステ

ムの整備を推進する。  

エ マイコンメーター  

二次災害の発生を防止するためマイコンメーター等の設置を推進する。  

③ その他の設備  

ア 連絡・通信設備  

災害発生時の情報連絡、指令、報告等を迅速に行うと共に、ガス工作物の遠隔監視・操作を

的確に行うため、無線通信設備等の整備を行う。 

イ 自家発電設備等  

常用電力が停電した際にも防災業務設備の機能を維持するために、自家発電設備等を整備す

る。 

ウ 臨時供給設備  

ガスの供給が停止した場合に備え、社会的優先度が高い救急病院などに一時的にガスを供給

するための移動式ガス発生設備の導入を推進する。 

エ 資機材等  

製造設備、供給設備の配管材料、工具等の資機材等は平常時からその確保に努めると共に、

定期的に保管状況を点検整備する。 

④ 広報活動  

需要家に対して、災害発生時における都市ガス使用についての注意事項、ガス事業者の保安対

策、広報体制についてチラシ、パンフレット、新聞、テレビ等の広告、検針票・領収証、学校教

育の場等を利用してＰＲしておく。  

また、新聞・テレビ・ラジオ等の報道機関に対して、災害等の情報を速やかに連絡できるルー

トを確認しておくと共に、放送例文等を預託するなど、ガスの保安確保に関する市民ＰＲへの協

力を依頼しておく。  

３ 教育訓練計画  

① 製造部門  

ア 教育  

各製造所等では、災害によるガス工作物の被害の低減を図るため、火災原因、危険物、可燃

物、高圧ガス、気象と火災、建物・構築物の特性、消火設備・消火器、避難・救援方法、法令

の解説、作業標準の徹底等について、計画的に防災教育を実施する。  

イ 訓練   

各製造所等では、保安委員会の計画により様々な災害想定訓練を実施する。  

なお、停電その他の緊急時における迅速、的確な措置をとれるよう緊急時措置訓練について

も日常反復実施する。  
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（ア）現場訓練  

作業員の分担を具体的に定め、反復実施する。  

（イ）総合訓練  

原則として、年１回以上実施する｡(消防機関との合同訓練を適宜実施する。)  

② 営業・供給部門  

ア 教育  

各事業所従業員及び関係工事会社従業員に対し、風水害等によるガス工作物の被害による二

次災害の防止及び早期復旧を期すため、ガス漏洩及び導管事故等の緊急措置を重点に教育を実

施し、保安意識の向上を図るものとする。  

イ 訓練  

（ア）災害想定訓練  

緊急措置及び復旧活動を迅速・確実に行うため、災害を想定し各事業所単位、又は地方

自治体と合同で定期的に訓練を実施する。  

 

（イ）非常応答訓練  

各事業所の従業員を対象に、自動呼出装置を使用して、非常応答訓練を実施するものと

する。  

４ 広報活動計画  

ガスによる二次災害を防止するため、平常時から需要家に対し、防災知識の普及を図るものとす

る。 

① 需要家に対するガス安全使用のためＰＲ 

需要家に対しあらゆる機会をとらえてガスの正しい使い方及びガスもれの際の注意事項の周

知徹底を図るものとする。 

② 土木建設関係者に対するＰＲ 

土木建設関係者に対しては建設工事の際のガス施設による災害を防止するため、ガス管の敷設

状況、埋設深度、ガス事故防止にあたっての注意事項の周知徹底を図るものとする。  

 

第９節   上水道、下水道施設の災害予防  

市は水道、下水道の施設の災害時の被害を最小限にとどめ、かつ可及的速やかに被害施設の復旧を可

能にするために、必要な施策を実施するものとする。 

また、施設の機能の確保等を講ずるに当たっては、大規模な風水害が発生した場合の被害想定を行い、

想定結果に基づいた主要設備の風水害に対する安全性の確保、災害後の復旧体制の整備、資機材の備蓄

等を行うものとする。  

第１ 上水道施設災害予防対策  

１ 計画方針  

市は、災害による水道の被害を最小限にとどめ、速やかに水の供給を確保するため、給水体制の

整備並びに施設の整備増強を推進する。  

２ 対策  

水道施設の整備については、｢水道施設の技術的基準を定める省令」に沿って、「水道施設設計

指針」（日本水道協会刊）等により、施設の整備増強を推進する。  

また、供給体制などについて、施設等の総合的な点検検討を行い、その結果に基づいて、近隣水

道事業者との緊急時用連絡管や給水用資機材の確保などを含め必要な施設の整備増強を図る。  

第２ 下水道施設災害予防対策  
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１ 計画方針  

急激に進む市街化に対応し、浸水災害等の被害を防止するため、雨水、下水の迅速な排除が行な

えるよう、また、市街地の環境整備及び公共用水域の水質汚濁を防止するため、施設の整備増強を

図る。  

２ 対策  

① 浸水想定区域等の把握及び住民等への周知  

ア 浸水想定区域の指定  

市は、浸水想定区域の指定のあったときは、地域防災計画において、少なくとも当該浸水想

定区域ごとに、雨水出水情報等の伝達方法、指定緊急避難場所及び避難経路に関する事項、雨

水出水に係る避難訓練に関する事項、その他雨水出水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るた

めに必要な事項、要配慮者利用施設で雨水出水時に利用者の円滑かつ迅速な避難の確保が必要

なもの又は大規模工場等の所有者又は管理者から申し出があった施設で雨水出水時に浸水の

防止を図る必要があるものについて、これらの施設の名称及び所在地について、地域防災計画

に定めるものとする。名称及び所在地を定めた施設については、市は、地域防災計画において、

当該施設の所有者又は管理者及び自衛水防組織の構成員に対する雨水出水予報等の伝達方法

を定めるものとする。 

イ 浸水想定区域における避難措置等の住民への周知  

市長は、地域防災計画において定められた雨水出水予報等の伝達方法、指定緊急避難場所及

び避難経路に関する事項、雨水出水に係る避難訓練に関する事項その他雨水出水時の円滑かつ

迅速な避難の確保を図るため必要な事項、並びに雨水出水浸水想定区域内の要配慮者利用施設、

大規模工場等の名称及び所在地について住民に周知するよう必要な措置を講じるものとする。 

ウ 地域防災計画に名称及び所在地を定められた施設等の対応（施設の所有者・管理者）  

本編第１章「防災基盤の強化」第１節「治水治山の対策」第１「治水計画」１「河川対策」

①浸水想定区域等の把握及び住民等への周知」ウに準ずる 

エ 浸水被害の軽減の推進  

下水道管理者は、浸水被害対策区域において、民間の雨水貯留施設等の整備と連携して浸水

被害の軽減を推進するものとする。 

② 情報交換の迅速化  

終末処理場においては、集中監視システムを導入し、ポンプ場の流入量、流出量、水質等や水

防情報を専用回線で結び、瞬時に把握するとともに、河川管理者との情報交換を行い、総合的な

浸水防止対策を図る。  

③ 動力源の確保  

災害時においては、停電等による二次的災害を考慮して、最小限として排水機能を確保するた

めには、自家発電設備をはじめとした動力源が必要であることから、電源の二重化、自動化設備

のバックアップなどの対策を図る。  

④ 施設機能の維持  

下水道管理者は、民間事業者等との協定締結などにより発災後における下水道施設の維持又は

修繕に努めるとともに、災害の発生時においても下水道の機能を維持するため、可搬式排水ポン

プその他の必要な資機材の整備等に努めるものとする。併せて、浸水により機能が停止すること

がないように、下水道施設の耐水化計画を作成し、下水道施設の整備に努めるものとする。 

⑤ 機動性のある支援･受援体制の確立  

平常時から、下水道関係の経験を有する技術者や支援に必要な資機材を把握するとともに、下

水道の専門的技術を有する団体と協定を結ぶなど、機動性のある支援、受援体制の充実を図るも

のとする。 
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第１０節  交通施設の災害予防 

道路、鉄道等の管理者は、災害を防止するため所管する施設等の実態を把握し、災害時においても常

に健全な状態が維持できるよう諸施設の整備等を行なうものとする。 

また、基幹的な交通施設については、代替路を確保するための道路ネットワークの整備、海上・航空

交通ネットワークの機能強化、施設・機能の代替性の確保、各交通施設間の連携の強化等により、大規

模災害発生時の輸送手段の確保、風水害に対する安全性の確保に努めるものとし、避難路、緊急輸送道

路など防災上重要な経路を構成する道路については、必要に応じ、区域を指定して道路の占用の禁止又

は制限を行うとともに、無電柱化の促進を図るものとする。  

第１ 道路施設  

１ 緊急交通路、緊急輸送道路ネットワーク  

① 緊急交通路  

あらかじめ大規模災害発生時における緊急通行車両の通行を確保すべき道路（以下「緊急交通

路」という。）を選定して、重点的に道路、施設等の安全性を強化し、災害発生時における被害

の軽減及び的確かつ円滑な災害応急対策に資する。 

② 緊急輸送道路ネットワーク  

緊急交通路等を十分踏まえ、幹線的な道路並びにこれらの道路と防災拠点とを連絡する道路、

又は防災拠点を総合に連携する道路を選定し、安全性の強化に努めるものとする。 

２ 市の措置 

① 道路防災点検 

風水害等時における道路機能の確保のため、所管道路について、道路防災点検を実施し、対策

工事の必要箇所を指定して、道路の整備を推進する。  

ア 道路防災点検 

道路隣接法面の路面への崩落が予想される箇所及び路体崩壊が予想される箇所等を把握す

るため、「道路防災点検」を実施する。  

イ 道路の防災工事  

アの点検に基づき、道路の防災工事が必要な箇所について、工法決定のための測量、地質調

査、設計等を行いその対策工事を実施する。特に、緊急輸送道路の法面未対策箇所の整備につ

いて、計画的に推進する。  

② 道路啓開用資機材の整備  

事故車両、倒壊物、落下物等を排除して、緊急輸送路としての機能を確保できるよう道路啓開

用資機材の分散配備、増強に努めると共に、あらかじめ建設業者、団体との間で協定等を締結し、

道路啓開用資機材を整備しておくものとする。  

③ 除雪体制の整備  

積雪のため道路交通に支障をきたす恐れがある場合に、交通の確保を図るため除雪作業等の出

動体制を整備するものとする。 

④ 道路冠水対策  

市は、道路の冠水による事故を未然に防止するため、道路情報表示板等必要な施設の整備を図

るとともに、警察及び消防等との連携の下で、適切な道路管理に努めるものとする。 

第２ 鉄道施設  

１ 九州旅客鉄道株式会社  

① 防災訓練  
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事故、災害発生時に、適切な処置がとれるよう、防災訓練を適宜次のとおり実施する。  

ア 非常呼出訓練  

イ 避難誘導訓練  

ウ 消火訓練  

エ 脱線復旧訓練  

オ 関門トンネル防災訓練  

② 防災関係資材の点検整備  

救援車、車両台車緊締用品、照明用具、ジャッキ類等を常に整備し、完全な状態にしておく。 

③ 避難誘導体制等の周知 

ア 事故、災害発生時、駅においてはコンコース、改札口等旅客の見やすい旅客誘導上必要な情

報の内容を掲示するとともに、随時放送を行い情報の周知徹底を図る。 

イ 列車においては、乗客に速やかに不通の状況、その列車の運行状況、接続関係等について詳

しく案内するとともに、状況に応じて適切な誘導につとめる。 

④ 車両基地及び車両に対する浸水対策  

新幹線における車両及び重要施設の浸水被害軽減のため、車両避難計画に基づく、車両避難等

の措置を講ずるものとする。 

２ 日本貨物鉄道株式会社 九州支社  

① 防災訓練  

異常事態発生時に適切な処置がとれるよう、防災訓練を適宜、次のとおり実施する。  

ア 非常召集訓練  

イ 通報連絡訓練  

ウ 消火訓練  

エ 復旧訓練  

② 防災関係資材の点検整備  

ア 復旧資材（ジャッキ類、発電機及び照明器具等）、軌道及び電気関係の非常用資材は平素か

ら点検整備しておく。  

イ 重機械類については、関係企業等から緊急時に協力が得られるよう要請しておく。  

③ 避難誘導体制等の周知  

異常事態発生に伴い、住民等の避難が必要な場合は、警察及び消防に出動依頼できるよう連絡

体制の整備を行う。  
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第２章 市民等の防災力の向上 

第１節   市民が行う防災対策  

市民は、一人ひとりが｢自らの身の安全は自ら守る｣という防災の基本に基づき、自ら各種手段を講じ

るとともに、地域の防災活動に参加する等平常時から災害に対する備えを進める。 

市は、市民に対する防災意識の高揚を図る。 

第１  市民が行う主な防災対策  

１ 防災に関する知識の修得  

① 台風、大雨・洪水等の災害に関する基礎知識  

② 過去に発生した災害の被害状況  

③ 近隣の災害危険箇所の把握  

④ 災害時にとるべき行動（初期消火、警報・注意報発表時や避難指示等発表時の行動、避難方法、

指定避難所での行動、的確な情報収集等） 

⑤ 災害教訓の伝承  

２ 防災に関する家族会議の開催  

① 指定緊急避難場所・経路の事前確認  

② 非常持出品、備蓄品の選定  

③ 家族の安否確認方法（市防災メール、福岡県災害情報等配信システム「防災メール・まもるく

ん」、ＮＴＴの災害用伝言ダイヤル｢１７１｣や携帯電話の災害用伝言板の活用等）  

④ 災害時の役割分担（非常持出品の搬出、幼児や高齢者に対する責任等）等  

３ 非常用品等の準備、点検  

① 飲料水、食料、衣料品、医薬品、携帯ラジオ、懐中電灯等の非常持出品  

② ３日分相当の飲料水・食料・生活必需品、毛布等の非常備蓄品  

③ 消火用具、スコップ、大工道具等資機材の整備  

４ 住宅等の安全点検、補強の実施（屋根や鉢植え等の飛散防止、飛来物によるガラス飛散防止等） 

５ 応急手当方法の習得  

６ 市又は地域（自治会、自主防災組織等）で行う防災訓練、防災講演会等への積極的参加  

７ 地域（自治会、自主防災組織等）が行う、地域の相互協力体制の構築への協力等 

８ 愛護動物との同行避難や指定避難所での飼養に対する準備  

① 愛護動物に対する備え（逸走防止、所有者明示、健康管理としつけ、愛護動物の避難用品及び

備蓄） 

② 愛護動物との同行避難に対する備え（避難用品や備蓄品の準備、同行避難ルート確認）  

 

第２節  自主防災体制の整備  

災害時においては、地域住民、事業所等の自主的な初期防災活動が災害の拡大を防止するため、極め

て重要であるので、市は、地域住民、事業所等が迅速かつ的確な行動がとれるよう、地域住民による自

主防災体制の育成・指導を行い、協力体制の確立に努める。その際、多様な世代が参加できるような環

境の整備に努めるとともに、特に女性の参画の促進に努めるものとする。  

第１ 自主防災体制の整備方針  

１ 住民等は、大規模災害時に防災行政機関の活動が遅滞するような事態に対し、被害の防止・軽
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減を図るため、「自分の命は自分で守る」、「自分たちの地域は自分たちで守る」をスローガン

に、個人・家庭、地域、自主防災組織が平常時及び災害発生時のそれぞれの役割を自覚し、備え

を図るものとする。  

２ 市は、地域ごとの自主防災組織の設置及び育成に努め、地域住民が一致団結して、初期消火活

動や救出・救護活動の実施、指定避難所･避難ルート等の周知・安全確認、避難行動要支援者の避

難の誘導・安否確認等の防災活動が効果的に行われるよう協力体制の確立を図るなど、住民等の

自主防災意識の向上と自主防災体制の整備の促進に努めるものとする。  

第２ 自主防災体制の整備  

１ 組織  

自主防災に係る主な組織は、次のとおりである。  

① 自主防災組織  

自治会、町内会等で地域住民が自主的に組織し、設置するもの。  

② 施設、事業所等の防災組織  

多数の人が利用する施設及び危険物等を取扱う事業所において管理者が自主的に組織し、設置

するもの。  

③ 公共的団体等の防災組織  

女性（婦人）会、アマチュア無線協会等の公共的団体等が自主的に組織し、設置するもの。  

２ 活動内容  

自主防災組織による災害時の活動内容は、次のとおりとする。  

① 平常時の活動内容  

ア 自主防災組織の防災計画書の作成  

地域を守るために必要な対策及び自主防災組織構成員ごとの役割をあらかじめ防災計画書

などに定めておく。  

（ア）地域及びその周辺の危険が予想される箇所の点検及びその状況と対策に関すること。  

（イ）地域住民の任務分担に関すること。  

（ウ）防災訓練の時期、内容等及び市が行う訓練への積極的な参加に関すること。  

（エ）防災関係機関、組織本部、各班及び各世帯の体系的連絡方法、情報交換に関すること。  

（オ）出火防止、消火に関する役割、消火剤その他資器材の配置場所等の周知徹底、点検整備

に関すること。  

（カ）指定緊急避難場所、避難道路、避難指示等の伝達、誘導方法、避難時の携行物資に関す

ること。  

（キ）負傷者の救出、搬送方法、救護所の開設に関すること。  

（ク）救助用資器材の配置場所及び点検整備に関すること。  

（ケ）その他自主的な防災に関すること。  

イ 防災知識の普及  

正しい防災知識を一人ひとりが持つよう映画会、講演会、研究会、訓練その他あらゆる機会

を活用し、啓発を行う。  

主な啓発事項は、災害等の知識及び平常時における防災対策、災害時の心得、自主防災組織

が活動すべき内容、自主防災組織の構成員の役割等である。  

ウ 防災訓練の実施  

総合防災訓練、地域防災訓練、その他の訓練において、災害発生時の対応に関する事項を主

な内容とする防災訓練を実施する。この場合、他の地域の自主防災組織、職域の防災組織、市

等と有機的な連携をとるものとする。  

また、要配慮者に配慮した訓練の実施に努めるものとする。 
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（ア）情報の収集及び伝達の訓練  

防災関係機関から情報を正確かつ迅速に地域住民に伝達し、地域における被害状況等を

関係機関へ通報するための訓練を実施する。 

（イ）出火防止及び初期消火の訓練  

火災の拡大・延焼を防ぐため消防用器具を使用して消火に必要な技術等を習得する。 

（ウ）避難訓練  

避難の要領を熟知し、指定緊急避難場所まで迅速かつ安全に避難できるよう実施する。 

（エ）救出及び救護の訓練  

家屋の倒壊や崖崩れ等により下敷きとなった者の救出活動及び負傷者に対する応急手

当の方法等を習得する。負傷者を医療機関に搬送する場合に備え、地域ごとに災害時に利

用できる医療機関を把握する。 

（オ）炊き出し訓練  

災害時の電気や都市ガスなどのライフラインが寸断された状況の下、自ら炊出しができ

るよう実施する。 

（カ）災害図上訓練  

市の一定の区域内における図面を活用して、想定される災害に対し、地区の防災上の弱

点等を見いだし、それに対処する避難方法等を地域で検討し実践する、地元住民の立場に

立った図上訓練を実施する。 

（キ）その他の地域の特性に応じた必要な訓練 

エ 防災用資機材の整備・点検  

消火用資機材及び応急手当用医薬品等の防災用資機材の整備・点検 

オ 自主防災地図（防災マップ）の作成 

地域に内在する危険や、災害時に必要となる施設等を表わす地図を作成して掲示し、あるい

は各戸に配布することにより的確な防災計画書の作成を容易にするとともに、一人ひとりの防

災対応行動の敏活、的確化を図る。 

カ 地域内の他組織との連携 

地域内事業所の防災組織や地域におけるコミュニティ組織、民生委員・児童委員、身体障害

者相談員、福祉関係団体等と連携を密にし、総合的な自主防災活動の推進に努めるものとする。 

（ア）自主防災組織と昼間人口を構成する人々との連携の促進  

地域社会においては、居住地と従業地（勤労者の勤務地や学生の活動拠点等）とが異な

る住民も存在し、休日・夜間は居住地で生活を営み、平日・昼間は従業地で生活を営む住

民も少なくない。平日・昼間は従業地で生活を営む住民は、就業していることから比較的

体力がある若手や学生が多く、防災活動においては非常に貴重な戦力となりうる。 

そこで、このような昼間人口を構成する人々に対しても、従業地の自主防災組織は、防

災知識の普及、防災活動の体験の機会の提供などを実施し、災害時に従業地の自主防災組

織と安全に共に活動できるよう、ひいては居住地での自主防災組織活動にも協力できるよ

う啓発・研修等に努める。 

（イ）自主防災組織と地域コミュニティとの連携の促進  

地域社会においては、自治会や町内会の高齢化や組織率の低下、活動の鈍化等が進行し、

防災訓練や災害時の防災活動を行うとき、体力的に無理を強いることがある。一方、地域

社会では、自治会や町内会のみならず、小・中学校ＰＴＣＡ、スポーツ・文化クラブ、祭

り実行委員会、地域おこしグループ等のコミュニティも存在する。このようなコミュニテ

ィは比較的体力があり、地域に愛着のある者が多く、防災活動においては非常に貴重な戦
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力となりうる。 

そこで、このようなコミュニティに対しても、地域の自主防災組織とともに、防災知識

の普及、防災活動の体験の機会の提供などを実施し、災害時に自主防災組織活動に協力す

るよう、その際に安全に共に活動できるよう啓発・研修等に努める。 

② 災害発生時の活動内容  

ア 初期消火の実施  

家庭に対しては、火の元の始末など出火防止のための措置を講ずるように呼びかけるととも

に、火災が発生した場合、消火器、水バケツ、小型動力ポンプ等を活用し、隣近所が相互に協

力して初期消火に努める。  

イ 情報の収集・伝達  

地域内に発生した被害の状況を迅速かつ正確に把握して市等へ報告や、防災関係機関の提供

する情報を伝達して住民の不安を解消し、的確な応急活動の実施に努める。 

ウ 救出・救護の実施及び協力  

崖崩れ、建物の倒壊等により下敷きになった者が発生したときは、自らの安全を確保しつつ、

救出用資機材を使用して速やかに救出活動の実施に努める。また、自主防災組織をもってして

も救出できない者については、防災関係機関の活動に委ねることになるので、防災関係機関に

よる救出活動の円滑な実施に必要な情報の提供等を行う。さらに、負傷者に対しては応急手当

を実施するとともに、医師の介護を必要とする者があるときは救護所等へ搬送する。このため、

地域ごとに災害時に利用できる病院等医療機関を確認しておく。  

エ 避難の実施  

市長又は警察官等から避難指示等が出された場合には、住民に対して周知徹底を図り、迅速

かつ円滑に避難場所に誘導するとともに、自らも避難する。  

避難の実施に当たって、次の点に留意する。  

（ア）次のような危険がないかを確認しながら実施する。  

ａ 市街地 ······················· 火災、落下物、危険物  

ｂ 山間部、起伏の多いところ ····· 崖崩れ、地すべり  

（イ）円滑な避難行動がとれるよう、荷物は必要最小限度とする。  

（ウ）避難行動要支援者は、地域住民の協力のもとに避難させる。  

オ 炊き出し及び救助物資の分配に対する協力等  

被害の状況によっては、避難が長期間にわたり、被災者に対する炊き出しや救援物資の支給

が必要になってくる。これらの活動を円滑に行うためには、組織的な活動が不可欠であるため、

自主防災組織としても炊き出しを行うほか、市が実施する給水、救援物資の支給に協力する。 

３ 自主防災組織の育成・指導  

① 市の役割  

市は災害対策基本法第５条の規定に基づき、自主防災組織育成の主体として位置付けられてお

り、その組織化に積極的に取り組まなければならない。  

ア 市は自治会、町内会等に対する指導助言を積極的に行い、組織率の向上と実効ある自主防災

組織の育成に努める。その際、女性の参画の促進に努めるものとする。  

イ 市は県と協力し、自主防災組織のリーダー等を育成するために、研修会等を開催し、地域に

おける自主防災活動の推進を図る。  

ウ 自主防災組織の円滑な活動を期するため、防災資機材の配備について考慮する。  

エ 市は、災害時において、自主防災組織の活動が的確に行えるよう、災害に関する情報の伝達、

協力要請、活動指導等について必要な措置を講じる。  

オ 自主防災組織の好事例を集め、管内で広報するとともに、連絡・実働体制が整っているか、
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避難行動要支援者を的確に把握しているか、必要な防災資機材を確保しているか、指定緊急避

難場所・避難経路を的確に把握しているか及び日頃の防災活動等を考慮して、優秀な自主防災

組織の表彰をおこない自主防災組織の育成・指導に資するよう努める。 

カ 地域防災計画に地区防災計画を位置付けるよう市町村内の一定の地区内の住民及び当該地

区に事業所を有する事業者から提案を受け、必要があると認めるときは、地域防災計画に地区

防災計画を定めるものとする。必要がないと判断した場合は、遅滞なく、その旨及びその理由

を、当該計画提案をした住民等に通知しなければならない。 

キ また、個別避難計画が作成されている避難行動要支援者が居住する地区において、地区防災

計画を定める場合は、地域全体での避難が円滑に行われるよう、個別避難計画で定められた内

容を前提とした避難支援の役割分担及び支援内容を整理し、両計画の整合が図られるよう努め

るものとする。なお、訓練等により、両計画の一体的な運用が図られるよう努めるものとする。 

４ 自主防災組織活動の促進と消防団との連携  

市は、自主防災組織に対して適切な指導を行うとともに、消防団と自主防災組織との連携を通じ

て、自主防災組織の訓練その他の活動の充実が図られるよう努めるとともに、消防団が自主防災組

識の訓練に参加して資機材の取扱いの指導を行ったり、消防団経験者が自主防災組識の役員に就任

したりするなど、組識同士の連携や人的な交流等を積極的に図るように努める。 

また、市は、自主防災組織の教育訓練において消防団が指導的役割を担うための措置を講ずるよ

う努めるものとする。 

５ 水防団、水防協力団体の育成強化  

市は、ＮＰＯ、民間企業、自治会等多様な主体を水防協力団体として指定することで水防活動の

担い手を確保し、その育成、強化を図るものとする。 

６ 一定の地区内における住民と事業所が共同した自発的な防災活動の推進  

市内の一定の地区内の住民及び当該地区に事業所を有する事業者は、当該地区における防災力の

向上を図るため、共同して、防災訓練の実施、物資等の備蓄、高齢者等の避難支援体制の構築等自

発的な防災活動の推進に努めるものとする。この際、必要に応じ、当該地区における自発的な防災

活動に関する計画を作成し、これを地区防災計画の素案として市防災会議に提案するなど、市と連

携して防災活動を行うこととする。 

なお、素案の提案は、その内容が地域防災計画に抵触するものでない場合に、提案者全員の氏名

及び住所（法人にあっては、その名称及び主たる事務所の所在地）を記載した提案書に、当該計画

の素案、計画案を行うことができる者であることを証する書類（防災訓練のための交通の禁止又は

制限に係る標示の様式等）を添えて行うものとする。当該素案が地域防災計画の地区防災計画に定

められた場合は、当該地区防災計画に関する住民等は、当該地区防災計画に従い、防災活動を実施

するよう努めなければならない。 

 

第３節  企業等防災対策の促進  

第１ 目的  

企業等は災害時に果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地域貢献、地域と

の共生）を十分に認識し、事業継続計画（ＢＣＰ）を策定するよう努めるとともに、自ら防災組織を

結成するなどして、地域と連携した防災の取り組みを実施し、地域防災力の向上に寄与する。 

第２ 企業等の役割  

企業等は、直接の防災関係機関ではないが、災害時の果たす役割を十分に認識し、各企業等におい

て災害時に重要業務を継続するための事業継続計画を策定するよう努めるとともに、防災体制の整備、
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防災訓練の実施、事業所の耐震化・耐浪化、予想被害からの復旧計画策定、各計画の点検・見直し、

燃料・電力等の重要なライフラインの供給不足への対応、取引先とのサプライチェーンの確保等の事

業継続上の取組みを継続的に実施するなどの防災活動の推進に努めるものとする。  

１ 災害時の企業等の事業継続の必要性  

災害の多いわが国では、市はもちろん、企業、市民が協力して災害に強いまちを作ることは、被

害軽減につながり、社会秩序の維持と市民福祉の確保に大きく寄与するものである。  

特に、経済の国際化が進み企業活動の停止が世界的に影響を及ぼしかねない状況下では、企業等

も、災害時に事業が継続でき、かつ、重要業務の操業レベルを早急に災害前に近づけられるよう、

事前の備えを行う必要がある。  

また、被災地の雇用や供給者から消費者までの流通過程における企業等のつながりを確保するう

えでも「災害に強い企業」が望まれる。  

２ 事業継続計画の策定  

企業等は、会社の事業を継続するために重要業務を目標復旧時間までに回復させるよう事業継続

計画の策定に努める。なお、計画の策定の際は、「民間と市場の力を活かした防災力向上に関する

専門調査会」（内閣府）が示した「事業継続ガイドライン第三版（平成２５年８月）」等を参考と

して、地域の実情に応じて計画策定に努めるものとする。  

３ 事業継続マネジメント（ＢＣＭ）の取組  

防災体制の整備、防災訓練の実施、事業所の耐震化・耐浪化、予想被害からの復旧計画策定、各

計画の点検・見直し、燃料・電力等の重要なライフラインの供給不足への対応、取引先とのサプラ

イチェーンの確保等の事業継続上の取組を継続的に実施するなど事業継続マネジメント（ＢＣＭ）

の取組を通じて、防災活動の推進に努めるものとする。特に、食料、飲料水、生活必需品を提供す

る事業者や医療機関など災害応急対策等に係る業務に従事する企業等は、市が実施する企業等との

協定の締結や防災訓練の実施等の防災施策の実施に協力するよう努めるものとする。 

第３ 企業等の防災組織  

企業等は、従業員、利用者等の安全を守るとともに、地域における災害が拡大することのないよう

的確な防災活動を行う必要がある。特に、大規模な災害が発生した場合には、行政や市民のみならず、

企業等における組織的な応急活動が災害の拡大を防ぐ上で重要である。このため、企業等は、自衛消

防組織等を編成し、関係地域の自主防災組織と連携を図りながら、地域の安全の確保に積極的に努め

る。  

また、企業等は豪雨や暴風などで屋外移動が危険な状況であるときに従業員等が屋外を移動するこ

とのないよう、避難を実施する場合における混雑・混乱等を防ぐため、テレワークの実施、時差出勤、

計画的休業など不要不急の外出を控えさせるための適切な措置を講ずるよう努めるものとする。 

企業等における防災対策及び防災活動は、おおむね次の事項について、それぞれの実情に応じて行

う。  

１ 防災訓練  

２ 従業員等の防災教育  

３ 情報の収集・伝達体制の確立  

４ 火災その他災害予防対策  

５ 避難対策の確立  

６ 応急救護  

７ 飲料水、食料、生活必需品など災害時に必要な物資の確保（従業員の３日分以上が目安となる） 

８ 施設耐震化の推進  

９ システムの多重化・高度化、ハード施設の耐震化など災害時における情報システムの保全 

１０ 施設の地域避難所としての提供  
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１１ 地元消防団との連携・協力  

１２ 要配慮者利用施設の所有者又は管理者においては、地震・津波等の自然災害からの避難を含む

非常災害に関する計画の作成 

第４ 市の措置  

１ 防災訓練  

市は、防災訓練等の機会をとらえ企業等に対し、訓練への参加等を呼びかける。  

 

２ 事業継続計画（ＢＣＰ）及び事業継続マネジメント（ＢＣＭ）の普及啓発 

市は、企業等に対して、関係団体と緊密に連携し、企業等の事業継続計画及び事業継続マネジメ

ント構築支援に努める。  

３ 事業所との消防団活動協力体制の構築  

市は、「消防団協力事業所表示制度」等を活用し、事業所との消防団活動協力体制の構築を図る。 

なお、制度の円滑な運用を行うため、消防庁が示した「消防団協力事業所に関する要綱」等を参

考にして、地域の実情に適した消防団協力事業所の要綱を定める。  

※ 消防団協力事業所表示制度－消防団に対して事業所が、市町村等の定める協力を行ってい

る場合に、事業所の申請又は市等の推薦により、「消防団協力事業所表示制度」表示マークを

掲示することができる制度。  

４ 企業の防災に係る取り組みの評価  

市は、企業の防災に係る取り組みについて、優良企業表彰等により、企業の防災力向上に努める。 

５ 金融的支援 

第４編「災害復旧・復興計画」第４章「経済復興の支援」第１節「金融措置」により、支援を行

うものとする。 

６ 商工会等との連携 

市は、あらかじめ商工会等との連携体制を構築するなど、災害発生時に中小企業等の被害状況を

迅速かつ適切に把握できる体制の整備に努めるものとする。 

 

第４節  防災知識の普及 

災害に強いまちづくりを推進するため、市及び防災関係機関等は、職員に対し防災教育を行うととも

に、相互に密接な連携を保ち単独又は共同して、公民館等の社会教育施設を活用するなど、地域コミュ

ニティにおける多様な主体の関わりの中で防災に関する知識の普及を推進する。 

第１ 市民等に対する防災知識の普及  

市、自主防災組織及び防災関係機関は、市民に対し、過去に発生した災害被害などを示しながらそ

の危険性を周知させるとともに、災害発生時に市民が的確な判断に基づき行動できるよう、防災に関

する知識の普及啓発を図るものとし、市及び防災関係機関は、住民等の防災意識の向上及び防災対策

に係る地域の合意形成の促進のため、自然災害によるリスク情報の基盤となる防災地理情報を整備す

るとともに、専門家（風水害においては気象防災アドバイザー等）の知見も活用しながら、気候変動

の影響も踏まえた防災に関する様々な動向や各種データを分かりやすく発信する。また、災害による

人的被害を軽減する方策は、住民等の避難行動が基本となることを踏まえ、警報等や避難指示等の意

味と内容の説明など、啓発活動を住民等に対して行うものとする。その際には、要配慮者への対応や

被災時における多様な性のニーズにも留意する。 

市は、災害発生後に、指定避難所や仮設住宅、ボランティアの活動場所等において、被災者や支援

者の中から性暴力・ＤＶの被害者も加害者も出さないよう、「暴力は許されない」意識の普及、徹底
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を図るものとする。 

また、防災気象情報や避難に関する情報等の防災情報を災害の切迫度に応じて、５段階の警戒レベ

ルにより提供すること等を通して、受け手側が情報の意味を直感的に理解できるような取組を推進す

る。 

さらに、教育機関、民間団体等との密接な連携の下、ハザードマップや防災に関するテキスト、マ

ニュアルの配布、有識者による研修や講演会、実地研修の開催等により、防災教育を行うものとする。 

なお、ハザードマップ等の活用に際しては、居住する地域の災害リスクや住宅の条件等を考慮した

うえでとるべき行動や適切な避難先を判断できるよう周知に努めるとともに、安全な場所にいる人ま

で避難場所に行く必要がないこと、避難先として安全な親戚・知人宅等も選択肢としてあること、警

戒レベル４で「危険な場所から全員避難」すべきこと、自分は災害に遭わないという思い込み（正常

性バイアス）に惑わされないこと等の避難に関する情報の意味の理解の促進に努めるものとする。 

１ 一般啓発  

① 啓発の内容  

ア 災害に関する基礎知識や、５段階の災害警戒レベル、災害発生時、警報等発表時、避難指示、

高齢者等避難の発令時に具体的にとるべき行動に関する知識  

イ 過去に発生した災害被害に関する知識  

ウ 備蓄に関する知識  

（ア）最低３日分、推奨１週間分の食料、飲料水、携帯トイレ、簡易トイレ、トイレットペー

パー等の備蓄  

（イ）非常持出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）の準備  

エ 住宅等における防災対策に関する知識  

（ア）住宅の補強、防火に関する知識  

（イ）負傷の防止や避難路の確保の観点からの家屋内のタンス、食器棚、本棚、テレビ、冷蔵

庫等の転倒防止、棚上の物の落下やブロック塀の転倒による事故の防止、ガラスの飛散防

止、火災予防等の家庭における防災対策に関する知識  

オ 飼い主による家庭動物との同行避難や指定避難所での飼養についての準備 

カ 保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え 

キ 様々な条件下（家屋内、路上、自動車運転中など）で災害が発生し、または発生するおそれ

がある場合にとるべき行動  

ク 土砂災害警戒区域、浸水想定区域等に関する知識  

ケ 緊急地震速報、津波警報等、防災気象情報、避難指示等に関する知識 

コ 避難行動への負担感、過去の被災経験等を基準にした災害に対する危険性の認識、正常性バ

イアス等を克服し、避難行動を取るべきタイミングを逸することなく適切な行動をとること 

サ 指定緊急避難場所、安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等の避難場所、避難経路等の確認  

シ 避難生活に関する知識  

ス 広域避難の実効性を確保するための、通常の避難との相違点を含めた広域避難の考え方 

セ 応急手当方法等に関する知識  

ソ 早期自主避難の重要性に関する知識  

タ コミュニティ活動及び自主防災組織の活動に関する知識  

チ 災害時の家族内の連絡体制等（連絡方法や避難ルールの取決め等）の事前確認  

ツ 災害情報の正確な入手方法 

テ 要配慮者への配慮 

ト 災害時における風評による人権侵害を防止するための知識 

ナ 出火の防止及び初期消火の心得 
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ニ 水道、電力、ガス、電話などの地震災害時の心得 

ヌ 被災地支援に関する知識（小口・混載の支援物資を送ることは被災地方公共団体の負担にな

ること等） 

ネ 家屋が被災した際に、片付けや修理の前に、家屋の内外の写真を撮影するなど、生活の再建

に資する行動 

ノ その他の必要な事項  

② 啓発の方法  

ア テレビ、ラジオ及び新聞等の活用  

イ 広報誌、パンフレット、ポスター等の利用  

ウ 映画、ビデオテープ等の利用  

エ 各種相談窓口の設置  

オ 防災士を通じた啓発  

カ 講演会、講習会の実施  

キ 防災訓練の実施  

ク インターネット（ホームページ）の活用  

ケ 各種ハザードマップ等の利用  

コ 広報車の巡回による普及  

サ 市街地における想定浸水深等の表示（標識の設置）  

※ 防災士－社会の様々な場で防災力を高める活動を行うための十分な意識・知識・技能

修得したことを、特定非営利活動法人日本防災士機構が認証した者。  

２ 社会教育を通じての普及  

社会教育においては、ＰＴＣＡ、成人学級、社会学級、青年団体、女性（婦人）団体等の会合及

び各種研修会、集会等を通じて防災に関する知識の普及・啓発を図り、各団体の構成員がそれぞれ

の立場から地域の防災に寄与する意識を高める。  

① 啓発の内容  

市民に対する一般啓発に準ずるほか、各団体の性格等に合わせた内容とする。  

３ 学校教育を通じての普及  

学校教育の中での防災教育は、地域の災害リスクに基づいた防災教育を多数の人々を対象に、体

系的かつ継続的に実施しうる条件を最も有している。そのため、幼稚園から大学まで一貫した方針

のもとに防災教育が実施された場合、大きな効果をあげる可能性がある。  

このことを念頭に、児童・生徒等、教職員及び保護者に対して、学校における教育活動の機会（防

災訓練、防災関係行事、教科指導、課外活動、授業参観等）を通じて、学校等の種別、立地条件及

び児童生徒等の発達段階などの実態に応じて、災害に関する基礎的知識や災害から身を守るための

知識・方法を中心にした啓発を行う。 

また、市は、学校における体系的な防災教育に関する指導内容の整理、防災教育のための指導時

間の確保など、防災に関する教育の充実に努めるものとする。また、学校において、外部の専門家

や保護者等の協力の下、防災に関する計画やマニュアルの策定が行われるよう促すものとする。  

第２ 児童・生徒に対する防災教育 

学校の教育活動全体を通じて、児童生徒が、発達段階に応じて知識を習得するとともに、体験的な

活動を通して、自らの判断で行動する態度や能力を育成する防災教育を推進する。 

１ 防災に関する知識の習得  

① 学習指導要領に基づく、各教科、総合的な学習の時間及び特別活動等を通じた学習指導の充実 

② 自然災害の発生メカニズム、応急手当等、基本的な知識に関する指導の充実 

③ 先進事例や地域の特性を踏まえた学習指導の充実 
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２ 周囲の状況に応じ、安全に行動する態度や能力の育成 

① 日頃から、身の回りに潜む危険を認識し、回避する能力の育成 

② 災害時に、想定にとらわれず、自らの命を守り抜くために最善を尽くす避難訓練等の体験的な

活動の実施  

③ ボランティア活動等を通した安全で安心な社会づくりに進んで貢献する態度の育成 

３ 防災管理・組織活動の充実・徹底 

① 校長を中心とした防災教育推進委員会等の設置 

② 教職員研修の充実 

③ 自然災害に係る学校安全計画や危険等発生時対処要領（危機管理マニュアル）の充実 

④ 家庭、地域、関係機関と連携した推進体制の構築 

第３ 職員に対する防災教育  

市及び防災関係機関は、平常時の的確な防災対策の推進と災害時における適正な判断力を養い、各

機関における防災活動の円滑な実施を期すため、次により防災教育の普及徹底を図る。 

また、市及び防災関係機関は、応急対策全般への対応力を高めるため、大学の防災に関する講座等

との連携、専門家（風水害においては気象防災アドバイザー等）の知見の活用等により、人材育成を

体系的に図る仕組みを構築するとともに、緊急時に外部の専門家等の意見・支援を活用できるような

仕組みを平常時から構築することに努めるものとする。  

１ 教育の方法  

以下に示す方法等により防災教育を行う。  

① 新任研修  

通常の新任職員研修の一項目として行う。 

② 職場研修   

各職場では、防災訓練等にあわせて以下の項目に重点を置いた研修を実施する。  

ア 各職場の災害予防事務及び応急対策事務の確認 

イ 各職場の初動時の活動要領の確認 

③ 研修会、講習会、講演会等の実施  

④ 見学、現地調査等の実施  

⑤ 防災活動手引等印刷物の配布  

２ 教育の内容  

① 災害に関する知識  

ア 災害種別ごとの特性、災害発生原因についての知識  

イ 当該地域の災害特性、災害別・地域別危険度  

ウ 過去の主な被害事例  

② 地域防災計画及び各機関の防災体制と各自の任務分担  

③ 職員として果たすべき役割（任務分担）  

④ 初動時の活動要領（職員の動員体制、情報収集伝達要領、無線取扱い要領等）  

⑤ 防災知識と技術  

⑥ 防災関係法令の運用  

⑦ その他の必要な事項  

第４ 防災上重要な施設の管理者等の教育  

防災上重要な施設の管理者に対し、防災教育を実施し、その資質の向上を図るとともに、特に、消

防訓練等を通じて、出火防止、初期消火及び避難等、災害時における行動力、指導力を養い、緊急時

に対処しうる自主防災体制の強化を図る。 
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また、学校、行政関連施設等の応急対策上重要な施設や地下街、劇場・駅等不特定多数の者が使用

する施設、要配慮者利用施設の管理者については、浸水経路や浸水形態の把握等を行い、これらの結

果を踏まえ、浸水等風水害に対する安全性の確保に特に配慮するものとする。  

１ 指導の方法  

① 防災上重要な施設の管理者等に対し、技能講習を含む講習会を実施し、事業所等の災害時にお

ける防災体制を強化する。  

② 事業所独自、あるいは、地域単位での随時訓練、講習会等を通じて災害時における行動力を強

化する。  

③ 防災上重要な施設の管理者等の自主的研究会、連絡等を通じて防災知識及び防災思想を普及す

る。  

④ 災害時における出火防止、初期消火及び避難誘導等必要事項を盛り込んだ防災指導書、パンフ

レット等を配布する。  

２ 指導の内容  

① 地域防災計画及びこれに伴う各機関の防災体制と事業所等の自主防災体制  

② 災害の特性及び過去の主な被害事例等  

③ 危険物施設等の位置、構造及び設備の保安管理  

④ パニック防止のための緊急放送等の体制準備  

⑤ 出火防止及び初期消火等の災害時における行動体制  

第５ 防災知識の普及に際しての留意点等  

市は、防災週間、水防月間、土砂災害防止月間、山地災害防止キャンペーン等を通じ、各種講習会、

イベント等を開催し、水防、土砂災害、二次災害防止、大規模広域避難に関する総合的な防災知識の

普及を実施するものとする。  

防災知識の普及の際には、要配慮者や子育て中の親子等にも十分配慮し、地域において要配慮者を

支援する体制が整備されるよう努めるとともに、被災時における多様な性のニーズに十分配慮するよ

う努めるものとする。  

また、市は、防災（防災・減災への取組実施機関）と福祉（地域包括支援センター・ケアマネジャ

ー）の連携により、高齢者に対し、適切な避難行動に関する理解の促進を図るものとする。 

第６ 防災意識調査  

住民の防災意識を把握するためアンケート調査、及び行政モニターからの意見聴取等の防災意識調

査を必要に応じて実施する。  

第７ 災害教訓の伝承  

市は、過去に起こった大災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、大災害に関する調

査分析結果や映像を含めた各種資料をアーカイブとして広く収集・整理し、適切に保存するとともに、

広く一般の人々が閲覧・情報発信・共有できるよう公開に努めるものとする。また、災害に関する石

碑やモニュメント等の持つ意味を正しく後世に伝えていくよう努めるものとする。 

また、住民は、自ら災害教訓の伝承に努めるものとする。市は、災害教訓の伝承の重要性について

啓発を行うほか、大規模災害に関する調査分析結果や映像を含めた各種資料の収集・保存・公開等に

より、住民が災害教訓を伝承する取組を支援するものとする。 

 

第５節  防災訓練の充実  

市及び防災関係機関は、地域防災計画、防災業務計画等の習熟、関係機関の連携体制の強化及び住民

の防災思想の高揚を図ることを目的に、関係機関等の参加と住民その他関係団体及び要配慮者も含めた
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地域住民等とも連携した各種災害に関する訓練を継続的に実施するものとする。  

第１ 総合防災訓練  

市は、災害時の防災体制の万全を期するため、自衛隊をはじめ防災関係機関及び住民の協力を得て

大雨等による災害を想定し、情報の収集・伝達、災害対策本部設置、被災地偵察、避難誘導、救出救

助、医療救護、火災消火、交通規制、救援物資の輸送、給水給食等の各訓練を総合的に実施する。  

また、実施にあたっては、学校、水防協力団体、自主防災組織、非常通信協議会、民間企業、ボラ

ンティア団体及び地域住民等の地域に関係する多様な主体と連携を図るとともに、要配慮者に十分配

慮するものとする。  

第２ 各種訓練  

１ 応急対策計画確認訓練  

応急対策計画の実効性の確認を主眼とした訓練を実施するものとする。なお、訓練は以下の要領

で実施するものとする。  

① 市及び関係機関は、応急対策の流れ、情報連絡系統（連絡窓口）等の確認を行う。また、協定

締結先機関の協力を得て、協定内容とその実効性、協定先担当者、要請手続等の確認を行う。 

② 市は、災害対策本部の運営を円滑に行うため、図上訓練を実施する。 

③ 訓練形態としては、個人単位でのイメージトレーニング（個人において災害対応の初動時から

の活動をイメージし、その活動を遂行する上でのポイントや問題点を整理する訓練）、課単位で

の図上演習、関係機関・団体の協力を得て実施する災害対策本部図上訓練等種々考えられる 

④ 市は地域における防災力の向上を図るため、住民を対象とした図上訓練を実施する。 

２ 組織動員訓練  

市は、災害時における災害対策の万全を期するため、職員動員訓練等を実施する。  

３ 非常通信訓練  

市及び関係機関は、災害時において、有線通信系が不通となり、又は利用することが著しく困難

な場合に、無線通信系における通信の円滑な運用を図るため、非常通信に関する訓練を実施する。 

４ 水防訓練 

水防管理団体は、水防活動の円滑な遂行を図るため、水防警報及び洪水予報等の情報伝達、海面

監視、防潮扉等操作、水位雨量観測、水防団等の動員、水防資機材等の輸送、水防工法、水門等の

操作、避難等の訓練を実施する。 

５ 消防訓練  

市及び消防機関は、災害時における災害規模、災害事象に応じた消防計画の習熟を図り、突発的

な災害に対処できるようにするため、非常召集、通信連絡、火災防御技術、救助等の訓練を実施す

る。  

６ 医療救護訓練  

災害発生直後の医療救護活動が実効あるものとして機能するように、日頃から実践に即した訓練

等を実施する。その方法としては、具体的災害設定を行い、災害発生直後の医療情報の通報・収集

や要請・指令に基づく医療救護班の緊急出動、傷病度合による選別等や症例に応じた応急医療・広

域搬送など、机上訓練を含め、実際に即した医療救護訓練を実施する。  

医療機関は、自ら被災することを想定して災害対策マニュアルを作成するとともに業務継続計画

の作成に努めるものとする。 

また、作成したマニュアルに基づく自主訓練の実施に努めるものとする。  

災害医療統率者等を対象とした研修、講習会については、基幹災害拠点病院において実施する。 

７ 要配慮者利用施設、大規模工場等の訓練 

地域防災計画に名称及び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、避難誘導
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等の訓練の実施に努めるものとする。 

地域防災計画に名称及び所在地を定められた大規模工場等の所有者又は管理者は、洪水時の浸水

防止に関する計画に基づき、浸水防止活動等の訓練の実施に努めるものとする。災害医療統率者等

を対象とした研修、講習会については、基幹災害拠点病院において実施する。 

８ その他の訓練  

防災関係機関は、単独又は共同で、避難誘導、救出救助、災害情報の収集・伝達及び災害装備資

機材習熟訓練等災害活動に必要な訓練を実施する。  

第３ 住民の訓練  

市及び防災関係機関は、自主防災組織等住民の防災行動力の向上を資するため、住民を主体とした

次の訓練に対し、資機材の貸与、助言者の派遣等により積極的に援助する。訓練の実施にあたっては

要配慮者も積極的に参加する。  

１ 出火防止訓練  

２ 初期消火訓練  

３ 避難訓練  

４ 応急救護訓練  

５ 災害図上訓練  

６ 情報の収集及び伝達の訓練 

７ 炊き出し訓練 

８ その他の地域の特性に応じた必要な訓練  

第４ 防災訓練に際しての留意点等  

市は、防災週間、水防月間、土砂災害防止月間、山地災害防止キャンペーン等を通じ、積極的かつ

継続的に防災訓練を実施するものとする。  

また、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、関係機関と連携して、実践型の防災

訓練を実施するよう努めるものとする。 

市は、地域の災害リスクに基づいた定期的な防災訓練を、夜間等様々な条件に配慮し、居住地、職

場、学校等においてきめ細かく実施又は行うよう指導し、災害が発生し、又は発生するおそれがある

場合の住民の避難行動、基本的な防災用資機材の操作方法等の習熟を図るものとする。また、新型コ

ロナウイルス感染症を含む感染症の拡大のおそれがある状況下での災害対応に備え、感染症対策に配

慮した避難所開設・運営訓練を積極的に実施するものとする。  

訓練を行うに当たっては、訓練の目的を具体的に設定した上で、被害の想定を明らかにするととも

に、訓練参加者、使用する器材及び実施時間等の訓練環境などについて具体的な設定を行い、参加者

自身の判断も求められる内容を盛り込むなど実践的なものとなるよう工夫するものとする。また、災

害対応業務に習熟するための訓練に加え、課題を発見するための訓練の実施にも努めるものとする。

訓練後には評価を行い、訓練成果を取りまとめ、課題等を明らかにし、必要に応じ体制等の改善を行

うとともに、次回の訓練に反映させるよう努めるものとする。 

さらに、訓練の際には、避難行動要支援者の多様なニーズに十分配慮し、地域において避難行動要

支援者を支援する体制が整備されるよう努めるとともに、被災時における多様な性のニーズに十分配

慮するよう努めるものとする。 

また、避難訓練を行う場合には、災害遭遇時の人間の心理、すなわち、災害に直面した場合に避難

することを躊躇することが多いという心理特性も意識するように努める。避難行動を開始するには、

その心理特性を理性的に取り払って避難を開始する必要があることを住民に理解させ、避難を率先し

て行う者をあらかじめ指名するなど、避難行動を早期に開始し他の住民も後に続くような方策を考慮

するよう努めるものとする。  
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第５ 訓練準備段階での課題及び訓練結果の地域防災計画等への反映  

防災訓練を準備する過程で把握された問題点や課題、訓練を通じて得られた教訓・課題を訓練終了

後整理し、その結果を地域防災計画の改正や次回訓練の際に有効に活用するものとする。  

 

第６節  市民の心得 

近年の災害の経験を踏まえ、市民は、「自らの身の安全は自らが守る」ことが基本であるとの自覚を

持ち、平常時より災害に対する備えを心がけるとともに、災害時には自らの身の安全を守るよう行動す

ることが重要である。 

災害発生時に、市民は、家庭または職場等において、個人または共同で、人命の安全を第一として混

乱の防止に留意しつつ、災害による被害の発生を最小限にとどめるために必要な措置をとるものとする。 

第１ 家庭における心得  

１ 平常時の心得 

① 家の中の安全な場所、非常用持出袋の配置位置、地域の指定緊急避難場所・避難経路及び家族

の集合場所や連絡方法を確認する。 

② 自分の住まいの周辺や避難経路に、氾濫の危険のある河川や水路、急傾斜地やひび割れのある

斜面又は裂け目がある崖など危険な箇所がないか、ハザードマップや現地確認等で事前に把握す

る。 

③ 飲料水、非常用食料、救急用品、非常持出用品を準備する。 

④ 地域の防災訓練に進んで参加する。 

⑤ 隣近所と災害時の協力について話し合う。 

⑥ 浸水の可能性があるところでは、高いところへ貴重品を移動する。 

２ 大雨・台風等風水害発生時の心得 

① 外出は必要最低限とする。 

風水害時に田畑の確認、屋根の修理等を行っていて被災する事例（特に高齢者）が多発してい

るため、風水害発生時の外出は最低限とする。 

② 危険を感じたら、あるいは避難指示等が発令されたらすぐに避難する。 

「これくらいの雨なら大丈夫」と思っているうちに、避難できなくなるため、近所の様子見を

せず、率先して避難する。 

③ 緊急安全確保の指示が発令された場合や避難が危険と判断される場合は、高所への移動、近傍

の堅固な建物への退避、屋内の屋外に面する開口部から離れた場所での待避など、安全を確保し

つつ、救援を呼び、救助を待つ。 

緊急安全確保の指示が発令された場合、水深や水の流れの速さをみて避難が危険と判断される

場合、腰まで水につかる場合、夜間などには、無理せず建物の二階以上（できれば鉄筋コンクリ

ートなど堅固な建物）のできるだけ崖や斜面から離れた部屋など高い所や近傍の堅固な建物など

に避難し、救援を呼び救助を待つ。 

④ 乳幼児など自力での安全確保が困難な子どもとはぐれないようにする。 

乳幼児など自力での安全確保が困難な子どもとはぐれないように、おんぶ紐で子どもを背負う

など工夫するとともに、子どもから目を離さないよう細心の注意を払う。 

⑤ 避難の際は、長い杖を携行し、ひもでしめられる運動靴で避難する。 

裸足、長靴は歩行に支障が出るため、ひもでしめられる運動靴をはき、長い棒を杖がわりにし

て、安全を確認しながら避難する。 

 

⑥ 避難したら安全が確認できるまで帰らない。 
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家に忘れ物を取りに帰り、道中で被災するケースもあることから、避難したら安全が確認され

るまで帰らないようにする。 

⑦ 車での避難には注意する。 

車は浸水すると、水圧でドアが開かなくなったり、パワーウインドーが動かなくなったりして

脱出不能になる可能性があり、危険なため、注意して使用する。危険と判断したら使用しない。 

⑧ 情報取集を怠らない。 

雨が強くなってきたら、気象情報、雨量情報、河川水位情報、避難情報に注意する。 

⑨ お年寄りや子供、乳幼児、身体の不自由な人などが安全に避難できるよう声をかけて協力する。 

３ 竜巻災害発生時の心得 

① 屋内では、部屋の１階に移動するとともに、窓やシャッターなどを閉める。 

※ 但し、部屋の隅やドア、外壁からは離れ、中心部に近い所に移動する。 

② 屋外では、近くの丈夫な建物に避難するか、無い場合は近くの水路やくぼみに身を伏せて両腕

で頭と首を守る。 

※ 但し、物置や車庫及び橋の下などは危険である。 

４ 土砂災害発生時の心得 

① 土砂災害は、突然発生し、逃げる余裕がないことが多いことから、避難指示等の発令前でも、

前兆現象（前触れ）に気づいたら、早めに避難する。  

ア 土石流の前触れ 

・山鳴りがする。 

・川が濁り、流木が混ざり始める。 

・雨が降り続いているのに、川の水位が下がる。 

イ 地すべりの前触れ 

・地面がひび割れたり、陥没する。 

・擁壁や家にひびが入ったり、電柱や樹木が傾く。 

・家の戸が開かなくなる。 

・沢や井戸の水が濁ったり、減少する。 

ウ がけ崩れの前触れ 

・がけから小石がぱらぱら落ちてくる。 

・がけに割れ目ができる。 

・がけから濁った水がわき出る。 

・わき水が濁る。 

② 土砂災害が迫って逃げる際には、流れに直角に避難する。  

土砂災害が迫って逃げる際には、土石流はスピードが速いため、流れを背にして逃げるのでは

なく、直角に逃げる。 

５ 外出時の心得 

河川上流付近が大雨で急な下流で急に増水するケースもある。特に河川敷や海岸でレジャーを楽

しんでいるときは、天候の変化に留意し、雷が鳴ったり雨が降り始めたりしたら、急いで安全な場

所に移動する。 

第２ 職場における心得 

１ 平常時の心得 

① 消防計画、予防規程などを整備し、各自の役割分担を明確にすること。 

② 消防計画により避難訓練を実施すること。 

③ とりあえず身を置く場所を確保し、ロッカー等重量物の転倒防止措置をとること。 

④ 重要書類等の非常持出品を確認すること。 
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⑤ 不特定かつ多数の者が出入りする職場では、入場者の安全確保を第一に考えること。 

２ 災害発生時の心得 

無理に帰宅行動をとらず、状況に応じて職場にとどまることも検討する。 
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第３章 効果的な応急活動のための事前対策  

第１節  広域応援・受援体制の整備  

大規模災害時における応急対策をより迅速・的確に実施するためには、広域的な支援・協力体制が不

可欠であることから、各関係機関において相互応援の協定を締結する等、連携強化を進めることにより、

平常時より体制を整備し、災害発生時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策が行えるように努める

ものとする。 

市は、必要な場合、関係指定地方行政機関又は関係指定公共機関に対し、職員の派遣を要請するもの

とする。 

市は、県への応援要請が迅速に行えるよう、あらかじめ都道府県と要請の手順、連絡調整窓口、連絡

の方法を取り決めておくとともに、連絡先の共有を徹底しておくなど、実効性の確保に努め、必要な準

備を整えておくものとする。 

市は職員を派遣する場合、地域や災害の特性等を考慮した職員の選定に努めるものとする。また、被

災市町村に赴いた際には、災害対応の進捗状況等を的確に把握するとともに、その状況に応じて、被災

市町村から積極的に人的支援ニーズを把握し、関係省庁及び都道府県との情報共有を図り、必要な職員

の応援が迅速に行われるよう努めるものとする。 

市は、災害時に自らのみでは迅速かつ十分な対応が困難な場合に、他の地方公共団体からの物資の提

供、人員の派遣、廃棄物処理等、相互に連携・協力し速やかに災害対応を実施できるよう、相互応援協

定の締結に努めるものとする。その際、近隣の地方公共団体に加えて、大規模な災害等による同時被災

を避ける観点から、遠方に所在する地方公共団体との協定締結も考慮するものとする。 

市は、食料、飲料水、生活必需品、医薬品、血液製剤、燃料及び所要の資機材の調達並びに広域的な

避難に必要となる施設等の相互利用等に関する応援体制の充実に努めるものとする。  

 

第１ 市町村間の相互協力体制の整備  

市は、必要に応じて、被災時に周辺市町村が後方支援を担える体制となるよう、平常時から福岡県

消防相互応援協定に基づく消防相互応援の体制整備を推進するとともに、近隣の市町村と大規模災害

時に備えた相互応援協定を締結するよう努めるものとする。また、土木・建築職などの技術職員が不

足している市町村への中長期派遣等による支援を行うため、技術職員の確保及び災害時の派遣体制の

整備に努めるものとする。  

第２ 県、自衛隊との連携体制の整備  

市は、県及び自衛隊と「福岡県大規模災害対策連絡協議会」における協議や防災訓練の実施等を通

じ、平常時から連携体制を構築し、その強化を図り、あらかじめ自衛隊の災害派遣活動が円滑に行え

るよう必要な事項を取り決め、自衛隊に書面にて連絡しておくとともに、相互の情報連絡体制の充実

に努めるものとする。  

第３ 防災関係機関の連携体制の整備  

１ 共通  

災害発生時には、防災関係機関相互の連携体制が重要であり、市及び防災関係機関は、応急活動

及び復旧活動に関し、各関係機関において相互応援の協定を締結する等平常時より連携を強化して

おくものとする。  

また、市は、食料、飲料水、生活必需品、医薬品、血液製剤、燃料及び所要の資機材の調達並び

に広域的な避難に必要となる施設等の相互利用等に関する応援体制の充実に努めるものとする。 
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２ 消防機関  

粕屋北部消防本部は、「緊急消防援助隊受援計画」に基づき、緊急消防援助隊を充実強化すると

ともに、実践的な訓練等を通じて、人命救助活動等の体制整備に努めるものとする。  

第４ 受援計画 

市及び防災関係機関は、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の地方公共団体及び防災関

係機関から応援を受けることができるよう、受援計画を定めるものとする。 

また、受援計画に基づく応援の受入を想定した訓練等の実施を通じて、計画の継続的な見直しを行

うなど、災害対応業務の実効性確保に努める。 

市は、国や他の地方公共団体等からの応援職員等を迅速・的確に受け入れて情報共有や各種調整等

を行うための受援体制の整備に努めるものとする。特に、庁内全体及び各業務担当部署における受援

担当者の選定や応援職員等の執務スペースの確保を行うものとする。その際、新型コロナウイルス感

染症を含む感染症対策のため、適切な空間の確保に配慮するものとする。 

第５ 広域応援拠点等の整備  

市は、応援隊の受入れ・活動調整の拠点となる場所、施設等を選定、整備し、関係機関と情報を共

有するものとする。  

 

第２節  防災体制・施設・資機材等の整備  

市及び防災関係機関は、応急対策の円滑な実施のために、災害対策本部体制の整備や必要な施設及び

資機材等の整備、充実に努めるものとする。  

第１ 災害対策本部体制の整備 

市及び防災関係機関は、発災段階あるいは警戒段階において、効果的に災害に対応するため、災害

対策本部体制等の整備を図るものとする。 

１ 初動体制の整備  

市及び防災関係機関は、それぞれの機関において実情に応じ職員の非常参集体制の整備を図るも

のとする。その際、例えば、専門的知見を有する防災担当職員の確保及び育成、参集基準及び参集

対象者の明確化、連絡手段の確保、参集手段の確保、携帯電話など参集途上での情報収集伝達手段

の確保等について検討するものとする。 

また、交通の途絶、職員又は職員の家族等の被災等などにより職員の動員が困難な場合等を想定

し、災害応急対策が実施できるよう参集訓練等の実施に努めるものとする。 

さらに、それぞれの機関の実情を踏まえ、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に講ず

べき対策等を体系的に整理した応急活動のためのマニュアルを作成し、職員に周知するとともに定

期的に訓練を行い、活動手順、使用する資機材や装備の使用方法等の習熟、他の職員、機関等との

連携等について徹底を図るものとする。 

２ 登庁までの協議体制の整備  

市は、勤務時間外に災害が発生した場合、本部長等の幹部職員の登庁を待つことなく、必要な意

思決定を行う必要がある。 

そのため、迅速・確実な連絡が可能なように幹部職員に防災行政無線（携帯無線）、あるいは携

帯電話（災害時優先電話仕様）の配備を推進するものとする。 

３ 災害対策本部室等の整備  

市及び関係機関は、以下の点に留意して災害対策本部室等の整備を行うものとする。 

① 災害対策本部の代替施設 

本庁舎内に災害対策本部設置が不可能となった場合に、災害対策本部機能を代替する施設を確
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保するものとし、この施設についても、建物の耐震化等の安全性や、通信機能や非常用電源施設

等の災害対策本部として有すべき機能を備えるよう努める。 

② 自家発電機 

エンジン発電式のみならずその他の代替エネルギーシステムの活用についても検討を行うよ

う努める。 

③ 災害対策本部室・事務局室の確保・配置方法、電話の余裕回線の確保 

④ 災害対策本部等防災基幹施設の通信、電力等の優先復旧体制 

⑤ 応急対策用地図 

⑥ 手回し等自家発電機能付携帯型ラジオ 

４ 関係機関等の参画  

市は、災害対策本部における意見聴取・連絡調整等の際、関係機関等の出席を求めることができ

る仕組みの構築に努めるものとする。 

５ 人材の確保  

市及びライフライン事業者は、発災後の円滑な応急対応、復興・復旧のため、緊急の派遣に応じ

ることのできる職員をリスト化するなど、災害時に活用できる人材を確保し、即応できる体制の整

備に努めるものとする。また、市は、退職者（自衛隊等の国の機関の退職者も含む。）の活用や、

民間の人材の任期付き雇用等の人材確保方策をあらかじめ整えるように努めるものとする。 

 

第２ 防災中枢機能等の確保・充実  

市及び防災関係機関及び災害拠点病院等災害応急対策に係る機関は、洪水浸水想定区域、雨水出水

浸水想定区域又は高潮浸水想定区域（以下「浸水想定区域」という。）、土砂災害警戒区域等に配慮

しつつ、それぞれの機関の防災中枢機能を果たす施設、設備の充実及び災害に対する安全性の確保、

総合的な防災機能を有する拠点・街区の整備、推進に努める。また、保有する施設・設備について、

代替エネルギーシステムや電動車の活用も含めた自家発電設備、燃料貯蔵設備等の整備を図り、燃料

供給開始が想定復旧期間を超える場合などを想定し、それを超える十分な期間（想定復旧期間が明ら

かでない場合は、例えば１週間）の発電が可能となるような燃料の備蓄等を行い、平常時から点検、

訓練等に努めるものとする。その際、物資の供給が困難な場合を想定した食料、飲料水等の適切な備

蓄・調達・輸送体制の整備や、通信途絶時に備えた衛星通信等の整備等、非常用通信手段の確保を図

るものとする。市は、特に、災害時に孤立するおそれのある地域で停電が発生した場合に備え、衛星

通信などにより、当該地域の住民と市との双方向の情報連絡体制を確保するよう留意するものとする。

なお、市は、燃料に関して、あらかじめ、石油販売業者と、燃料の優先供給について協定の締結を推

進するものとする。 

また、災害時において情報を迅速かつ的確に把握し的確な防災対策が実施できるよう、自ら管理す

る情報システムについても災害時の各種安全対策方針に基づき、引き続きシステムの多重化・高度化、

自治体間クラウドサービスの導入の検討など所要の対策にも配慮するものとする。 

※ クラウドサービスの利用：自治体が自ら情報システムを所有せず、民間事業者のデータセンタ

ー等の提供する情報システムの機能をネットワーク経由で利用する仕組み。これにより、耐震化・

電源対策が施された施設を利用できるとともに、庁舎流失等の場合にも、庁舎から離れているデー

タセンターに情報が保存されていることから、早期に行政機能の回復を図ることができる。  

第３ 防災拠点施設の確保・充実  

市及び消防機関は、災害時に地域における災害対策活動の拠点となる施設の整備に努めるものとす

る。その際、施設の耐火対策並びに災害時に必要となる物資等の備蓄に配慮するものとする。  

また、災害発生時には停電が予想されることから、市は、再生可能エネルギー等災害に強いエネル
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ギーを防災拠点となる公共施設等へ導入することにより、災害時でも最大限機能を維持できるよう努

める。当該施設については、平常時、自主防災組織等の防災等の防災教育・訓練等に活用できる防災

教育施設を兼ね備えたものが望ましい。 

西日本高速道路株式会社は、高速道路のサービスエリア等を警察機関、消防機関及び自衛隊の部隊

の展開、宿営、物資搬送設備等の拠点として使用させるなど、救助・救命活動への支援を行うものと

する。  

第４ 災害用臨時ヘリポートの整備  

１ 計画方針  

市は、災害時の救助・救護活動、緊急物資の輸送等にヘリコプターの機動性を生かした応急活動

を円滑に実施するため、ヘリコプターが離着陸できる臨時ヘリポートの選定、整備に努めるものと

する。  

２ 臨時ヘリポートの選定基準等  

市は、臨時ヘリポートの選定場所として、学校の校庭、公共の運動場等から、次の基準等に留意

して選定するものとする。  

① 臨時ヘリポートの基準  

臨時ヘリポート設定時の目安要件を示す。 



風水害 第２編 第３章－5 

 

中型（ＡＳ３６５、ベル４１２等以下）のヘリコプターの場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 大型（Ｖ－１０７、Ａ３３２等以上）のヘリコプターの場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注１ 離着陸地帯とは､ヘリコプターの離着陸のために設けられた設置帯を含む矩形部分をいう。   

接地帯を除き､約３０cm程度までの高さを限度として、できるだけ平坦でなければならない。  

注２ 接地帯とは、離着陸地帯の一部であって､ヘリコプターが離陸浮揚では着陸接地に使用する矩形部分を

いい、使用機の全長以上を一辺とする図に示す広さを目安とする。  

表面の傾斜は３°以下で､使用機の運航に十分耐え得る強度でなければならない。  

注３ 保護区域とは､ヘリコプターが離着陸する際の吹き下げ流等を考慮し､安全を確保するため､離着陸地

帯の外側に設けるスペースであり､図に示す幅を目安とする。  

② 臨時ヘリポートの標示  

ア 石灰等を用い、接地帯の中央に直径５ｍ程度の円を書き、中にＨの字を標示する。なお、積

雪時は墨汁、絵具等明瞭なもので行うものとする。  

イ 旗又は発煙筒等で風の方向を表示する。  

③ 危険防止上の留意事項  

ア ヘリコプターの離着陸は、風圧等による危険を伴うため、警戒員を配置し、関係者以外の者

及び車両等の進入を規制する。  

イ 離着陸帯及びその周辺には、飛散物等を放置しない。  

ウ 砂塵の発生が著しい場所では、散水等の事前措置を講ずる。  

エ 航空機を中心として半径２０ｍ以内は、火気厳禁とする。  

３ 県への報告  

市は、新たに臨時ヘリポートを選定した場合、地域防災計画に定めるとともに、県に次の事項を

報告（略図添付）するものとする。  

また、報告事項に変更を生じた場合も同様とする。 

① 臨時ヘリポート番号  

② 所在地及び名称  

③ 施設等の管理者及び電話番号  

④ 発着場面積  

Ｈ 

20m 

20m 

40m 

40m 

60m 

60m 

保護区域 

離着陸地帯 

接地帯 

10m 10m 

（接地帯）20m 

（離着陸帯）40m 

250m 250m 

保護区域 

進入表面 進入表面 

14○ 14○ 

Ｈ 

30m 

30m 

60m 

60m 

90m 

90m 

保護区域 

離着陸地帯 

接地帯 

15m 15m 

（接地帯）30m 

（離着陸帯）60m 

250m 250m 

保護区域 

進入表面 進入表面 

14○ 14○ 
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⑤ 付近の障害物等の状況  

⑥ 離着陸可能な機種  

４ 臨時ヘリポートの管理  

市は、選定した臨時ヘリポートの管理について、平素から当該臨時ヘリポートの管理者と連絡を

保つなど現状の把握に努めるとともに、常に使用できるよう配意しなければならない。  

臨時へリポート 

臨時へリポート名 所 在 地 備  考 

古賀市民グラウンド 中央2-866-2 105ｍ× 77ｍ 

古賀中学校グラウンド 久保107 100ｍ×120ｍ 

古賀北中学校グラウンド 千鳥4-4-1 130ｍ×120ｍ 

古賀東中学校グラウンド 筵内564-1 100ｍ×140ｍ 

小野公園 薦野1840-2 100ｍ×100ｍ 

古賀グリーンパーク 青柳町587-1 150ｍ× 90ｍ 

 

第５ 装備資機材等の整備充実  

１ 計画方針  

防災関係機関は、応急対策の実施のため、災害用装備資機材等を、あらかじめ整備充実するもの

とする。また、備蓄（保有）資機材等は、随時点検を行い、保管に万全を期するものとする。  

２ 整備項目  

① ヘリコプターの増強  

② 警備用船艇の増強  

③ 特殊車両の増強  

ア 交通規制標識車  

イ オフロード二輪車  

ウ トイレカー  

エ キッチンカー  

オ 給水車  

カ その他災害活動に必要な車両  

④ その他災害用装備資機材  

可搬式標識・標示板等交通対策用資機材、トランシーバー等携帯型無線機、衛星通信  

３ 備蓄（保有）資機材等の点検  

① 点検に際して留意すべき事項  

ア 機械類  

（ア）不良箇所の有無  

（イ）機能試験の実施  

（ウ）その他  

イ 物資、機材類  

（ア）種類、規格と数量の確認   

（イ）不良品の有無  

（ウ）薬剤等効能の確認  

（エ）その他  
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② 点検実施結果と措置  

点検実施の結果は常に記録しておくとともに、資機材等に損傷等が発見されたときは、補充、

修理する等整備しておくものとする。  

４ 資機材等の調達  

防災関係機関は、災害時における必要な資機材等の調達の円滑を図るため、調達先の確認等の措

置を講じておくものとする。 

５ 保有状況の把握  

市及び防災関係機関は、当該機関に係る資機材の保有状況を把握するとともに、必要に応じ情報

交換を行うよう努めるものとする。 

第６ 備蓄物資の整備  

関係機関は、大規模な災害が発生した場合の被害を想定し、必要とされる食料、飲料水、生活必需

品等の物資について、あらかじめ備蓄体制（関係事業者との供給協力協定の締結を含む。）を整備す

るものとする。 

この場合において、備蓄物資の性格に応じ、市、その他関係機関、市民、企業等の間の役割分担を

考慮するとともに、他地方公共団体等との応援協力関係をも勘案して具体的な物資の種類、数量、備

蓄場所、備蓄方式等を定めるものとする。 

物資の備蓄計画 － 本編第３章「効果的な応急活動のための事前対策」第１３節「災害備蓄物資等

の整備・供給」 

第７ 被害情報等の収集体制の整備  

市は、情報の収集等の迅速正確を期すため収集及び伝達に関する報告用紙、調査要領、連絡方法、

写真撮影等について、あらかじめ整備するものとする。 

第８ 惨事ストレス対策  

救助・救急、医療又は消火活動を実施する各機関は、職員等の惨事ストレス対策の実施に努めるも

のとする。 

消防機関は、必要に応じて、消防庁等に精神科医等の専門家の派遣を要請するものとする。 

第９ 復興の円滑化のための各種データの整備保全  

市は、復興の円滑化のため、あらかじめ戸籍、住民基本台帳、不動産登記、地籍、公共施設・地下

埋設物等情報及び測量図面等データの整備保存並びにバックアップ体制について整備しておくもの

とする。 

 

第３節  災害救助法等の運用体制の整備 

大規模災害の場合は、通常、災害救助法が適用されるが、その運用に際し混乱を生じることのないよ

う、日頃から災害救助法等に習熟するとともに、マニュアルを整備しておくものとする。  

第１ 災害救助法等の習熟  

１ 災害救助法等の運用の習熟  

① 災害救助法運用要領の習熟  

市は、災害救助法に基づく災害救助の基準や運用要領に習熟し、それに対応した体制を整備す

る。 

② 災害救助法実務研修会等 

市は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合における災害救助法に基づく業務を円滑

かつ的確に推進し、有事の際の災害救助体制に万全を期するため、県が実施する災害救助法実務
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研修会に担当者を派遣する。 

市の担当者は、自己研さん等により、その内容に充分習熟しておくものとする。 

③ 必要資料の整備  

市は、「災害救助の運用と実務」（第一法規出版）、県細則等、災害救助法運用に際して必要

となる資料を整備しておくものとする。 

２ 運用マニュアルの整備  

市は、災害救助法等の適用申請から適用を受けた後の運用方法について、県の指導を受け災害救

助法の適用された事例を参考にし、わかりやすいマニュアルを作成するものとする。  

 

第４節  情報管理体制の整備 

市及び防災関係機関は、災害時の初動応急活動に係る情報通信の重要性を認識し、情報通信施設等資

機材及び運用体制の整備強化を積極的に行う。また、非常用電源設備を整備するとともに、無線設備や

非常用電源設備の保守点検を実施し、専門的な知見・技術をもとに耐震性があり、かつ浸水する危険性

が低いなど堅固な場所地震災害においては耐震性があること、津波災害及び風水害においては浸水する

危険性が低い場所）への設置等を図る。 

また、さまざまな環境下にある住民、要配慮者利用施設や地下街等の施設管理者等及び市の職員に対

して警報等が確実に伝わるよう、関係事業者の協力を得つつ、報道機関に加え、市防災メール、防災行

政無線（戸別受信機を含む。）、福岡県防災情報等メール配信システム「防災メール・まもるくん」、

全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）、テレビ、ラジオ（コミュニティＦＭ放送を含む。）、携帯

電話（緊急速報メール機能を含む。）、ソーシャルメディア、ワンセグ放送、Ｌアラート（災害情報共

有システム）等の活用による警報等の伝達手段の多重化・多様化を図るものとする。市及び放送事業者

等は、気象、海象、水位等風水害に関する情報及び被災者に対する生活情報を常に伝達できるよう、そ

の体制及び施設・設備の整備を図るものとする。 

市は、被害情報及び関係機関が実施する応急対策の活動状況等を正確に分析・整理・要約・検索する

ため、AI、IoT、クラウドコンピューティング技術、SNSの活用など、災害対応業務のデジタル化を促進

する必要がある。デジタル化に当たっては、災害対応に必要な情報項目等の標準化や、システムを活用

したデータ収集・分析・加工・共有の体制整備を図るものとする。  

第１ 通信手段の種類・特徴  

災害時に使用する通信手段は、基本的に次のものが考えられる。  

種類 使用不能となる場合・特徴 

防災行政無線（地上系） 
・停電時には非常用電源で機能。 

・使用不能（輻輳等）になりにくい。 

防災行政無線（移動系） ・使用不能（輻輳等）になりにくい。 

防災行政無線（衛星系） 
・停電時には非常用電源で機能。 

・激しい降雨の際には一時的に使用不能となる。 

ＭＣＡ無線 

（ふくおかコミュニティ無線） 

・停電時には非常用電源で機能。 

・使用不能（輻輳等）になりにくい。 

ＮＴＴ加入電話（一般） 

・輻輳時には通信制限がかかる。 

・有線施設が切断され不通になる可能性がある。 

・停電時は交換機が停止しなければ使用可。 

ＩＰ電話 

・輻輳時には通信制限がかかる。 

・有線施設が切断され不通になる可能性がある。 

・停電時は使用不可。 
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携帯電話（一般） 
・輻輳時には通信制限がかかる可能性がある。（メール通信は比較的有効） 

・中継局の設備破損や停電時は不通。（数時間は予備バッテリーで機能） 

衛星通信 
・一般的に輻輳しにくい。 

・激しい降雨の際には一時的に使用不能となる。 

（災害時優先電話） 

ＮＴＴ加入電話・携帯電話 
・回線輻輳時の発信が優先的に接続。 

※輻輳（ふくそう）－交換機の処理能力を超えるような通話が殺到し、電話がつながり難く、発信規制がかかること。 

第２ 無線通信施設等の整備  

１ 市防災無線  

市防災無線は、災害時における災害応急対策並びに地域住民に対する情報伝達を迅速かつ円滑に

実施するため、市において設置した無線通信設備をいい、下記によりその整備を推進する。  

① 防災行政無線を有効に機能させるため、夜間運用体制の確立。  

② 災害時における災害応急対策を迅速かつ円滑に実施するため防災行政無線等の整備、充実。 

③ 地域住民に対して情報を迅速かつ的確に伝達するため、同報系設備の整備、充実。 

④ 災害現場の情報を迅速かつ的確に収集するため、移動系設備の整備。  

⑤ 主要防災関係機関への通信回線を設置する。  

⑥ 防災行政無線と全国瞬時警報システム（J-ALERT）との接続等により、災害情報等を瞬時に伝

達するシステムの構築。  

２ 消防・救急無線  

消防・救急無線とは、他県及び県内における消防、救急活動を円滑に実施するため、粕屋北部消

防本部において設置した無線通信設備をいい、下記によりその整備を推進する。  

① 大規模災害時に広域支援のため他県に出動した際に、各消防本部が相互に通信することができ

る全国共通波の整備充実を図る。  

② 県域における各消防本部と相互に通信することができる県内共通波の整備、充実を図る。 

③ 災害現場の情報を迅速かつ的確に収集するため、移動多重無線車の整備並びに携帯無線機の増

強を図る。  

３ 指定公共機関の無線  

① 西部瓦斯株式会社  

西部瓦斯社が、ガス保安用に設置した無線通信設備については、災害現場の情報を迅速かつ的

確に収集するため、整備並びに増強を図る。  

② 九州電力株式会社  

九州電力が、電力保安用に設置した無線通信設備については、下記によりその整備を図る。  

ア 災害時における通信の輻輳を軽減するため、適切な通信回線の確保を行う。 

イ 災害現場の情報を迅速かつ的確に収集するため、移動無線設備の整備を図る。  

ウ 地上災害による影響を受けにくい衛星通信システムの効率的運用を図る。  

第３ 衛星通信・携帯電話等の活用 

市は、必要に応じ衛星通信・携帯電話等の機器の借受申請を九州総合通信局・電気通信事業者等に

対して行い、貸与を受けるものとする。 

第４ 有線通信設備（災害時優先扱いの電話）の整備  

１ 基本方針  

防災関係機関は、災害時優先扱いの電話の有効的な活動体制の整備を行う。  

２ 整備項目  

① 防災関係機関は、内部機構における災害時優先扱いの電話をさらに有効に活用できるように、
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位置付けを的確に行う。  

② 西日本電信電話株式会社は、電気通信設備の整備と防災管理に努め、防災関係機関が、災害時

優先扱いの電話をさらに有効に活用できるように、電話網運営体制を整備する。  

 

第５ 防災相互通信用無線の整備 

１ 基本方針  

防災関係機関は、災害時に相互に通信することが出来る防災相互通信用無線の重要性を認識し、

整備、増強を行う。  

２ 整備項目  

防災関係機関は、無線局の整備、増強を行うとともに迅速かつ的確な情報通信を行うため、運用

体制の整備、充実を行う。  

第６ 各種防災情報システムの整備  

１ 基本方針 

防災情報の一元化に資する情報システム体制の重要性を認識し、各種防災情報システムの整備、

充実を行う。 

２ 整備項目  

① 市は､福岡県防災・行政情報通信ネットワークの福岡県防災情報システムを災害時等において

効果的に運用できるよう、必要なデータの整備を行う。（当該データの加除修正を含む。） 

② 防災関係機関は、防災情報システム体制の確立のため、資機材の整備、増強を図る。 

第７ 通信訓練の実施  

市及び防災関係機関は、様々な通信手段の活用を実用化するため、定期的な訓練の実施に努める。 

第８ 情報通信設備の維持  

市及び防災関係機関は、必要な観測機器の維持・整備に努めるとともに、地域衛星通信ネットワー

クや防災行政無線等を活用すること等により、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）その他の災

害情報等を瞬時に伝達するシステムを維持・整備するよう努めるものとする。 

また、非常災害時の通信の確保を図るため、平常時より災害対策を重視した通信設備の総点検を定

期的に実施するとともに、非常通信の取扱い、機器の操作の習熟等に向け他の防災関係機関等との連

携による通信訓練に積極的に参加することとする。 

非常用電源設備を整備するとともに、無線設備や非常用電源設備の保守点検の実施と的確な操作の

徹底、専門的な知見・技術をもとに耐震性のある津波により浸水する危険性が低い堅固な場所への設

置等を図ることとする。 

九州総合通信局は、災害の発生による停電に対し、情報伝達に係る重要な情報通信ネットワークの

維持を図るため、「災害対策用移動電源車」を所有し、申し出があった場合には迅速に貸し出しがで

きる体制を整備しているので、市は、必要に応じ電源車の借受申請を九州総合通信局に対して行い、

貸与を受けるものとする。 

 

第５節  広報・広聴の整備  

災害時における人命の安全と社会秩序の維持を図るため、住民に対して迅速かつ正確な広報を実施す

るために必要な体制を整備する。また、被災者の要望、苦情等の広聴を実施し、効果的な災害対策の実

施に資するとともに、総合的な相談・情報提供の窓口を設置し、被災者や一般住民の様々な相談に適切

に対応する。  
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第１ 被災者への的確な情報伝達体制の整備  

１ 広報計画  

関係機関は、それぞれが定めた災害時の広報計画に基づき、関係機関との密接な連携協力のもと、

円滑な広報にあたる。  

２ 運用体制の整備  

市及び関係機関は、下記により広報運用体制の整備を図る。  

① 広報重点地区（各災害危険地域）の把握  

② 地区住民（要配慮者）の把握  

③ 広報・広聴担当者の熟練  

④ 広報文案の作成  

⑤ 広報優先順位の検討  

⑥ 伝達ルートの多ルート化  

３ 市は、市防災メール、市防災無線（戸別受信機を含む）の整備や、IP通信網、ケーブルテレビ

網等の活用を図り、災害情報を被災者等へ速やかに伝達する手段の確保に努めるとともに、有線

系や携帯電話等での情報発信、携帯通信事業者が提供する緊急速報メールの活用や、広報車等の

活用も含め、多様な手段の整備に努める。併せて、適時に適切な情報伝達を行えるようマニュア

ルの整備に努める。  

４ 市は、防災気象情報の伝達等について、市防災メール、福岡県防災情報等配信システム「防災

メール・まもるくん」等による伝達手段の整備拡充に努める。  

５ 市は、避難指示等の情報を被災者へ伝達できるよう、福岡県災害緊急情報自動配信システムを

活用し、放送事業者への迅速な情報提供体制の整備に努める。  

６ 市は、通信事業者等が行う被災者の安否情報等の収集及び伝達に係るシステムの効率的な活用

が図られるように普及啓発に努める。 

７ 市、放送事業者、通信事業者及びライフライン関係機関等は、災害に関する情報及び被災者に

対する生活情報を大規模停電時も含め常に伝達できるよう、その体制及び施設、設備の整備を図

るものとする。  

８ 市、放送事業者及びライフライン関係機関等は、発災後の経過に応じて被災者等に提供すべき

情報について整理しておくものとする。  

９ 市は、被災者等に対して、必要な情報が確実に伝達され、かつ共有されるように、情報伝達の

際の役割・責任等の明確化に努めるものとする。 

１０ 市及び公共機関は、要配慮者、災害により孤立する危険のある地域の被災者、在宅での避難者、

応急仮設住宅として供与される賃貸住宅への避難者、所在が把握できる広域避難者、在住外国人、

訪日外国人、都市部における帰宅困難者、車中泊、テント泊等の避難者等情報が入手困難な被災

者に対しても、確実に情報伝達できるよう必要な体制の整備を図るよう努めるものとする。 

第２ 関係機関の連絡体制の整備 

広報・広聴活動は、関係機関との連携を図りながら実施する必要があることから、相互に連絡先を

確認するなど、連絡体制を整備する。 

第３ 報道機関との連携体制の整備  

災害時の広報は報道機関との連携体制を構築する必要があることから、報道機関に対する情報提供

の方法を定めるなど、連携体制を整備する。  

第４ 要配慮者への情報提供体制の整備  

災害時は要配慮者もできる限り自らの判断で行動することが求められるため、その際よりどころと

なる情報が適切に伝達されることが必要である。このため市防災メール、文字放送、データ放送、携
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帯通信事業者が提供する緊急速報メール、ファクシミリや外国語による放送の活用など要配慮者を考

慮した広報体制を整備するよう努める。また、聴覚障害者や外国人の相談等にも適切に対応できるよ

う、災害時に協力を依頼できる手話通訳者や外国語通訳者を確保するなど広聴体制の整備に努める。 

 

第６節  二次災害の防止体制の整備  

市は、降雨等に伴う二次災害を防止する体制を整備するとともに、土砂災害等の危険度を応急的に判

定する技術者の養成、並びに事前登録など活用のための施策を推進するものとする。  

また、二次災害の防止を図るために必要な資機材の備蓄を行うものとする。  

第１ 降雨等に伴う二次災害の防止体制の整備  

１ 水害・土砂災害・宅地災害防止体制の整備  

市は、降雨等による二次的な水害・土砂災害等の危険個所の点検を行う地元在住の専門技術者（コ

ンサルタント、県・市町村職員ＯＢなど）の登録等を推進するものとする。  

市は、平常時より、災害による被害が予測される空家等の状況の確認に努めるものとする。 

第２ 危険物施設等災害予防計画  

１ 消防法上の危険物  

粕屋北部消防本部及び消防法（昭和２３年法律第１８６号）上の危険物を取り扱う施設（以下、

本節において「危険物施設」という。）の関係者は、災害に起因する危険物の漏洩、爆発等に備え、

平常時から次により危険物施設の安全確保に努める。  

① 危険物施設の関係者が実施する対策  

大規模な災害発生による影響を十分に考慮し、施設の堅牢性の向上に努める。  

② 消防機関が実施する対策  

ア 既設の危険物施設については、災害に起因する危険物の火災、流出事故等の災害の発生を予

防するため、施設の関係者に対し、災害発生時の安全確保についての必要な安全対策を周知す

るとともに、再点検を求める。  

イ 危険物施設の関係者に対し、堅牢性の向上を図るため、必要に応じて改修、移転等の指導、

助言等を行う。  

２ 火薬類  

関係機関は、平常時から、災害に起因する火薬類事故の抑止に努める。 

① 火薬類事業者が実施する対策  

災害発生による影響を考慮し、火薬類製造施設等の安全確保に努める。  

② 規制及び指導  

ア 福岡県火薬類保安協会の各支部単位の緊急出動体制、各支部の応援協力体制の充実強化を図

る。 

イ 災害に起因する火薬類事故が発生した場合に住民の安全確保のため、市、消防機関、警察、

火薬類保安協会、報道機関等と密接な連携のもと、広報活動、避難誘導等の情報伝達体制の整

備強化を図る。  

３ 高圧ガス  

高圧ガス施設の所有者等は、災害に起因する高圧ガス事故の抑止に努める。  

① 高圧ガス事業者が実施する対策  

ア 高圧ガス設備の架台、支持脚等を補強する。  

イ 消火設備、緊急遮断弁、エンジンポンプ、バッテリー等の保安設備を重点に日常点検業務を

強化し、正常な機能を常に確保するするとともに、感震器連動遮断装置、可とう性配管の設置
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等、設備の堅牢性の強化を図り、安全対策を推進する。  

ウ 多数の容器を取扱う施設は、ホームのブロック化、ロープ掛等により容器の転倒・転落防止

を図るとともに、二段積みを避ける。  

② 規制及び指導等  

ア 高圧ガス製造施設等の堅牢性の強化、安全確保について、必要に応じて感震器連動緊急遮断

装置の設置等の改善、移転等の指導、助言を行い耐震性、安全確保の向上を促進する。  

イ 災害に起因する高圧ガス事故が発生した場合に、高圧ガス防災協議会や高圧ガス関係保安団

体等が速やかに対応できるよう、消防署、警察署、高圧ガス防災協議会等関係機関と緊密な連

携のもと、地域防災体制の充実強化を図る。  

ウ 災害に起因する高圧ガス事故が発生した場合の住民の安全確保のため、市、消防署、警察署、

高圧ガス防災協議会、報道機関等と緊密な連携のもと、広報活動、避難誘導等の情報伝達体制

の整備強化を図る。  

４ 毒物・劇物  

毒物又は劇物を取り扱う者は、毒物及び劇物取締法（昭和２５年法律第３０３号）により、これ

らを飛散、漏洩等させないよう措置を講じなければならないとされている。  

５ 放射性物質  

放射性同位元素等取扱施設等の管理者は、災害に起因する放射性同位元素等の漏洩等のおそれが

生じた場合、円滑な対応がとれるよう、あらかじめ消防機関、警察、市、国等に対する通報連絡体

制を整備する。  

 

第７節  避難体制の整備  

市は、関係機関と連携して、災害時に住民等の生命及び身体を守るため、安全・的確に避難行動・活

動を行いうるよう必要な体制を整備しておくとともに、指定緊急避難場所・指定避難所、避難路等の選

定及び整備を行い、計画的避難対策の推進を図るものとする。 

市は、備蓄など、防災に関する諸活動の推進に当たり、公共用地・公有財産の有効活用を図るものと

する。  

第１ 避難誘導体制の整備及び誘導方法への習熟  

市は、第３編「災害応急対策計画」第２章「災害応急対策活動」第４節「避難対策の実施」に示す

活動方法・内容に習熟する。 

この場合、特に以下の点に留意する。  

１ 避難誘導計画の作成と訓練  

市は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、安全かつ迅速な避難誘導が行えるよう、

地域防災計画等の中に避難誘導計画をあらかじめ作成し、訓練を行う。その際、水害と土砂災害、

複数河川の氾濫、台風等による高潮と河川洪水との同時発生等、複合的な災害が発生することを考

慮するよう努めるものとする。  

なお、避難計画の作成に当たっては、避難の長期化についても考慮するものとし、やむを得ず指

定避難所に滞在することができない避難者が必要とする物資や保健医療サービス、正確な情報及び

居住地以外の市町村に避難する避難者が必要な情報や支援・サービスを、容易かつ確実に受け取る

ことのできる体制の整備にも努めるものとする。  

① 緊急安全確保、避難指示、高齢者等避難を行う基準、伝達方法、発令区域・タイミング  

② 避難指示等に係る権限の代行順位  

③ 指定緊急避難場所及び指定避難所の名称、所在地、対象地区及び対象人口  

④ 指定緊急避難場所及び指定避難所への経路及び誘導方法  
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⑤ 避難行動要支援者に配慮した避難支援体制  

２ 避難指示等の判断・伝達マニュアルの作成  

市は、緊急安全確保、避難指示、高齢者等避難等について、「避難情報に関するガイドライン」

を指針としてマニュアル作成を行うとともに、必要に応じて見直すよう努めるものとする。 

気象警報、避難指示等を住民に周知することにより、迅速・的確な避難行動に結びつけるよう、

その伝達内容等についてあらかじめ検討しておくものとする。 

市は、大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時避難が可能となるよう、大規模氾濫減災

協議会など既存の枠組みを活用することにより国や他の地方公共団体との協力体制の構築に努め

るとともに、他の地方公共団体との応援協定を締結するなど、災害が発生し、又は発生するおそれ

がある場合の具体的な避難・受入方法を含めた手順等を定めるよう努めるものとする。 

なお、作成に当たっては、県、気象台、河川管理者及び水防管理者等の協力を得つつ、洪水、土

砂災害、高潮等の災害事象の特性、土砂災害警戒情報等の収集できる情報を踏まえ、避難すべき区

域や判断基準、伝達方法を明確にする。特に、土砂災害については、土砂災害警戒区域から離れる

方向に速やかに避難する訓練を行うなど、実践的な避難訓練の実施等による住民の意識啓発に努め

るものとする。避難指示等を発令する際に、国又は県に必要な助言を求めることができるよう、連

絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくとともに、連絡先の共有を徹底するなど必要な準備を整

えておくものとする。 

また、市は、住民等に対し、避難指示等が発令された場合の避難行動としては、指定緊急避難場

所、安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等への避難を基本とするものの、ハザードマップ等を踏ま

え、自宅等で身の安全を確保することができる場合は、住民自らの判断で「屋内安全確保」を行う

ことや、避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所等への避難を行うことがかえって危険を

伴う場合等やむを得ないと住民等自身が判断する場合は、「緊急安全確保」を行うべきことについ

て、市は、日頃から住民等への周知徹底に努めるものとする。 

３ 避難誘導体制の整備 

市は、洪水等に対する住民の警戒避難体制として、水位周知河川について、水位情報、堤防等の

施設に係る情報、台風情報、洪水警報等により具体的な避難指示等の発令基準を設定するものとす

る。それ以外の河川についても、氾濫により居住者や施設等の利用者に命の危険を及ぼすと判断し

たものについては、洪水警報の危険度分布等により具体的な避難指示等の発令基準を策定すること

とする。また、安全な場所にいる人まで指定緊急避難場所等へ避難した場合、混雑や交通渋滞が発

生するおそれ等があることから、災害リスクのある区域に絞って避難指示等の発令対象区域を設定

するとともに、必要に応じて見直すものとする。 

市は、土砂災害に対する住民の警戒避難体制として、土砂災害警戒情報等が発表された場合に直

ちに避難指示等を発令することを基本とした具体的な避難指示等の発令基準を設定するものとす

る。また、面積の広さ、地形、地域の実情等に応じて市をいくつかの地域に分割した上で、土砂キ

キクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）等を用い、危険度の高まっている領域が含まれる地

域内の土砂災害警戒区域等を中心に避難指示等を発令できるよう、発令対象区域をあらかじめ具体

的に設定するとともに、必要に応じ見直すものとする。 

また、高潮災害に対する住民の警戒避難体制として、高潮警報等が発表された場合に直ちに避難

指示等を発令することを基本とした具体的な避難指示等の発令基準を設定するものとする。また、

潮位に応じた想定浸水範囲を事前に確認し、想定最大までの高潮高と避難対象地域の対象区域を段

階的に定めておくなど、高潮警報等の予想最高潮位に応じて想定される浸水区域に避難指示等を発

令できるよう、発令基準及び発令対象区域をあらかじめ具体的に設定するとともに、必要に応じて

見直すものとする。 

なお、避難指示の発令の際には、避難場所を開設していることが望ましいが、避難のためのリー
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ドタイムが少ない局地的かつ短時間の豪雨の場合は、躊躇なく避難指示を発令するものとする。 

市は、避難指示等の解除を行う際に、国又は県に必要な助言を求めることができるよう、連絡調

整窓口、連絡の方法を取り決めておくとともに、連絡先の共有を徹底しておくなど、必要な準備を

整えておくものとする。 

４ 避難行動要支援者に対する避難誘導体制の整備  

① 個別避難計画の作成  

市は、避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安否確認を行うため、国により示された「避難

行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」（平成２５年８月）等を参考とし、避難行動要

支援者の状況把握、避難支援者の登録等を積極的に行い、避難行動支援が適切に行われるよう、

避難行動要支援者に関する全体計画を策定し、避難行動要支援者名簿を整備するとともに、具体

的な避難方法等についての個別避難計画の作成に努めなければならない。  

② 地域住民等の連携  

市は、地域住民、自主防災組織や福祉事業者等の協力を得ながら、平常時より情報伝達体制の

整備、避難行動要支援者に関する情報の把握・共有等の避難行動要支援者の避難誘導体制の整備

を図るものとする。 

また、避難が必要な際に避難行動要支援者に避難を拒否されることで避難に時間を要し、避難

を誘導・支援する地域住民、自主防災組織、福祉事業者や消防団の避難の遅れを極力防ぐため、

日頃から避難行動要支援者に対する避難訓練を実施するなど、避難行動要支援者に対して避難の

重要性について普及、啓発するとともに、円滑に避難を実施できる体制の構築に努めるものとす

る。 

③ 高齢者等避難の伝達体制整備  

高齢化の進展等を踏まえ、高齢者等の避難行動要支援者の避難支援対策を充実・強化する必要

があるため、避難指示のほか、高齢者等避難（一般住民に対して避難準備を呼びかけるとともに、

避難行動要支援者、特に避難行動に時間を要する者に対して、その避難行動支援対策と対応しつ

つ、早めの段階で避難行動を開始することを求めるとともに、高齢者等以外の者に対して、必要

に応じて、普段の行動を見合わせ始めることや、自主的な避難を呼びかけるもの）の伝達体制整

備に努める。 

５ 広域避難体制の整備 

市は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に円滑な広域避難及び広域一時滞在が可

能となるよう、他の地方公共団体との応援協定の締結や、広域避難における居住者等及び広域一

時滞在における被災住民（以下「広域避難者」という。）の運送が円滑に実施されるよう運送事

業者等との協定の締結に努めるものとする。 

また、市及び運送事業者等は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合の具体的な避難・

受入方法を含めた計画を定めるよう努めるものとする。 

市は、指定避難所及び指定緊急避難場所を指定する際に併せて広域避難及び広域一時滞在の用

にも供することについても定めるなど、他の市町村からの避難者を受け入れることができる施設

等をあらかじめ決定しておくよう努めるものとする。 

市は、確実に要配慮者を受入れることができるよう、福祉避難所への広域避難に関する体制を

構築するものとする。 

第２ 避難路、指定緊急避難場所・指定避難所の選定・指定及び避難者の生活環境の整備  

市長は、①洪水、②崖崩れ、土石流及び地滑り、③高潮、④一時的に大量の降雨が生じた場合にお

いて下水道その他の排水施設又は河川その他の公共の水域に当該雨水を排水できないことによる浸

水により、被害を受けるおそれがある住民全員が避難することができる安全な避難路、指定緊急避難

場所、指定避難所を選定、指定及び整備し、住民に周知するものとする 
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また、市長は、避難者の生活環境を整備するため、予め、必要な措置を講ずるものとする。  

１ 避難路の選定  

① 選定に当たっては、危険区域及び危険箇所を通過する経路はつとめて避けること。   

② 車両通行可能な程度の広い道路を選定すること。  

２ 避難路の整備  

① 誘導標識、誘導灯、誘導索を設け、その維持に努めること。  

② 避難路上の障害物件を除去すること。  

３ 指定緊急避難場所、指定避難所の指定  

① 指定緊急避難場所の指定  

市は、都市公園、都市農地、公民館、学校等の公共的施設等を対象に、地域の人口、誘致圏域、

地形、災害に対する安全性等に配慮し、その管理者等の同意を得た上で、災害の危険が切迫した

緊急時において安全が確保される指定緊急避難場所（災害対策基本法施行令第20 条の３で定め

る基準（被災が想定されない安全区域内に立地する施設等又は安全区域外に立地するが災害に対

して安全な構造を有し、想定される洪水等の水位以上の高さに避難者の受入れ部分及び当該部分

への避難経路を有する施設であって、災害発生時に迅速に避難場所の開設を行うことが可能な管

理体制等を有するもの）に適合する施設又は場所）をあらかじめ指定し、公示するとともに、住

民への周知徹底を図るものとする。 

指定緊急避難場所は災害種別に応じて指定がなされていること及び避難の際には発生するお

それのある災害に適した指定緊急避難場所を避難先として選択すべきであることについて、日頃

から住民等への周知徹底に努めるものとする。 

指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本工業規格に基づく災害種別一般

図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所であるかを明示するよう努めるものとす

る。 

市は、災害種別一般図記号を使った避難場所標識の見方に関する周知に努めるものとする。 

また、指定した緊急避難場所については、災害の危険が切迫した緊急時において、施設の開放

を行う担当者をあらかじめ定める等管理体制を整備しておくものとする。 

指定緊急避難場所の管理者は、当該避難場所を廃止し、又は改築その他の事由により、当該避

難場所の現状に避難者の滞在の用に供する部分の総面積の十分の一以上の増減を伴う変更を行

う場合は、市長に対し、当該変更の内容を記載した届出書を提出することにより、届け出なけれ

ばならない。 

② 指定避難所の指定  

市長は、想定される災害の状況、地域的な特性や過去の教訓、想定される災害、新型コロナウ

イルス感染症を含む感染症対策等を踏まえ、災害が発生した場合における適切な避難所の確保を

図るため、災害対策基本法施行令第２０条の６で定める基準に適合する公共施設その他の施設を、

当該施設の管理者（市を除く）の同意を得て、避難者が避難生活を送るために必要十分な指定避

難所をあらかじめ指定し、公示するものとする。 

また、平常時から、指定避難所の場所、収容人数等について、住民への周知徹底を図るものと

する。また、災害時に指定避難所の開設状況や混雑状況等を周知することも想定し、ホームペー

ジやアプリケーション等の多様な手段の整備に努めるものとする。 

また、学校を避難所として指定する場合は、学校が教育活動の場であることに配慮する。避難

所としての機能は応急的なものであることを認識の上、避難所となる施設の利用方法等について、

事前に教育委員会等の関係部局や地域住民等の関係者と調整を図るものとする。学校における避

難所運営に関しては、市の防災部局と教育関係部局が連携し、適切な協力体制の構築に努めるも

のとする。併せて、避難所として指定されている学校の災害時の安全性確保のための方策を検討
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するものとする。 

③ 福祉避難所の指定・管理  

市は、一般の指定避難所では生活することが困難な障がいがある人等の要配慮者のため、必要

に応じて福祉避難所を指定するよう努めるものとする。 

また、福祉避難所について、受入れを想定していない避難者が避難してくることがないよう、

必要に応じて、あらかじめ福祉避難所として指定避難所を指定する際に、受入れ対象者を特定し

て公示するものとする。 

さらに、前述の公示を活用しつつ、福祉避難所で受け入れるべき要配慮者を事前に調整の上、

個別避難計画等を作成し、要配慮者が、避難が必要になった際に福祉避難所へ直接避難すること

ができるよう努めるものとする。 

④ 指定緊急避難場所・指定避難所の整備  

市は、適当な施設又は場所が存在しない場合は、高台等に安全な指定緊急避難場所・指定避難

所を整備し、指定するよう努める。災害の想定等により必要に応じて、近隣の市町村の協力を得

て、指定緊急避難場所を近隣市町村に設けるものとする。 

⑤ 指定緊急避難場所と指定避難所の関係  

指定緊急避難場所と指定避難所は、相互に兼ねることができるが、指定緊急避難場所と指定避

難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災害においては当該施設に避難することが不適当で

ある場合があることを日頃から住民等への周知徹底に努めるものとする。 

４ 指定緊急避難場所・指定避難所の機能の整備  

① 連絡手段の整備  

市は、災害対策本部と指定緊急避難場所・指定避難所との間の連絡手段を確保するため、防災

無線等の通信機器等の連絡手段の整備に努める。  

② 指定緊急避難場所の設備等の整備 

指定緊急避難場所においては、非常用照明施設、非常用電源、衛星通信等の通信機器、テレビ、

ラジオ等避難者による災害情報の入手に資する機器の整備、施設の耐震性等の安全性の確保に努

める。  

③ 指定避難所の設備等の整備  

ア 市は、指定避難所に必要な安全性及び良好な居住性を確保し、発災時に食料、飲料水、衣料、

医薬品その他の生活関連物資の配布及び保健医療サービスの提供その他避難所に滞在する避

難者の生活環境を整備するために、貯水槽、仮設トイレ、マンホールトイレ、マット、簡易ベ

ッド、非常用照明施設、非常用電源、衛星通信等の通信機器、テレビ、ラジオ等避難者による

災害情報の入手に資する機器の整備、施設の耐震性等の安全性の確保のほか、空調、洋式トイ

レなど要配慮者にも配慮した施設整備に努める。 

イ 必要に応じ、良好な生活環境を確保するために、換気、照明等の整備にも努める。 

ウ 市は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、平常時から、指定避難所のレイ

アウトや動線等を確認しておくとともに、感染症患者が発生した場合の対応を含め、平常時か

ら防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、必要な措置を講じるよう努めるものとする。

また、必要な場合には、国や独立行政法人等が所有する研修施設、ホテル・旅館等の活用を含

めて、可能な限り多くの避難所の開設に努めるものとする。 

エ 指定避難所又はその近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、飲料水、携帯トイレ、簡

易トイレ、常備薬、マスク、消毒液、体温計、段ボールベッド、パーティション、炊き出し用

具、毛布等避難生活に必要な物資や新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策に必要な物資

等を備蓄するよう努める。また、備蓄品の調達にあたっては、要配慮者、女性、子供にも配慮

するものとする。 
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オ 指定避難所となる施設において、あらかじめ、必要な機能を整備し、備蓄場所の確保、通信

設備の整備等を進めるものとする。また、必要に応じ指定避難所の電力容量の拡大に努めるも

のとする。 

カ 指定避難所の円滑な運営を図るため、指定避難所の生活環境の改善に資するパーティション

やダンボールベッドなどの必要な物資の供給体制を構築するものとする。また、災害により指

定避難所等が被災した場合に備え、電気設備や空調設備の応急復旧に関し事前に所要の協定を

締結するものとする。  

④ 指定緊急避難場所・指定避難所の管理・運営体制整備  

ア 指定緊急避難場所の管理責任者をあらかじめ定めるとともに、管理責任者が被災等により早

急に駆け付けられない可能性を考慮し、確実に利用できるよう複数箇所での鍵管理や、必要に

応じて避難場所の開錠･開設を自主防災組織で担う等、地域住民等関係者・団体との協力体制

を整備する。 

イ 市は、避難所運営マニュアルの作成、訓練等を通じて、避難所の運営管理のために必要な知

識等の普及に努めるものとする。この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に避

難所を運営できるように配慮するよう努めるものとする。特に、夏季には熱中症の危険性が高

まるため、熱中症の予防や対処法に関する普及啓発に努めるものとする。 

ウ 市は、指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者との間で事前に避難所

運営に関する役割分担等を定めるよう努めるものとする。 

エ 市及び各避難所の運営者は、避難所の良好な生活環境の継続的な確保のために、専門家等と

の定期的な情報交換に努めるものとする。 

オ 市は、｢災害時健康管理支援マニュアル｣等に基づき、避難所における妊産婦、新生児や乳幼

児、難病患者、介護が必要な高齢者など、特にきめ細かな支援が必要な要配慮者への健康管理

支援に配慮するものとする。 

カ 市は、避難者の年齢、性別、性的指向・性自認、障がいの有無といった避難者の事情から生

じる多様な要望に対応するため、男女双方の視点や高齢者、性的少数者、障がい者並びに外国

人の視点にも十分配慮するものとする。特に女性の視点を踏まえた避難所運営を行えるよう、

災害発生時の対応力を培った女性リーダーの育成に努めるものとする。また、男女共同参画の

視点から、男女共同参画担当部局が災害対応について庁内及び避難所等における連絡調整を行

えるよう、平常時及び災害時における男女共同参画部局の役割について、防災担当部局と男女

共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努めるものとする。 

キ 市は、災害発生後に、指定避難所や仮設住宅、ボランティアの活動場所等において、被災者

や支援者の中から性暴力・ＤＶの被害者も加害者も出さないよう、「暴力は許されない」意識

の普及、徹底を図るものとする。 

ク 市は、「福岡県災害時ペット救護マニュアル」を参考に、愛護動物同行避難について市防災

計画及び避難所運営マニュアルに反映するものとする。 

ケ 市は、「避難所における感染対策マニュアル」を参考に、避難所における感染症対策につい

て市防災計画及び避難所運営マニュアルに反映するものとする。 

コ 市は、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に関わら

ず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情等について勘案しながら、あら

かじめ受け入れる方策について定めるよう努めるものとする。 

５ 指定避難所、避難路等の住民への周知  

市は、避難路・避難所等について平常時から以下の方法で周知・徹底を図る。 

なお、防災マップの作成に当たっては住民も参加する等の工夫をすることにより、災害からの避

難に対する住民等の理解の促進を図るよう努めるものとする。  
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① 防災マップの作成、配布による周知 

② 指定緊急避難場所及び指定避難所を指定した際の公示 

③ 市の広報誌、インターネットによる周知  

④ 案内板等の設置による周知  

ア 誘導標識  

イ 指定緊急避難場所・指定避難所案内図  

ウ 指定緊急避難場所・指定避難所表示板  

⑤ 防災訓練による周知  

⑥ 防災啓発パンフレットの作成、配布による周知  

⑦ 避難計画に基づく避難地図（洪水ハザードマップ等）の作成、配付による周知  

⑧ 自主防災組織等を通じた周知  

 

６ 多様な避難状況の把握  

① 車中泊・テント泊等の避難状況の把握 

ア 市は、指定避難所以外の避難実態を把握することができるよう福岡県避難所運営マニュアル

作成指針に基づき、避難所運営マニュアルを作成するとともに、指定避難所以外の避難実態を

把握するものとする。  

イ 市は、避難所運営マニュアルに基づき、指定避難所以外の避難者を支援するものとする。 

② 避難者の把握等についての避難所運営訓練の実施 

市は、自主防災組織、自治会等の地域住民を対象に、ＮＰＯ等の関係団体と連携した避難所運

営訓練を実施し、多様な避難者の状況把握の方法について習熟するよう努めるものとする。 

第３ 学校、病院等における避難計画（施設の管理者等）  

学校、社会福祉施設、病院、大規模集客施設等の施設の管理者は、消防法に基づき作成する消防計

画等に、以下の事項に留意した避難に関する計画を作成するなどして、避難対策の万全を図る。  

１ 学校等の避難計画  

学校等においては、多数の生徒等を混乱なく、安全に避難させ、身体及び生命の安全を確保する

ために、それぞれの地域の特性を考慮した上で、次の事項等に留意して学校等の実態に即した適切

な避難対策を図る。  

① 避難実施責任者、避難誘導責任者及び補助者の指定  

② 避難場所の選定、収容施設の確保  

③ 避難誘導の要領  

ア 避難者の優先順位  

イ 避難場所、経路及びその指示伝達方法  

ウ 避難者の確認方法  

④ 生徒等の保護者への連絡及び引渡方法（定まっていない場合は、市は、定めるように促すもの

とする。） 

⑤ 防災情報の入手方法  

⑥ 市への連絡方法（市は、小学校就学前の子どもたちの安全で確実な避難のため、災害が発生し、

又は発生するおそれがある場合における幼稚園・保育所・認定こども園等の施設と市及び施設間

の連絡・連携体制の構築に努めるものとする。）  

２ 社会福祉施設等における避難計画  

社会福祉施設等においては、それぞれの地域の特性等を考慮するとともに、避難対象者の活動能

力等についても十分配慮し、次の事項等に留意して施設等の実態に即した適切な避難対策を図る。 

① 避難実施責任者、避難誘導責任者及び補助者の指定  
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② 避難場所の選定、収容施設の確保  

③ 避難誘導の要領  

ア 避難者の優先順位  

イ 避難所（他の社会福祉施設含む）及び避難経路の設定並びに収容方法（自動車の活用による

搬出等）及びその指示伝達方法  

ウ 避難者の確認方法  

④ 家族等への連絡方法（定まっていない場合は、市は、定めるように促すものとする。）  

⑤ 防災情報の入手方法  

⑥ 市への連絡方法（市は、小学校就学前の子どもたちの安全で確実な避難のため、災害発生時に

おける幼稚園・保育所・認定こども園等の施設と市町村間、施設間の連絡・連携体制の構築に努

めるものとする。）  

 

３ 病院における避難計画  

病院においては、患者を他の医療機関又は安全な場所へ集団的に避難させる場合を想定し、被災

時における病院施設内の保健、衛生の確保、入院患者の移送先施設の確保、転送を要する患者の臨

時収容場所、搬送のための連絡方法と手段、病状の程度に応じた移送方法、搬送用車両の確保及び

通院患者に対する病院周辺の安全な避難場所及び避難所についての周知方法を定めるなど、適切な

避難対策を図る。  

４ 大規模集客施設等の避難計画  

高層建築物、百貨店等大規模小売店舗、ホテル、旅館、駅等の不特定多数の人が出入りする施設

の設置者又は管理者は、それぞれの地域の特性や人間の行動、心理の特性を考慮した上で、避難場

所、経路、誘導及び指示伝達の方法を定めるなど、適切な避難対策を図る。 

 

第８節  交通・輸送体制の整備  

第１ 道路交通体制の整備  

１ 緊急通行車両等の事前届出 

市及び関係機関は、災害応急対策に従事する者又は災害応急対策に必要な物資の緊急輸送その他

の災害応急対策を実施するため必要な場合は、県公安委員会に対し、緊急通行車両等の事前届出を

行う。 

２ 事前届出の対象となる車両  

① 緊急通行車両 

事前届出の対象とする車両は、次に掲げるいずれにも該当する車両とする。  

ア 災害時において災害対策基本法第５０条第１項に規定する災害応急対策（次に掲げる事項を

いう。）を実施するために使用される計画がある車両。  

（ア）警報の発令及び伝達並びに避難の指示に関する事項  

（イ）消防、水防その他の応急措置に関する事項  

（ウ）被災者の救難、救助その他保護に関する事項 

（エ）災害を受けた児童及び生徒の応急の教育に関する事項 

（オ）施設及び設備の応急の復旧に関する事項 

（カ）清掃、防疫その他の保健衛生に関する事項 

（キ）犯罪の予防、交通の規制その他災害地における社会秩序の維持に関する事項 

（ク）緊急輸送の確保に関する事項 

（ケ）その他災害の発生の防ぎょ又は拡大の防止のための措置に関する事項 
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イ 市長、指定行政機関の長、指定地方行政機関の長その他の執行機関、指定公共機関及び指定

地方公共機関（以下「指定行政機関等」という。）が保有し、若しくは指定行政機関等との契

約等により常時指定行政機関等の活動のために専用に使用される車両又は災害時に他の関係

機関・団体等から調達する車両。 

② 規制除外車両 

 事前届出の対象とする車両は、次のいずれかに該当する車両であって緊急通行車両とならない

車両とする。 

ア 医師、歯科医師、医療機関等が使用する車両 

イ 医薬品、医療機器、医療用資材等を輸送する車両 

ウ 患者等搬送用車両（特別な構造又は装置があるものに限る。） 

エ 道路啓開作業用車両  

オ 建設用重機 

カ 重機輸送車両（建設用重機と同一の使用者による届出に限る。） 

３ 事前届出の申請  

① 申請者…緊急通行に係る業務の実施について責任を有する者（代行者を含む。） 

② 申請先…粕屋警察署又は県警察本部交通規制課 

４ 申請書類  

① 緊急通行車両  

ア 緊急通行車両等事前届出書…２通  

イ 自動車検査証の写し…１通 

ウ 緊急通行車両の対象であることを疎明する書類…１通 

② 規制除外車両  

ア 規制除外車両事前届出書…２通  

イ 自動車検査証の写し…１通 

ウ 規制除外車両の対象であることを疎明する書類…１通 

③ 緊急通行車両の対象自動車検査証の写し等  

５ 事前届出済証の保管及び車両変更申請  

市及び関係機関は、事前届出済証を適正に保管するとともに事前届出済証の交付を受けた車両に

廃車、配置換え等の変更が生じた場合は、速やかに事前届出済証の返還、変更の申請を行う。  

６ 協定締結事業者への周知  

市は、輸送協定を締結した民間事業者等の車両については、緊急通行車両等確認証明書及び確認

標章交付のための事前届出制度が適用され、発災後、当該車両に対して緊急通行車両等確認証明書

及び確認標章を円滑に交付されることとなることから、民間事業者等に対して周知を行うとともに、

自らも事前届出を積極的にするなど、その普及を図るものとする。 

第２ 緊急輸送体制の整備  

１ 輸送車両等の確保  

市は、物資等や被災者の緊急輸送が円滑に実施されるよう、あらかじめ運送事業者等との物資の

保管、荷捌き及び輸送に係る協定の締結等により、輸送体制の整備に努めるものとし、協定締結な

どの連携強化に当たっては、訓練等を通じて、発災時の連絡先、要請手続等の確認を行うなど、実

効性の確保に留意するものとする。また、物資供給協定等においても、輸送を考慮した協定締結に

努める。 

市は、安全が確認された後に、避難行動要支援者を円滑に緊急避難場所から避難所へ移送するた

め、運送事業者等の協力を得ながら、移送先及び移送方法等について予め定めるよう努めるものと

する。  
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２ 円滑な輸送のための環境整備 

緊急輸送に係る調整業務等への運送事業者等の参加、物資の輸送拠点における運送事業者等を主

体とした業務の実施、物資の輸送拠点として運送事業者等の施設を活用するため、あらかじめ協定

を締結しておく、輸送拠点として活用可能な施設を把握しておくなど協力体制を構築し、運送事業

者等のノウハウや能力等を活用するものとする。 

物資調達・輸送調整等支援システムを活用し、あらかじめ登録されている物資の輸送拠点を速や

かに開設できるよう、物資の輸送拠点の管理者の連絡先や開設手続を関係者間で共有するなど、速

やかな物資支援のための準備に努めるものとする。 

物資の調達・輸送に必要となる情報項目・単位の整理による発注方法の標準化、物資の輸送拠点

となる民間施設への非常用電源、燃料貯蔵設備及び非常用通信設備の設置に係る支援、緊急通行車

両等への優先的な燃料供給等の環境整備を推進するものとする。 

３ 輸送施設・輸送拠点の整備  

市は、緊急輸送道路ネットワーク計画を踏まえ、災害時の物資の輸送拠点から指定避難所等まで

の輸送手段を含めた体制が速やかに確保できるよう、あらかじめ適切な輸送施設及び地域内輸送拠

点について指定・点検するものとする。 

備蓄拠点を輸送拠点として指定するなど，物資の緊急輸送活動が円滑に行われるようあらかじめ

体制を整備するものとする。  

４ 緊急輸送道路の啓開体制の整備  

道路管理者は、発災後の緊急輸送道路の障害物の除去による道路啓開、応急復旧等を速やかに実

施するため、あらかじめ建設業者等との間で協定等を締結し、必要な人員、資機材の確保等の対策

を講じて体制を整備しておくものとする。 

また、道路啓開等を迅速に行うため、あらかじめ道路啓開等の計画を立案するよう努めるものと

し、自衛隊の災害派遣への対応も円滑に行えるよう受入れ体制の整備に努めるものとする。 

さらに、市は災害応急対策への協力が期待される建設業団体等の担い手の確保・育成に取り組む

ものとする。 

 

第９節  帰宅困難者支援体制の整備 

市は、大規模災害発生時における帰宅困難者対策を検討し、関係機関等と連携して各種施策の推進を

図る。  

第１ 帰宅困難者の定義  

「通勤・通学・買い物等の目的で周辺地域から流入・滞在している者のうち、災害の発生により交

通機関の運行が停止した場合に徒歩での帰宅が困難になる者」を帰宅困難者とする。  

第２ 想定される事態  

１ 社会的な混乱の発生  

外出している人々は、家族や自宅の状況等が不明なことから心理的な動揺が発生する。特に、事

業所等への出勤者以外は、一時滞在できる場所がない場合、無統制な群衆となってターミナル駅へ

殺到するなど、パニック発生の大きな要因となることも考えられる。また、多くの人々が公共施設

や大規模民間施設を一時休息や情報収集ができる場所と考え、集まってくることも予想される。 

２ 帰宅行動に伴う混乱 

地理の不案内や被害情報の不足により帰宅者が危険に遭遇したり、一斉に大量の人間が帰宅行動

をとることによる交通の支障、沿道での食料、飲料水、トイレ等の需要の発生など、帰宅経路にお

ける混乱も予想される。 
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３ 安否確認の集中 

災害発生の直後から、家族等の安否を確認するための電話が集中し、通信機能のマヒが予想され

る。特に、市は、安否等の確認の電話が殺到し、災害応急対策活動に支障が生じることも考えられ

る。また、家族等の安否が確認できない場合、本人は勤務先等に一時滞在でき帰宅を要しない状況

であっても、無理に移動を開始し、帰宅困難者となることが考えられる。 

４ 食料、飲料水、毛布などの需要の増大 

自宅に帰ることが困難となり、職場等に泊まる人が大量に発生することも予想される。この際、

職場等において食料、飲料水、毛布などの備蓄がない場合、これらに対する需要が大量に発生する

ことも考えられる。道路管理者は、発災後の緊急輸送道路の障害物の除去による道路啓開、応急復

旧等必、応急復旧等を速やかに実施するため、あらかじめ建設業者等との間で協定等を締結し、必

要な人員、資機材の確保の確保等の対策を講じて体制を整備しておくものとする。 

第３ 帰宅困難者対策の実施  

１ 基本的考え方  

帰宅困難者が引き起こす最大の問題は、帰宅困難者が路上等に溢れることにより、避難や緊急車

両の通行、救助隊の活動等が妨げられ、被災者の生命・身体に危険を及ぼすことである。このため、

帰宅困難者対策は、この状況を回避することを最優先に、「帰宅困難者の発生の抑制」、「発生し

た帰宅困難者の迅速な収容」、「円滑な帰宅の促進」のための対策を実施するものとする。 

その上で必要となる対応は、むやみに移動を開始しないことの啓発、事業所等における備蓄、安

否確認の支援、被害情報の伝達、一時滞在場所の提供、帰宅支援、ターミナル駅等での混乱防止等、

多岐にわたるものであるが、膨大な数の帰宅困難者への対応は、災害による多数の死傷者・避難者

が予想される中にあって、行政機関による「公助」だけでは限界があり、「自助」や「共助」も含

めた総合的な対応が不可欠である。 

このため、事業所、市民等は、帰宅困難者対策に積極的に協力するものとする。 

２ 市の対策  

① 災害時の情報収集伝達体制の構築 

公共交通機関の運行・復旧状況や道路の規制等の状況、徒歩帰宅者支援ステーションの設置状

況等を、駅周辺のビジョンでの表示、駅や交番における張り紙、放送機関からの放送等により、

迅速に提供できる体制を整備するように努める。  

ア 公共交通機関の被害、運行状況等の収集体制の構築  

イ 各交通事業者に対し、発災時の運行情報発信の徹底を要請 

ウ 道路情報の収集伝達体制の構築 

エ その他の情報収集伝達体制の構築 

② 帰宅困難者の家族等の安否確認の支援 

市防災メール、福岡県防災情報等メール配信システム「防災メール・まもるくん」及び、公衆

無線ＬＡＮを利用したインターネットによる安否確認の支援や通信事業者等が行う安否情報等

の収集及び伝達に係るシステムの効果的な活用が図られるよう、普及啓発に努める。  

③ 一時滞在場所の提供 

帰宅可能になるまで待機する場所がない出張者や観光客等の帰宅困難者を、所管する施設で一

時的に収容することができないか検討を行う。 

また、帰宅困難者の一時滞在に協力する事業所等との協定締結を推進し、一時滞在場所を確保

するとともに、協力事業所における一時滞在に必要な支援を実施するよう努めるものとする。  

④ 徒歩帰宅者に対する支援 

企業等との協定締結により、徒歩帰宅者支援ステーションの設置を推進し、情報提供や水道水

の供給及びトイレの利用等の支援を行う。 
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⑤ 事業所、通勤者等への啓発及び対策の推進 

事業所や通勤者等に対し、むやみに移動を開始しないこと、従業員等が一時滞在することを想

定した備蓄、家族等の安否確認手段の確認、やむなく徒歩帰宅する場合に備えた歩きやすい靴や

携帯ラジオ、地図等の準備について、インターネット、広報紙、リーフレットの配布、帰宅困難

者対策訓練等を通じ、啓発に努め、実施を推進する。  

⑥ 観光客対策 

国内遠隔地や外国からの観光客の一時滞在場所の確保や輸送対策等の体制作りに努める。 

３ 災害発生時に自宅外にいる者の心得の普及 

発災直後は、市の応急対策活動は、救命救助・消火・避難者の保護等に重点をおくため、膨大な

数の帰宅困難者を行政機関が直接誘導することは極めて困難である。帰宅困難者が無統制な群衆に

なると、パニック発生の大きな要因となったり、二次災害が発生したりするおそれがある。このた

め、市は、下記の心得の普及を図る。 

① むやみに移動を開始しない 

帰宅困難者の路上等への滞留による混乱を回避するため、帰宅できない状況になってもむやみ

に移動を開始せず、まずは、通勤・通学先や、一時滞在が可能な場所に身を寄せることを基本に

行動する。 

※ 正確な情報を入手せずむやみに移動を開始すれば、市街地等の混乱を引き起こすほか、倒

壊の可能性のある家屋や火災発生地域、通行不能な場所等に行き当たっては迂回が必要となり、

逆戻りなどにより無駄に体力を消耗することもある。 

② まず安否確認をする 

家族等の安否が確認できなければ、一時滞在場所に落ち着いて滞在することができず、無謀な

帰宅行動をとってしまうこともある。 

電話や電子メール・携帯メールのほか、福岡県防災情報等メール配信システム「防災メール・

まもるくん」や災害用伝言ダイヤル１７１等の安否確認サービスを活用し、家族や職場と連絡を

取り、冷静に行動できるよう気持ちを落ち着かせる。 

③ 正確な情報により冷静に行動する 

公共機関等が提供する正確な情報を入手し、状況に応じて、どのような行動（帰宅、一時移動、

待機等）が安全なのか自ら冷静に判断する。 

④ 帰宅できるまで帰宅困難者同士が助け合う 

一時滞在できる屋内施設には、要配慮者を優先して収容する、物資が少ない場合はこれらの者

に優先的に配布する等の配慮をする。 

第４ 事業所、市民等の役割 

帰宅困難者対策は、幅広い分野にわたるとともに、行政を越える対応も必要となる。 

このため、帰宅困難者に関連する事業所、県民等全ての関係者がそれぞれの役割を十分に果たし、

分担・連携して対策を行う必要がある。 

事業所は、発災時にはその責任において、交通情報等の収集を行い、災害の状況を十分に見極めた

上で、従業員、学生、顧客等を施設内に留め置くことを基本に扱いを検討し、発災直後の一斉帰宅行

動を抑制するものとする。帰宅する者に対しては、安全確保に留意し、適切な措置を行うこととする。

また、徒歩帰宅者支援ステーションの設置協定の締結、一時滞在場所の提供等に対し、共助の考え方

のもと、社会的責任として、可能な限り協力することとする。その際は、要配慮者に優先して場所を

提供する。 

帰宅困難者になる可能性がある通勤・通学者等は、平常時からの備えに努め、発災時には冷静に行

動することとする。  

第５ 官民連携による都市の安全確保対策 
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市及び関係事業者等は、緊急整備地域において、人口・機能が集積したターミナル駅周辺等におけ

る滞在者等の安全の確保を図るため、退避経路、退避施設、備蓄倉庫等の都市再生安全確保施設の整

備、退避施設への誘導、災害情報等の提供、備蓄物資の提供、避難訓練の実施等を定めた都市再生安

全確保計画を作成し、官民連携による都市の安全確保対策を進めることに努めるものとする。 

 

第１０節  医療救護体制の整備 

大規模な災害発生時には、局地的又は広域的に多数の負傷者が発生することが想定され、かつ即応体

制が要求されるため、これに対応できる医療救護体制を整備する。救助の万全を期するため、必要な計

画の作成、強力な救助組織の確立並びに労務、施設、設備、物資及び資金の整備に努める。また、災害

時に医薬品等が大量に必要となることから、医薬品等の確保・供給体制を整備する。  

第１ 医療救護活動要領への習熟  

市及び関係機関は、第３編「災害応急対策計画」第２章「災害応急対策活動」第８節「医療救護」

及び「福岡県災害時医療救護マニュアル」に示す活動方法・内容に習熟する。  

第２ 医療救護体制の整備  

１ 情報収集・連絡体制の整備  

① 通信体制の構築  

市及び医療機関等は、発災時における救助・救急・医療及び消火に係る情報の収集・連絡・分

析等の重要性にかんがみ、情報連絡・災害対応調整等のルール化や通信手段を確保するとともに、

その多様化に努めるものとする。  

また、医療機関及び医療機関相互の連絡体制の整備を図るとともに、医療機関の連絡・連携体

制についての計画を作成するよう努めるものとする。  

２ 医療救護班の整備  

市は、災害時における初動医療救護活動を第一次的に実施することから、地区医師会等と協議調

整し、災害時における医療救護活動に関する協定締結をするなどして、あらかじめ救護班を編成す

る。 

① 編成対象機関  

市、地区医師会、地区歯科医師会、地区薬剤師会、日本赤十字社福岡県支部  

② 編成基準  

医療救護班の構成は、医師、歯科医師、薬剤師、看護師、事務職員、運転手等を含むものとし、

各班の人数については災害の規模により適宜定めるものとする。  

３ 実施体制の整備 

災害時における増加する医療ニーズに対応するため、市内の救急病院等からも積極的な支援が得

られるよう体制を整備するものとする。 

① 救急病院等 

現行の救急医療体制を担う救急病院等において、災害時にも当該施設の機能に応じた被災者の

収容、治療等が円滑に行えるよう、日頃から災害対策マニュアルの作成やこれに基づく自主訓練

の実施等を通じ、災害時の体制整備を図るものとする。  

② ヘリコプター離着陸場 

市は、救急病院等の近隣の公園やグランド等を災害時における臨時ヘリコプター離着陸場とし

て選定しておく。 

４ 医療救護用資機材・医薬品等の整備  

① 市及び消防機関は、救助工作車、救急車、照明車等の車両、担架ベッド、応急仮設テント、緊
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急電源装置等の応急措置の実施に必要な救急救助用資機材の整備に努めるものとする。 

② また、市は、当該機関に係る資機材の保有状況を把握するとともに、必要に応じ情報交換を行

い、適切な救助・救急用資機材の整備に努めるものとする。市及び日本赤十字社福岡県支部は、

負傷者が多人数にのぼる場合を想定し、応急救護用医薬品、医療資機材等の備蓄に努めるものと

する。  

５ 医療機関の災害対策  

医療機関は、自ら被災することを想定して災害対策マニュアルを作成するとともに業務継続計画

の作成に努めるものとする。 

また、作成したマニュアルに基づく自主訓練を行うなど、各医療機関レベルでの災害対策を講じ

るものとする。  

６ 医療機能の維持体制の整備  

医療機関は、医療機能を維持するために必要となる、水、電力、ガス等の安定的供給及び水道施

設等が被災した場合の応急措置及び緊急復旧について、必要な措置を講ずるとともに、このことに

ついて関係事業者と協議しておくものとする。  

第３ 傷病者等搬送体制の整備  

１ 情報連絡体制  

傷病者を迅速かつ的確に後方医療機関へ搬送するため、後方医療機関及び消防機関による広域災

害・救急医療情報システムの活用や後方医療機関と消防機関等の間における十分な情報連絡機能の

確保を行う。  

※ 後方医療機関とは、被災を免れた災害拠点病院、救急病院等及び傷病者の治療、収容に協

力可能な医療機関をいう。  

２ 搬送経路  

消防機関は、搬送経路となるべき道路が被害を受けた場合を考慮し、適切な後方医療機関への搬

送経路を検討しておく。  

３ 効率的な出動・搬送体制の整備  

災害時には、骨折、火傷等傷害の種類も多く、緊急度に応じた迅速かつ的確な判断と行動が要求

されるため、救急救命士の有効活用も含め、効率的な出動体制・搬送体制の整備を推進する。  

第４ 災害医療に関する普及啓発、研修・訓練の実施  

１ 市民に対する普及啓発  

市及び消防機関は、市民に対する救急蘇生法、止血法、骨折の手当法、トリアージの意義等災害

時の医療的措置等についての普及啓発に努める。  

※ トリアージとは、災害発生時において、限られた医療スタッフや医薬品・医療資機材等を

最大限に活用し、可能な限り多数の傷病者の治療を行い、一人でも多くの命を救うために行

うもので、傷病者を緊急度と重傷度によって分類し、治療や搬送の優先順位を決めるもの。  

 
２ 災害医療に関する研修・訓練  

① 災害時の医療従事者の役割、トリアージ技術、災害時に多発する傷病の治療技術等の医療面に

焦点を当てた訓練を実施する。  

② 災害時の医療情報の迅速かつ的確な収集、伝達を図るため、広域災害・救急医療情報システム

等の情報伝達訓練を実施する。  

③ 防災訓練において大規模災害を想定した実践訓練を実施する。  

④ 基幹災害拠点病院による災害医療従事者等を対象とした研修、講習会を実施する。 

⑤ 市、防災関係機関及び関係事業者は、職員の安全確保を図りつつ、効率的な救助・救急活動を
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行うため、相互の連携体制の強化を図るとともに、職員の教育訓練を行い、救助・救急機能の強

化を図るものとする。  

 

第１１節  要配慮者安全確保体制の整備  

要配慮者は、自力避難や災害の認識、情報の受理等が困難な状況にあるため、市、要配慮者利用施設

等の管理者は、災害等からの要配慮者の安全確保に一層努める。  

当該機関が相互に連携するとともに、消防団、自主防災組織等の防災関係機関、平常時から要配慮者

と接している社会福祉協議会、民生委員・児童委員、障がい者団体等の福祉関係者、近隣住民、介護保

険事業者、障がい福祉サービス事業者、ボランティア等の多様な主体の協力・参画により、要配慮者を

支援する体制づくりを推進し、要配慮者の安全確保を図るものとする。 

第１ 社会福祉施設、病院等の対策  

１ 組織体制の整備  

① 市の役割  

市は、災害対応マニュアルの作成・配布等を通じ、社会福祉施設、病院等の管理者を指導・支

援し、災害時の要配慮者の安全確保のための組織・体制の整備を促進するとともに、自主防災組

織や事業所の防災組織等の整備及び指導を通じ、それらの防災組織と社会福祉施設、病院等との

連携を図り、要配慮者の安全確保に関する協力体制を整備する。  

また、災害発生時における社会福祉施設等の被災に伴う転所等に備えるため、施設相互間の協

力体制の整備に努める。  

② 社会福祉施設、病院等の管理者の役割  

要配慮者が利用する社会福祉施設、病院等の管理者は、災害時に備えあらかじめ防災組織を整

え、職員の任務分担、動員計画及び緊急連絡体制等の整備を図るとともに職員等に対する防災教

育及び防災訓練を実施する。特に、夜間等における消防機関等への緊急通報及び入所者の避難誘

導体制に十分に配慮した体制整備を行う。  

また、市、施設相互間、自主防災組織等及び近隣住民と連携をとり、要配慮者の安全確保に関

する協力体制づくりを行う。  

２ 防災設備等の整備  

① 市の役割  

市は、社会福祉施設、病院等の管理者を指導・支援し、災害時の要配慮者の安全確保のための

防災設備等の整備や、施設機能維持のための備蓄（水、電力、医薬品、非常用電源等）の推進、

避難等の防災訓練の計画的な実施を促進する。 

② 社会福祉施設、病院等の管理者の役割  

社会福祉施設、病院等の管理者は、施設の立地や構造等に留意し、施設そのものの災害に対す

る安全性を高めるとともに、災害後の施設入所者の生活維持のための物資及び防災資機材等の整

備を行う。  

また、災害発生に備え、要配慮者自身の災害対応能力を考慮し、消防機関等への緊急通報、避

難誘導等のための防災設備及び体制の整備を行う。 

さらに、発災後７２時間の事業継続が可能となる非常用電源を確保するよう努めるものとする。 

３ 浸水想定区域内の要配慮者利用施設の指定 

市は、地域防災計画において、浸水想定区域内の要配慮者利用施設で当該施設の利用者が円滑か

つ迅速な避難を確保する必要があると認められるものがある場合には、これらの施設の名称及び所

在地について定めるものとする。 

利用者等への情報伝達体制の確立等については、本編第１章「防災基盤の強化」第１節「治水治
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山の対策」第１「治水計画」１「河川対策」①「浸水想定区域等の把握及び住民等への周知」によ

る。 

４ 要配慮者を考慮した防災基盤の整備 

市は、要配慮者自身の災害対応能力及び社会福祉施設、病院等の立地を考慮し、避難地及び避難

路等の防災基盤の整備を図る。 

第２ 幼稚園・学校等対策  

① 市の役割  

市は、小学校就学前の子どもたちの安全で確実な避難のため、幼稚園・保育園・認定こども園

等の管理責任者を指導・支援し、災害時における幼児の安全確保の方法、保護者等との連絡体制、

施設と市町村間、施設間の連絡・連携体制等の整備や避難訓練等の防災訓練の計画的な実施を促

進する。 

市は、幼稚園・保育所・認定こども園・学校等が保護者との間で、災害が発生し、又は発生す

るおそれがある場合における児童・生徒等の保護者への引渡しに関するルールを、あらかじめ定

めるよう促すものとする。 

② 幼稚園・学校等の管理者の役割  

幼稚園・学校等の管理者は、災害時に備えあらかじめ防災組織を整え、職員の任務分担、動員

計画及び緊急連絡体制等の整備を図るとともに職員等に対する防災教育及び防災訓練を実施す

る。  

第３ 避難行動要支援者対策  

１ 基本的事項 

市は、国により示された「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」（平成２５年８

月）等に基づき、地域において避難行動要支援者を支援する体制の整備に努めるとともに、緊急時

における情報の伝達や安否確認、指定避難所における対応等が迅速かつ的確に実施できるよう、行

政区、自主防災組織、社会福祉協議会、民生委員・児童委員等との連携を図り、情報伝達体制の整

備、避難行動要支援者に関する情報の把握・共有、避難支援計画の策定等に努める。 

２ 避難行動要支援者名簿の作成・利用・提供 

市は、避難行動要支援者の把握に努めるとともに、地域防災計画の定めるところにより、防災担

当部局や福祉担当部局など関係部局の連携の下、避難行動要支援者について避難の支援、安否の確

認その他の避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護するために必要な措置（以下「避難支

援等」という。）を実施するための基礎とする名簿（以下「避難行動要支援者名簿」という。）を

作成しておかなければならない。この名簿は地域における避難行動要支援者の居住状況や避難支援

等を必要とする事由を適切に反映したものとなるよう、定期的に更新するとともに、庁舎の被災等

の事態が生じた場合においても名簿の活用に支障が生じないよう、名簿情報の適切な管理に努める

ものとする。 

① 避難行動要支援者名簿に掲載する者の範囲 

古賀市避難行動要支援者避難支援プラン（全体計画）に定めるとおりとする。  

② 避難行動要支援者名簿の記載又は記録事項 

ア 氏名 

イ 年齢 

ウ 性別 

エ 住所又は居所 

オ 電話番号その他の連絡先 

カ 避難の支援を必要とする事由 
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キ その他避難支援等の実施に関し市長が必要と認める事項 

③ 情報の収集 

ア 市長は、避難行動要支援者名簿の作成に必要な限度で、その保有する要配慮者の氏名その他

の要配慮者に関する情報を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内

部で利用することができる。 

イ 市長は、避難行動要支援者名簿の作成のため必要があると認める時は、県知事その他の者に

対し、要配慮者に関する情報の提供を求めることができる。 

④ 名簿情報の利用 

ア 市長は、避難支援等の実施に必要な限度で、避難行動要支援者名簿に記載し、又は記録され

た情報（以下「名簿情報」という。）を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目

的のために内部で利用することができる。 

⑤ 名簿情報の提供 

ア 市長は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、地域防災計画の定めるとこ

ろにより、消防機関、県警察、民生委員法（昭和２３年法律第１９８号）に定める民生委員、

社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１０９条第１項に規定する社会福祉協議会、自主防

災組織など避難支援等の実施に携わる関係者（以下「避難支援等関係者」という。）に対し、

名簿情報を提供するものとする。ただし、市の条例に特別の定めがある場合を除き、名簿情報

を提供することについて本人（当該名簿情報によって識別される特定の個人をいう。事項にお

いて同じ。）の同意が得られない場合は、この限りでない。 

イ 市長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、避難行動要支援者の生命

又は身体を災害から保護するために特に必要があると認めるときは、避難支援等の実施に必要

な限度で、避難支援等関係者その他の者に対し、名簿情報を提供することができる。この場合

においては、名簿情報を提供することについて本人の同意を得ることを要しない。 

⑥ 名簿情報を提供する場合における配慮  

市長は、⑤により名簿情報を提供するときは、地域防災計画の定めるところにより、名簿情報

の提供を受ける者に対して名簿情報の漏えいの防止のために必要な措置を講ずるよう求めるこ

とその他の当該名簿情報に係る避難行動要支援者及び第三者の権利利益を保護するために必要

な措置を講ずるよう努めなければならない。  

⑦ 秘密保持義務 

⑤により名簿情報の提供を受けた者（その者が法人の場合は、その役員）若しくはその職員そ

の他の当該名簿情報を利用して避難支援等の実施に携わる者又はこれらの者であった者は、正当

な理由がなく、当該名簿情報に係る避難行動要支援者に関して知り得た秘密を漏らしてはならな

い。また、市は避難行動要支援者名簿を必要以上に複製せず、施錠可能な場所に保管するなど、

厳重な保管を行うよう指導を行う。  

３ 個別避難計画の作成・利用・提供 

 市は、地域防災計画に基づき、防災担当部局や福祉担当部局など関係部局の連携の下、郡医師

会、福祉専門職、社会福祉協議会、民生委員、地域住民等の避難支援等に携わる関係者と連携し

て、名簿情報に係る避難行動要支援者ごとに、作成の同意を得て、個別避難計画の作成に努める

ものとする。また、個別避難計画については、避難行動要支援者の状況の変化、ハザードマップ

の見直しや更新、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合の避難方法等の変更等を適切に

反映したものとなるよう、必要に応じて更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合に

おいても、計画の活用に支障が生じないよう、個別避難計画情報の適切な管理に努めるものとす

る。 

① 個別避難計画の記載または記録事項 
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ア 氏名  

イ 出生の年月日 

ウ 性別 

エ 住所又は居所 

オ 電話番号その他の連絡先 

カ 避難の支援を必要とする事由 

キ 避難支援等関係者のうち当該個別避難計画に係る避難行動要支援者について避難支援等を

実施する者（以下「避難支援等実施者」という。）の氏名又は名称、住所又は居所及び電話番

号その他の連絡先 

ク 避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項 

ケ その他避難支援等の実施に関し市町村長が必要と認める事項 

② 情報の収集  

ア 市長は、個別避難計画の作成に必要な限度で、その保有する避難行動要支援者の氏名その他

の避難行動要支援者に関する情報を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的の

ために内部で利用することができる。  

イ 市長は、個別避難計画の作成のため必要があると認めるときは、県知事その他の者に対して、

避難行動要支援者に関する情報の提供を求めることができる。 

③ 個別避難計画情報の利用  

市長は、避難支援等の実施に必要な限度で、個別避難計画に記載し、又は記録された情報（以

下「個別避難計画情報」という。）を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的

のために内部で利用することができる。 

④ 個別避難計画情報の提供  

ア 市長は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、防災計画の定めるところに

より、避難支援等関係者に対し、個別避難計画情報を提供するものとする。ただし、市の条例

に特別の定めがある場合を除き、個別避難計画情報を提供することについて当該個別避難計画

情報に係る避難行動要支援者及び避難支援等実施者（以下「避難行動要支援者等」という。）

の同意が得られない場合は、この限りでない。  

イ 市長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、避難行動要支援者の生命

又は身体を災害から保護するために特に必要があると認めるときは、避難支援等の実施に必要

な限度で、避難支援等関係者その他の者に対し、個別避難計画情報を提供することができる。

この場合においては、個別避難計画情報を提供することについて当該個別避難計画情報に係る

避難行動要支援者等の同意を得ることを要しない。 

⑤ 個別避難計画情報を提供する場合における配慮  

市長は、④により個別避難計画情報を提供するときは、防災計画の定めるところにより、個

別避難計画情報の提供を受ける者に対して個別避難計画情報の漏えいの防止のために必要な措

置を講ずるよう求めることその他の当該個別避難計画情報に係る避難行動要支援者等及び第三

者の権利利益を保護するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

⑥ 秘密保持義務  

④により個別避難計画情報の提供を受けた者（その者が法人の場合は、その役員）若しくは

その職員その他の当該個別避難計画情報を利用して避難支援等の実施に携わる者又はこれらの

者であった者は、正当な理由がなく、当該個別避難計画情報に係る避難行動要支援者等に関し

て知り得た秘密を漏らしてはならない。 

⑦ 個別避難計画が作成されていない避難行動要支援者への対応  

市は、個別避難計画が作成されていない避難行動要支援者についても、避難支援等が円滑か
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つ迅速に実施されるよう、平常時から、避難支援等に携わる関係者への必要な情報の提供、関

係者間の事前の協議・調整その他の避難支援体制の整備など、必要な配慮をするものとする。 

⑧ 地区防災計画との整合性  

市は、地区防災計画が定められている地区において、個別避難計画を作成する場合は、地区

防災計画との整合が図られるよう努めるものとする。また、訓練等により、両計画の一体的な

運用が図られるよう努めるものとする。 

４ 発災時間に関わらない対応体制の整備  

災害の発生時間は事前に特定できないため、実施機関は、夜間等考えうる最悪の場合にも対応で

きるよう、避難行動要支援者の安全確保体制を整備する。 

５ 組織体制の整備  

市は、一人暮らしの高齢者や寝たきりの高齢者、障がい者、難病患者等の避難行動要支援者の分

布を把握し、自主防災組織や事業所の防災組織等の整備及び指導を通じ、災害時に地域全体で避難

行動要支援者をバックアップする情報伝達、救助等の体制づくりを行う。高齢者や障がい者に対し

適切な情報を提供するため、わかりやすい言葉や表現、説明などにより、必要な情報を的確に伝達

する体制を整備するとともに、災害ボランティア本部などを通じ専門的技術を有する手話通訳者及

び手話ボランティア等の確保や、市防災メール、福岡県防災情報等メール配信システム「防災メー

ル・まもるくん」の更なる普及促進に努める。  

６ 防災設備等の整備  

市は、在宅の避難行動要支援者の安全性を高めるため、住宅用防災機器等の設置等の推進に努め

る。 

市は、一人暮らしや寝たきりの高齢者、障がい者の安全を確保するための緊急通報システム等の

整備に努める。  

７ 避難行動要支援者を考慮した防災基盤の整備  

市は、避難行動要支援者自身の災害対応能力及び在宅の避難行動要支援者の分布等を考慮し、避

難地及び避難路等の防災基盤の整備を図る。  

８ 避難支援等関係者の安全確保 

避難支援等に際しては、避難支援等関係者本人又はその家族等の生命及び身体の安全が確保され

ていることが大前提である。避難支援等関係者においては、避難支援等に際し、自身が危機にさら

されることがないよう、地域の実情や災害の状況に応じて、可能な範囲で避難支援等を行うものと

する。 

第４ 避難行動要支援者の移送  

安全が確認された後に、避難行動要支援者を円滑に指定緊急避難場所から避難所へ移送するため、

運送事業者等の協力を得ながら、移送先及び移送方法等についてあらかじめ定めるよう努めるものと

する。  

第５ 外国人等への支援対策  

１ 外国人の支援対策  

① 外国人に対する防災知識の普及対策  

市は、地域内で生活する外国人の災害時の安全確保を図るため、広報誌への防災啓発記事の掲

載や、「やさしい日本語」をはじめとする多言語での防災に関するリーフレット等の配布、（公

財）福岡県国際交流センターから発信される情報の活用により防災知識の普及に努めるとともに、

災害時の避難場所等の情報提供体制の整備を図る。市は、指定緊急避難場所標識や指定緊急避難

場所案内板等の多言語化やマークの共通化（ＪＩＳで規定された避難場所等に関する災害種別図

記号の使用等）に努める。  
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② 通訳・翻訳ボランティアの確保  

市は、県の対策に準じ、通訳・翻訳ボランティア等の確保に努める。  

③ 災害時外国人支援情報コーディネーターの育成  

災害時に行政等から提供される災害や生活支援等に関する情報を整理し、避難所等にいる外国

人避難者のニーズとのマッチングを行う災害時外国人支援情報コーディネーターの育成に係る

国の取組に協力する。  

２ 旅行者への支援対策  

旅行者は、地理に対する知識が少ないため、迅速に避難行動をとることが困難な場合があるので、

災害時に円滑な避難行動がとれるよう配慮する必要がある。  

このためホテル・旅館等の施設管理者は、市と連携し、災害の状況に応じた避難場所、経路を事

前に確認し、災害時の情報伝達に備えるものとする。  

また、市は、災害発生時に旅行客の迅速な被害状況把握を行うため、関係団体等との情報連絡体

制をあらかじめ整備する。  

第６ 要配慮者への防災教育・訓練等の実施  

市は、要配慮者及び避難支援等関係者に対し、災害に備えた知識を高めるため出前講座を実施す

るとともに、地域の防災訓練等への積極的参加を呼びかけ、地域の防災力向上に努める。 

また、避難が必要な際に要配慮者に避難を拒否されることで避難に時間を要し、避難を誘導・援

護する地域住民、自主防災組織、福祉事業者や消防団の避難の遅れを極力防ぐため、地域住民が参

加して要配慮者を福祉避難所まで誘導する訓練を実施するなど、要配慮者が確実に、円滑に避難で

きるよう努めるものとする。 

 

第１２節  災害ボランティアの活動環境等の整備  

大規模な災害の発生において、被災者の多様なニーズにきめ細やかに対応するためには、ボランティ

アの参加・協力が不可欠である。そのため、平常時からボランティアの自主性を尊重しつつ、地域団体、

ＮＰＯ等のボランティア団体との連携を密にするとともに、ボランティア活動支援やリーダーの育成、

受入体制の整備などボランティアの活動環境等の整備に努めるものとする。  

第１ 災害ボランティアの役割と協働  

ボランティアの役割の主なものは、次のとおりとする。  

１ 生活支援に関する業務  

① 被災者家屋等の清掃活動  

② 現地災害ボランティアセンター運営の補助  

③ 避難所運営の補助  

④ 炊き出し、食料等の配布  

⑤ 救援物資等の仕分け、輸送  

⑥ 高齢者、障がい者等の介護補助  

⑦ 被災者の話し相手・励まし 

⑧ その他被災地での軽作業（危険を伴わないもの）  

２ 専門的な知識を要する業務  

① 救護所等での医療、看護  

② 被災宅地の応急危険度判定  

③ 外国人のための通訳  

④ 被災者へのメンタルヘルスケア  
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⑤ 高齢者、障がい者等への介護・支援  

⑥ アマチュア無線等を利用した情報通信事務  

⑦ 公共土木施設の調査等  

⑧ その他専門的な技術・知識が必要な業務  

第２ 災害ボランティアの受入体制の整備  

１ 福岡県災害ボランティア連絡会、社会福祉協議会の役割  

福岡県災害ボランティア連絡会は災害時におけるボランティアの支援活動を、効果的に実施する

ことを目的とした団体である。また、社会福祉協議会は、厚生労働省防災業務計画において、災害

時はボランティア活動の第一線の拠点として、被災者ニーズの把握や具体的活動内容の指示、必要

な物資の提供等を行うこととされている。  

災害の発生時のボランティアの受け入れは、福岡県災害ボランティア連絡会及び社会福祉協議会

が中心となって、県レベル、市レベルの２段階の災害ボランティア本部が立ち上げられるよう、平

常時から行政、関係団体等と連携し、次のような準備、取り組みを行う。  

① ボランティア受け入れ拠点の整備  

災害ボランティア本部の設置場所の決定、責任者の決定や担当者の役割分担、地域住民との連

携、通信手段の確保や情報の受発信のルートの検討、資機材のリストアップと調達方法の確認、

災害ボランティアの受け入れ手順確認や書式の作成、活動資金の確保など、具体的な準備を図る｡ 

② 災害ボランティア関係団体とのネットワークの整備  

災害ボランティア活動支援体制に関する定期的な検討、情報交換等を行う場として、行政機関、

日本赤十字社福岡県支部、福岡県ＮＰＯ・ボランティアセンター、ボランティア団体等とのネッ

トワークを構築する。 

２ 行政の役割  

① 市における役割  

市は、災害ボランティアの受入体制づくりについて、社会福祉協議会等と連携し、ボランティ

ア活動の円滑な実施が図られるよう、活動拠点や資機材等の活動環境の整備等の必要な支援に努

めるものとする。  

また、地域防災計画において、災害ボランティアの受入れに関する実施計画、災害ボランティ

アの受入体制の整備等（災害時における現地災害ボランティア本部（現地受入窓口）や連絡体制）

を定めるとともに、必要に応じ、本部運営マニュアルを作成するなど、災害ボランティアの円滑

な受入れに努めるものとする。  

第３ 災害ボランティアリーダー・コーディネーターの育成・支援  

災害が発生したらボランティアが直ぐに活動できるように、被災者、地域住民、行政機関と災害ボ

ランティアを的確に結びつける調整及びボランティア本部の運営役として、平常時から災害ボランテ

ィアリーダー・コーディネーターの養成を行う。  

１ 市は、社会福祉協議会と連携し、講習会、防災訓練を通じて、それぞれの地域における災害ボ

ランティアリーダー・コーディネーターの育成・支援に努めるものとする。  

２ 社会福祉協議会は、災害ボランティアリーダー・コーディネーターの育成、活動マニュアルの

作成など、災害ボランティアの育成・支援に努めるものとする。  

３ 市は、災害ボランティア活動中の事故や賠償事故の補償に効果のあるボランティア保険の普及

啓発に努める。  

 

第１３節  災害備蓄物資等の整備・供給  
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第１ 共通方針  

１ 市は、大規模な災害が発生した場合の被害及び外部支援の時期を想定し、孤立が想定されるな

ど地域の地理的条件や過去の災害等を踏まえ、必要とされる食料、飲料水、生活必需品、非常用

電源、燃料、ブルーシート、土のう袋その他の物資についてあらかじめ備蓄・供給・輸送体制を

整備し、それら必要な物資の供給のための備蓄基本計画を定めておくものとする。 

２ 市は、物資調達・輸送調整等支援システムを活用し、あらかじめ、備蓄物資や物資拠点の登録

に努め、大規模な災害発生のおそれがある場合には、事前に備蓄状況を確認し、速やかに備蓄物

資の提供が行われるよう準備に努めるものとする。 

３ 備蓄を行うに当たって、大規模な災害が発生した場合には、物資の調達や輸送が平常時のよう

には実施できないという認識に立って、初期の対応に十分な量の物資を備蓄するほか、物資の性

格に応じ、集中備蓄、または指定避難所の位置を勘案した地域完結型の分散備蓄を行う。備蓄拠

点の設置場所は、洪水、土砂災害等の危険区域を避けるなど、その安全性に十分配慮するものと

する。 

また、市は、被災地への物資の輸送に当たっては、市の物資拠点への輸送に留まらず、例えば，

発災直後から一定期間は必要に応じて指定緊急避難場所に搬送するなど、被災者に確実に届くよう

に配慮するよう努めるものとする。 

また、熊本地震では、国のプッシュ型支援により、水・食料といった主要物資の不足感が解消し、

被災者に安心感を与えることができた。一方で、物資の供給は刻一刻と変わる被災地ニーズに応じ

てプル型で対応していくことも重要であり、プッシュ型とプル型を組み合わせた効果的な物資支援

に努める。  

４ 平時から、訓練等を通じて、物資の備蓄状況や運送手段の確認を行うとともに、災害協定を締

結した民間事業者等の発災時の連絡先、要請手続等の確認を行うよう努めるものとする。 

５ 被災者の中でも、交通及び通信の途絶により孤立状態にある被災者に対しては、孤立状態の解

消に努めるとともに、食料、飲料水及び生活必需品等の物資の円滑な供給に十分配慮するものと

する。また、在宅での避難者、応急仮設住宅として供与される賃貸住宅への避難者、所在が把握

できる広域避難者、在住外国人、訪日外国人に対しても物資等が供給されるよう努めるものとす

る。 

６ 被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、時宜を得た物資の調

達に留意するものとする。また、避難所における感染症拡大防止に必要な物資をはじめ、夏季に

は冷房器具，冬季には暖房器具、燃料等も含めるなど被災地の実情を考慮するとともに、要配慮

者等のニーズや、多様な性のニーズの違いに配慮するものとする。 

７ 市及び関係機関は、第３編「災害応急対策計画」第２章「災害応急対策活動」第９節「飲料水

の供給」、第１０節「食料の供給」、第１１節「生活必需品等の供給」に示す活動方法・内容に

習熟する。  

第２ 給水体制の整備  

１ 趣旨  

災害時は、停電等による浄水施設等の停止により水道水の汚染や断水が予想される。そのため、

市及び水道事業者は、平常時から被災時の給水の確保や復旧のための体制について整備しておく必

要がある。  

２ 補給水利等の把握  

市及び水道事業者は、災害時において適切な対応がとれるよう、日頃から施設の現況把握に努め

ると共に、被災時の応急飲料水の確保を考慮し、配水池等構造物への緊急遮断弁の設置や耐震性貯

水槽等の整備等を計画的に進める。 

３ 給水用資機材の確保  
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市及び水道事業者は、必要な給水タンクや給水容器類及び応急給水用の給水車や応急給水栓等を

準備するとともに、非常用飲料水や応急給水活動等について、関係機関との間に締結した災害時に

おける協定により、飲料水等の確保を図る。  

４ 貯水槽等の整備  

① 市  

ア 計画方針  

災害時において、被災者１人当り１日３リットル以上の飲料水供給を確保できるよう、貯水

槽の設置等の整備増強を行う。  

イ 整備項目  

（ア）学校等への飲料水兼用耐震性貯水槽の設置  

（イ）学校等のプール水を浄化する浄水器の整備  

５ 危機管理体制の整備  

市及び水道事業者は、日常の維持管理業務を着実に行うことはもとより、被災時における水道施

設の被災予測を踏まえた緊急時の指揮命令系統、初動体制、通信手段、相互応援体制及び応急給水

活動体制等の整備に努める。  

６ 水道施設の応急復旧体制の整備  

市及び水道事業者は、水道施設を速やかに復旧して飲料水の確保を図るため、事前に復旧に要す

る業者等との間において災害時における協定を締結する等、応急復旧体制の整備を図る。  

７ 災害時への備えに関する啓発・広報   

市及び水道事業者は、災害に備えた対策や災害時の対策の諸活動について、一般家庭や事業所に

対して、周知・広報しておくとともに、平常時から３日分（３㍑／人・日）以上の飲料水の備蓄や

飲料水以外の生活用水の確保のための啓発や情報の提供を行う。  

第３ 食料供給体制の整備  

１ 趣旨  

市及び関係機関は、災害により日常の食事に支障を生じた者等に対する炊き出しその他による食

料の供給体制を整備する。 

この場合、災害時により混乱・途絶していた市場流通がある程度回復するまでの間の食料を平常

時からの備蓄及び業者との供給協定の締結等の方法により円滑に確保できる体制を整備しておく。 

２ 給食用施設・資機材の整備  

市は、野外炊飯に備えて炊飯器具を指定避難所等備蓄施設に整備する。  

３ 食料の備蓄  

① 市の備蓄  

市は、食料の備蓄にあたり、地域の実情に応じた備蓄品目を選定するとともに、備蓄品目の性

格に応じ、集中備蓄又は指定避難所の位置を考慮した分散備蓄を行うよう努める。  

なお、この場合、食料の供給途絶が生命に係わる可能性のある高齢者、乳幼児及びアレルギー

体質者等食事療法を要する者等に特に配慮するものとする。  

② 市民・事業所の備蓄  

市民は、大規模災害発生直後は、行政等からの支援が困難になる可能性があることから、３日

分相当の食料の備蓄を行うよう努める。また、事業所内においても最低３日間は従業員が待機で

きるように、その分の水や食料などを企業備蓄し、従業員に無理な帰宅指示を出すことがないよ

うに努める。  

４ 災害時民間協力体制の整備  

① 関係業者と災害時の協力協定締結の推進  

市は、食料関係業者（弁当等）との災害時の協力協定締結を推進する。  
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この場合、協定内容は原則として、食料の確保のほか配送要員及び車両の確保も業者において

行う内容とする。 

協定締結事業者との間では、平時から納入に必要な日数や提供可能数量に関する情報の共有に

努めるものとする。  

② 農業団体と災害時の協力協定締結の推進  

市は、農業団体との災害時の協力協定締結を推進する。  

③ ＬＰガス業者等との協力体制の整備  

ア 指定避難所等へのＬＰガスの供給体制の構築  

市は、指定避難所等へのＬＰガス及びガス器具の供給等について、（一社）福岡県ＬＰガス

協会やＬＰガス事業者との間で協力体制を構築する。  

イ 給食施設等の応急復旧体制の整備  

市は、被害を受けた学校給食施設等の応急復旧、炊飯施設の仮設について、都市ガスやＬＰ

ガス事業者との間で協力体制を整備する。  

５ 自主的な備蓄意識、相互協力意識の向上  

① 市は、住民及び事業所等に対し、最低３日分の食料の自主的確保を指導する。  

② 市は、在宅の要配慮者への地域住民による食料配送等、地域住民相互の協力意識を醸成する。 

第４ 生活必需品等供給体制の整備  

１ 趣旨  

災害時には、生活上必要な被服、寝具その他日常用品等をそう失又はき損し、直ちに日常生活を

営むことが困難な者に対し給与又は貸与する必要がある。 

そのため、市は、災害により混乱・途絶した市場流通がある程度回復するまでの間の必要物資を

平常時からの備蓄及び業者との供給協定の締結等の方法により円滑に確保できる体制を整備して

おく。 

２ 生活物資の備蓄  

① 市の備蓄推進  

市は、生活必需品の備蓄にあたり、地域の実情に応じた備蓄品目を選定及び備蓄品目の性格に

応じ、集中備蓄又は指定避難所の位置を考慮した分散備蓄を行うよう努める。  

なお、この場合、生活物資の不足による影響が特に懸念される要配慮者に特に配慮するものと

する。 

② 市民・事業所の備蓄推進  

市民は、大規模災害発生直後は、行政等からの支援が困難になる可能性があることから、３日

分相当の生活必需品等の備蓄を行うよう努める。また、事業所内においても最低３日間は従業員

が待機できるように、その分の生活必需品などを企業備蓄し、従業員に無理な帰宅指示を出すこ

とがないように努める。 

３ 災害時民間協力体制の整備 

市は、生活物資等関係業者との災害時の協力協定締結を推進する。 

この場合、協定内容は原則として、生活物資等の確保のほか配送要員及び車両の確保も業者にお

いて行う内容とする。 

協定締結事業者との間では、平時から納入に必要な日数や提供可能数量に関する情報の共有に努

めるものとする。  

４ 自主的な備蓄意識、相互協力意識の向上  

① 市は、住民及び事業所等に対し、最低３日分の生活物資の自主的確保を指導する。 

② 市は、在宅の要配慮者への地域住民による生活物資の配送等、地域住民相互の協力意識を醸成

する。 
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第５ 機材供給体制の整備  

１ 趣旨  

災害時には、ライフラインの被害等により、指定緊急避難場所、指定避難所や現地対策本部等で

発電機や仮設トイレ、その他機材が必要となるため、市は、迅速な供給ができるよう、地域内の備

蓄量、供給事業者の保有量を把握した上で、備蓄基本計画に基づき平常時からの備蓄及び防災関係

機関や業者との供給協定の締結等の方法により円滑に確保できる体制を整備しておく。  

２ 機材の備蓄  

市は、機材の備蓄にあたり、地域の実情に応じた備蓄品目を選定し高齢者や障がい者、女性等に

も配慮するとともに、備蓄品目の性格に応じ、集中備蓄又は指定避難所の位置を考慮した分散備蓄

を行うよう努める。  

３ 災害時民間協力体制の整備  

市は、レンタル機材業者との災害時の協力協定締結を推進する。  

この場合、協定内容は原則として、機材等の確保のほか配送要員及び車両の確保も業者において

行う内容とする。 

協定締結事業者との間では、平時から納入に必要な日数や提供可能数量に関する情報の共有に努

めるものとする。  

第６ 義援物資の受入体制の整備  

市は、小口・混載の義援物資は県及び被災した市町村の負担となることから、受入れる義援物資は

原則として企業等からの大口のみとするとともに、これら被災地支援に関する知識を整理し、その普

及及び内容の周知に努めるものとする。災害時に被災者が必要とする物資の内容を把握するとともに、

迅速かつ的確に被災者へ供給できるよう受入体制の整備及び確保した義援物資の配送方法の確立に

努める。 

また、大規模災害発生時に全国から送られてくる義援物資の配分、輸送、在庫管理に災害対策本部

等が忙殺されることがないよう、集積拠点の確保や迅速・的確な供給体制について、運送会社等との

協定も活用し、あらかじめ整備しておくものとする。  

 

第１４節   住宅の確保体制の整備  

市は、被災者に対して応急仮設住宅等の住宅が迅速に提供されるよう、あらかじめ必要な体制を整備

しておくものとする。  

第１ 応急仮設住宅としての既存住宅の供給体制の整備 

市は、公営住宅の空家状況を把握し、災害時における被災者への迅速な提供に努めるものとする。

そのため、関係機関と協議を行い、公的賃貸住宅の受入れに係る課題の共有・連携強化を実施するも

のとする。 

また、民間賃貸住宅の借り上げ等の円滑化に向け、その際の取扱い等について、あらかじめ定めて

おくものとする。応急仮設住宅（みなし仮設）の迅速な提供のために、不動産関係団体と連携強化を

図るものとする。  

第２ 応急仮設住宅の供給体制等の整備  

市は、応急仮設住宅を迅速に供与するため、災害に対する安全性に配慮しつつ、あらかじめ住宅建

設に適する建設用地を選定し、建設候補地台帳を作成するなど、供給体制の整備に努めるものとする。

その際、学校の敷地を用地等として定める場合には、学校の教育活動に十分配慮するものとする  

 

第１５節   保健衛生・防疫体制の計画  
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災害の被災地域においては、衛生条件が極度に悪く、感染症等の疾病の発生が多分に予想されるので、

これを防止するための保健衛生・防疫体制を整備する。  

第１ 保健衛生・防疫活動要領への習熟  

市及び関係機関は、第３編「災害応急対策計画」第２章「災害応急対策活動」第１４節「保健衛生、

防疫、環境対策」に示す活動方法・内容について習熟するとともに、保健師や動物愛護に従事する職

員等の資質の向上のため、研修等を行う。  

第２ 防疫用薬剤及び資機材等の確保  

市は、災害時において、調達が困難になることが予想される防疫用薬剤及び資機材等について、調

達方法を把握するなど平時からその確保に努める。 

第３ 学校における環境衛生の確保  

校長は、保健室常備の救急用器材、薬品の確保及び井戸の汚染防止等に必要な処置を施すものとす

る。また、児童・生徒に対し、常に災害時における衛生について、十分周知するよう指導するものと

する。 

第４ 家畜防疫への習熟 

市及び関係機関は、第３編「災害応急対策計画」第２章「災害応急対策活動」第１４節「保健衛生、

防疫、環境対策」に示す活動方法・内容について習熟する。 



風水害 第２編 第３章－39 

 

第１６節  災害廃棄物処理体制の整備  

第１ ごみ処理体制の整備  

１ 趣旨  

災害時に発生する廃棄物のうち、被災者や避難者の生活に伴い発生する避難所ごみ、生活ごみ等

の廃棄物（以下、「ごみ」という。）を適正に処理する体制を整備する。  

２ ごみ処理要領への習熟と体制の整備  

市は、第３編「災害応急対策計画」第２章「災害応急対策活動」第２１節「災害廃棄物等の処理」

に示されたごみ処理活動の要領・内容に習熟するとともに、必要な体制を整備する。 

３ ごみの仮置場の選定  

災害時におけるごみの仮置場の選定を行う。選定の基準は以下のとおりとする。  

① 他の応急対策活動に支障のないこと。  

② 環境衛生に支障がないこと。  

③ 搬入に便利なこと。  

④ 分別、中間処理、最終処分を考慮した場合に便利なこと。  

廃棄物処理施設については、大規模災害時に稼働することにより、電力供給や熱供給等の役割も

期待できることから、始動用緊急電源のほか、電気・水・熱の供給設備を設置するよう努めること

とする。 

第２ し尿処理体制の整備  

１ 趣旨  

災害時に発生するし尿を適正に処理する体制を整備する。  

２ し尿処理要領への習熟と体制の整備  

市は、第３編「災害応急対策計画」第２章「災害応急対策活動」第２１節「災害廃棄物等の処理」

に示されたし尿処理活動の要領・内容に習熟するとともに、必要な体制を整備する。 

３ 災害用仮設トイレの整備  

市は、発災時に指定避難所や下水道施設の使用ができない地域に配備できるよう仮設トイレを自

ら保有するほか、仮設トイレを保有する事業者と協力関係を整備する。 

第３ がれき等処理体制の整備  

１ 趣旨  

２ 住民が自宅内にある被災したものを片付ける際に排出される片付けごみや損壊家屋の解体・撤

去等に伴い排出される廃棄物（以下「がれき等」という。）を適正に処理する体制を整備する。  

３ 災害廃棄物の処理要領への習熟と体制の整備  

市は、第３編「災害応急対策計画」第２章「災害応急対策活動」第２１節「災害廃棄物等の処理」

に示されたがれき等処理活動の要領・内容に習熟するとともに、必要な体制を整備する。 

４ 仮置場の選定  

市は、短期間でのがれき等の中間処理、最終処分が困難な場合を想定し、がれき等を

速やかに撤去するために、以下の点に留意して仮置場の候補地をあらかじめ選定し、搬

送路の検討を行っておくものとする。  

① 他の応急対策活動に支障のないこと。  

② 環境衛生に支障がないこと。  

③ 搬入に便利なこと。   

④ 分別、中間処理、最終処分を考慮した場合に便利なこと。  
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５ 応援協力体制の整備  

市は、がれき等処理の応援を求める相手方（県、市町村、建設業者、各種団体）については、あ

らかじめその応援能力について十分調査し、処理計画の中に組入れるとともに、協定書の締結等体

制を整えておくものとする。 

第４ 災害廃棄物処理計画の整備 

市は、災害廃棄物の処理に係る指針に基づき、適正かつ円滑・迅速に災害廃棄物を処理できるよう、

災害廃棄物の仮置場の確保や運用方針、処理体制、周辺の地方公共団体との連携・協力のあり方等に

ついて、災害廃棄物処理計画において具体的に示すものとする。 

第５ 広域的な処理体制・連携体制の確立 

市は、大量の災害廃棄物の発生に備え、広域処理体制の確立に努めるものとする。また、十分な大

きさの仮置場・最終処分場の確保に努めるとともに、広域処理を行う地域単位で、平時の処理能力に

ついて計画的に一定程度の余裕を持たせるとともに処理施設の能力を維持し、災害時における廃棄物

処理機能の多重性や代替性の確保を図るものとする。加えて、災害廃棄物対策に関する広域的な連携

体制や民間連携の促進等に努めるものとする。 

 

第１７節  複合災害の予防 

市及び防災関係機関は、複合災害（同時又は連続して２以上の災害が発生し、それらの影響が複合化

することにより、被害が深刻化し、災害応急対策が困難になる事象）の発生可能性を認識し、備えを充

実するものとする。  

第１ 職員・資機材の投入判断 

市及び防災関係機関は、災害対応に当たる要員、資機材等について、後発災害の発生が懸念される

場合には、先発災害に多くを動員し後発災害に不足が生じるなど、望ましい配分ができない可能性が

あることに配慮しつつ、要員・資機材の投入判断を行うものとする。また、複合災害が発生する可能

性が高い場合、外部からの支援を早期に要請するものとする。 

第２ 訓練の実施 

市及び防災関係機関は、様々な複合災害を想定した図上訓練を行い、結果を踏まえて災害ごとの対

応計画の見直しに努めるものとする。さらに、地域特性に応じて発生可能性が高い複合災害を想定し、

要員の参集、合同の災害対策本部の立上げ等の実動訓練の実施に努めるものとする。 

 

第１８節  防災関係機関における業務継続計画 

大規模災害時においても、災害対応等の業務を適切に行なうため、業務継続計画（ＢＣＰ）を定める

ものとする。  

第１ 業務継続性の確保 

市及び防災関係機関は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合の応急対策等の実施や優先

度の高い通常業務の継続のため、災害時に必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入する

ための事前の準備体制と事後の対応力の強化を図る必要があることから、業務継続計画の策定等によ

り、業務継続性の確保を図るものとする。また、実効性ある業務継続体制を確保するため、地域や想

定される災害の特性等を踏まえつつ、必要な資源の継続的な確保、定期的な教育・訓練・点検等の実

施、訓練等を通じた経験の蓄積や状況の変化等に応じた体制の見直し、計画の評価・検証等を踏まえ

た改訂などを行うものとする。 
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第２ 地方自治体におけるＢＣＰ 

市は、災害時に災害応急対策活動や復旧・復興活動の主体として重要な役割を担うこととなること

から、業務継続計画の策定等に当たっては、「知事及び市町村長が不在時の明確な代行順位及び職員

の参集体制、本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定、電気・水・食料等の確保、災害時

にもつながりやすい多様な通信手段の確保、重要な行政データのバックアップ並びに非常時優先業務

の整理」（以下「重要６要素」という。）について定めておくものとする。 

 


